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　　　　雑　　　報

○公立大学法人九州歯科大学令和７年度財務諸表に関する公告　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（青少年政策課）……………11

○公立大学法人福岡女子大学令和７年度財務諸表に関する公告　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（青少年政策課）……………33

○公立大学法人福岡県立大学令和７年度財務諸表に関する公告　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（青少年政策課）……………53

　　　　再　　　掲

○令和８年度福岡県職員採用選考試験（後期）の実施　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（人事委員会事務局任用課）……………73

　福岡県告示第597号

　漁業災害補償法（昭和39年法律第158号）第108条第５項において準用する同法第105

条の２第３項の規定による次の届出に係る区域内特定養殖業者の同意は、同法第108条

第４項に規定する要件に適合すると認められるので、同条第５項において準用する同法

第105条の２第４項の規定により公示する。

　　令和８年９月25日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

　発起人の住所及び氏名並びに区域及び区分

住　所 氏　名 区　　　域
（漁業共済の加入区の名称） 区　分

大川市大字大野島
大川市大字新田

島﨑　幸則
江口　三千年

大川市漁業協同組合の地区
（特定のり大川市加入区） のり養殖業

大川市大字新田
　　　〃

海香水産
龍　　寛太
古賀　国平

川口漁業協同組合の地区
（特定のり川口加入区） のり養殖業

告　　　示
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　　　　告　　　示（第597号−第613号）
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○土砂災害警戒区域の指定　　　　　　　　　　　　　　（砂　防　課）……………２

○土砂災害特別警戒区域の指定　　　　　　　　　　　　（砂　防　課）……………２
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○生活保護法に基づく医療機関の指定　　　　　　　　（保護・援護課）……………８

○生活保護法に基づく指定医療機関の休止及び廃止　　（保護・援護課）……………８

○生活保護法に基づく指定医療機関の名称及び所在地の変更　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（保護・援護課）……………９

○生活保護法に基づく指定医療機関の指定の辞退　　　（保護・援護課）……………９
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　　　　公　　　告
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赤地－11 鞍手郡小竹町大字赤地（別紙図面１に示す区域
のとおり） 急傾斜地の崩壊

　備考　別紙図面１は省略し、その図面を小竹町役場に備え置いて縦覧に供する。

　福岡県告示第600号

　土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第

57号）第９条第１項の規定に基づき、次の土地の区域を土砂災害特別警戒区域として指

定する。

　　令和８年９月25日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

区域の名称 指　定　の　区　域 土砂災害の発生原因と
なる自然現象の種類

自然現象により建築物に
作用すると想定される衝
撃に関する事項

赤地－11
鞍手郡小竹町大字赤地（
別紙図面１に示す区域の
とおり）

急傾斜地の崩壊 別紙図面１に記載する表
のとおり

　備考　別紙図面１は省略し、その図面を小竹町役場に備え置いて縦覧に供する。

　福岡県告示第601号

　土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第

57号）第７条第１項の規定に基づき指定した土砂災害警戒区域（平成21年12月福岡県告

示第1979号）のうち、次の土地の区域の指定を解除するので、同条第６項において準用

する同条第４項の規定により公示する。

　　令和８年９月25日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

区域の名称 指　定　の　区　域 土砂災害の発生原因となる
自然現象の種類

新町５区 直方市大字畑（別紙図面１に示す区域のとおり
） 急傾斜地の崩壊

　備考　別紙図面１は省略し、その図面を直方市役所に備え置いて縦覧に供する。

柳川市筑紫町
柳川市稲荷町

内田　一広
古賀　久勝

沖端漁業協同組合の地区
（特定のり沖端加入区） のり養殖業

柳川市大和町鷹ノ尾
柳川市大和町中島

堤　　大輔
西田　豪紀

大和漁業協同組合の地区
（特定のり大和加入区） のり養殖業

柳川市大和町中島
　　　〃

松尾　正文
森田　義昭

中島漁業協同組合の地区
（特定のり中島加入区） のり養殖業

　福岡県告示第598号

　漁業法（昭和24年法律第267号）第16条第５項の規定に基づき、くろまぐろ（小型魚

）及びくろまぐろ（大型魚）の令和８管理年度（令和８年４月１日から令和９年３月31

日までの期間をいう。）における知事管理漁獲可能量を変更したので、同項において準

用する同条第４項の規定に基づき、次のとおり公表する

　　令和８年９月25日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

特定水産資源 福岡県に定められた
都道府県別漁獲可能量

知事管理区分に配分する数量

知事管理区分 配分数量

くろまぐろ
(小型魚) 17.3トン 福岡県くろまぐろ

（小型魚）知事管理区分 17.3トン

くろまぐろ
(大型魚) 52,7トン 福岡県くろまぐろ

（大型魚）知事管理区分 52.7トン

　福岡県告示第599号

　土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第

57号）第７条第１項の規定に基づき、次の土地の区域を土砂災害警戒区域として指定す

る。

　　令和８年９月25日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

区域の名称 指　定　の　区　域 土砂災害の発生原因となる
自然現象の種類
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中泉⒆ 直方市大字中泉（別紙図面４に示す区域のとお
り） 急傾斜地の崩壊

中泉� 直方市大字中泉（別紙図面５に示す区域のとお
り） 急傾斜地の崩壊

中泉� 直方市大字中泉（別紙図面６に示す区域のとお
り） 急傾斜地の崩壊

中泉� 直方市大字中泉（別紙図面７に示す区域のとお
り） 急傾斜地の崩壊

中泉� 直方市大字中泉（別紙図面８に示す区域のとお
り） 急傾斜地の崩壊

中泉� 直方市大字中泉（別紙図面９に示す区域のとお
り） 急傾斜地の崩壊

中泉� 直方市大字中泉（別紙図面10に示す区域のとお
り） 急傾斜地の崩壊

下境⑸ 直方市大字下境（別紙図面11に示す区域のとお
り） 急傾斜地の崩壊

下境⑻ 直方市大字下境（別紙図面12に示す区域のとお
り） 急傾斜地の崩壊

下境⒆ 直方市大字下境（別紙図面13に示す区域のとお
り） 急傾斜地の崩壊

下境⒦ 直方市大字下境及び大字中泉（別紙図面14に示
す区域のとおり） 急傾斜地の崩壊

赤地⑵ 直方市大字赤地（別紙図面15に示す区域のとお
り） 急傾斜地の崩壊

直方⑶ 直方市大字直方及び大字山部（別紙図面16に示
す区域のとおり） 急傾斜地の崩壊

　備考　別紙図面２から16までは省略し、その図面を直方市役所に備え置いて縦覧に供

する。

　福岡県告示第604号

　土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第

57号）第９条第１項の規定に基づき指定した土砂災害特別警戒区域（平成25年12月福岡

県告示第1903号）のうち、次の土地の区域の指定を解除するので、同条第９項において

　福岡県告示第602号

　土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第

57号）第９条第１項の規定に基づき指定した土砂災害特別警戒区域（平成21年12月福岡

県告示第1980号）のうち、次の土地の区域の指定を解除するので、同条第９項において

準用する同条第４項の規定により公示する。

　　令和８年９月25日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

区域の名称 指　定　の　区　域 土砂災害の発生原因と
なる自然現象の種類

自然現象により建築物に
作用すると想定される衝
撃に関する事項

新町５区 直方市大字畑（別紙図面
１に示す区域のとおり） 急傾斜地の崩壊 別紙図面１に記載する表

のとおり

　備考　別紙図面１は省略し、その図面を直方市役所に備え置いて縦覧に供する。

　福岡県告示第603号

　土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第

57号）第７条第１項の規定に基づき指定した土砂災害警戒区域（平成25年12月福岡県告

示第1902号）のうち、次の土地の区域の指定を解除するので、同条第６項において準用

する同条第４項の規定により公示する。

　　令和８年９月25日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

区域の名称 指　定　の　区　域 土砂災害の発生原因となる
自然現象の種類

畑⒜ 直方市大字畑（別紙図面２に示す区域のとおり
） 急傾斜地の崩壊

中泉� 直方市大字中泉（別紙図面３に示す区域のとお
り） 急傾斜地の崩壊
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下境⑻ 直方市大字下境（別紙図面
12に示す区域のとおり） 急傾斜地の崩壊 別紙図面12に記載する表

のとおり

下境⒆ 直方市大字下境（別紙図面
13に示す区域のとおり） 急傾斜地の崩壊 別紙図面13に記載する表

のとおり

下境⒦
直方市大字下境及び大字中
泉（別紙図面14に示す区域
のとおり）

急傾斜地の崩壊 別紙図面14に記載する表
のとおり

赤地⑵ 直方市大字赤地（別紙図面
15に示す区域のとおり） 急傾斜地の崩壊 別紙図面15に記載する表

のとおり

　備考　別紙図面２から15までは省略し、その図面を直方市役所に備え置いて縦覧に供

する。

　福岡県告示第605号

　土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第

57号）第７条第１項の規定に基づき、次の土地の区域を土砂災害警戒区域として指定す

る。

　　令和８年９月25日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

区域の名称 指　定　の　区　域 土砂災害の発生原因となる
自然現象の種類

永満寺川－
１

直方市大字永満寺（別紙図面１に示す区域のと
おり） 土石流

永満寺川－
２

直方市大字永満寺（別紙図面２に示す区域のと
おり） 土石流

永満寺川－
３

直方市大字永満寺（別紙図面３に示す区域のと
おり） 土石流

下境川－１ 直方市大字下境、大字赤地及び鞍手郡小竹町大
字赤地（別紙図面４に示す区域のとおり） 土石流

準用する同条第４項の規定により公示する。

　　令和８年９月25日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

区域の名称 指　定　の　区　域 土砂災害の発生原因と
なる自然現象の種類

自然現象により建築物に
作用すると想定される衝
撃に関する事項

畑⒜ 直方市大字畑（別紙図面２
に示す区域のとおり） 急傾斜地の崩壊 別紙図面２に記載する表

のとおり

中泉� 直方市大字中泉（別紙図面
３に示す区域のとおり） 急傾斜地の崩壊 別紙図面３に記載する表

のとおり

中泉⒆ 直方市大字中泉（別紙図面
４に示す区域のとおり） 急傾斜地の崩壊 別紙図面４に記載する表

のとおり

中泉� 直方市大字中泉（別紙図面
５に示す区域のとおり） 急傾斜地の崩壊 別紙図面５に記載する表

のとおり

中泉� 直方市大字中泉（別紙図面
６に示す区域のとおり） 急傾斜地の崩壊 別紙図面６に記載する表

のとおり

中泉� 直方市大字中泉（別紙図面
７に示す区域のとおり） 急傾斜地の崩壊 別紙図面７に記載する表

のとおり

中泉� 直方市大字中泉（別紙図面
８に示す区域のとおり） 急傾斜地の崩壊 別紙図面８に記載する表

のとおり

中泉� 直方市大字中泉（別紙図面
９に示す区域のとおり） 急傾斜地の崩壊 別紙図面９に記載する表

のとおり

中泉� 直方市大字中泉（別紙図面
10に示す区域のとおり） 急傾斜地の崩壊 別紙図面10に記載する表

のとおり

下境⑸ 直方市大字下境（別紙図面
11に示す区域のとおり） 急傾斜地の崩壊 別紙図面11に記載する表

のとおり
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中泉－10 直方市大字中泉（別紙図面22に示す区域のとお
り） 急傾斜地の崩壊

中泉－11 直方市大字中泉（別紙図面23に示す区域のとお
り） 急傾斜地の崩壊

中泉－12 直方市大字中泉（別紙図面24に示す区域のとお
り） 急傾斜地の崩壊

中泉－13 直方市大字中泉（別紙図面25に示す区域のとお
り） 急傾斜地の崩壊

中泉－14 直方市大字中泉（別紙図面26に示す区域のとお
り） 急傾斜地の崩壊

中泉－15 直方市大字中泉（別紙図面27に示す区域のとお
り） 急傾斜地の崩壊

中泉－16 直方市大字中泉（別紙図面28に示す区域のとお
り） 急傾斜地の崩壊

中泉－17 直方市大字中泉（別紙図面29に示す区域のとお
り） 急傾斜地の崩壊

中泉－18 直方市大字中泉（別紙図面30に示す区域のとお
り） 急傾斜地の崩壊

中泉－19 直方市大字中泉（別紙図面31に示す区域のとお
り） 急傾斜地の崩壊

中泉－20 直方市大字中泉（別紙図面32に示す区域のとお
り） 急傾斜地の崩壊

中泉－21 直方市大字中泉（別紙図面33に示す区域のとお
り） 急傾斜地の崩壊

中泉－22 直方市大字中泉（別紙図面34に示す区域のとお
り） 急傾斜地の崩壊

中泉－23 直方市大字中泉（別紙図面35に示す区域のとお
り） 急傾斜地の崩壊

中泉－24 直方市大字中泉（別紙図面36に示す区域のとお
り） 急傾斜地の崩壊

中泉－25 直方市大字中泉（別紙図面37に示す区域のとお
り） 急傾斜地の崩壊

下境－２ 直方市大字下境及び大字中泉（別紙図面38に示
す区域のとおり） 急傾斜地の崩壊

直方－１ 直方市大字直方（別紙図面５に示す区域のとお
り） 急傾斜地の崩壊

直方－２ 直方市大字直方（別紙図面６に示す区域のとお
り） 急傾斜地の崩壊

直方－３ 直方市大字直方及び大字山部（別紙図面７に示
す区域のとおり） 急傾斜地の崩壊

畑－１ 直方市大字畑（別紙図面８に示す区域のとおり
） 急傾斜地の崩壊

畑－２ 直方市大字畑（別紙図面９に示す区域のとおり
） 急傾斜地の崩壊

新町５区－
１

直方市大字畑（別紙図面10に示す区域のとおり
） 急傾斜地の崩壊

永満寺－４ 直方市大字永満寺（別紙図面11に示す区域のと
おり） 急傾斜地の崩壊

上境－２ 直方市大字上境（別紙図面12に示す区域のとお
り） 急傾斜地の崩壊

中泉－１ 直方市大字中泉（別紙図面13に示す区域のとお
り） 急傾斜地の崩壊

中泉－２ 直方市大字中泉（別紙図面14に示す区域のとお
り） 急傾斜地の崩壊

中泉－３ 直方市大字中泉（別紙図面15に示す区域のとお
り） 急傾斜地の崩壊

中泉－４ 直方市大字中泉（別紙図面16に示す区域のとお
り） 急傾斜地の崩壊

中泉－５ 直方市大字中泉（別紙図面17に示す区域のとお
り） 急傾斜地の崩壊

中泉－６ 直方市大字中泉（別紙図面18に示す区域のとお
り） 急傾斜地の崩壊

中泉－７ 直方市大字中泉（別紙図面19に示す区域のとお
り） 急傾斜地の崩壊

中泉－８ 直方市大字中泉（別紙図面20に示す区域のとお
り） 急傾斜地の崩壊

中泉－９ 直方市大字中泉（別紙図面21に示す区域のとお
り） 急傾斜地の崩壊
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区域の名称 指　定　の　区　域 土砂災害の発生原因と
なる自然現象の種類

自然現象により建築物に
作用すると想定される衝
撃に関する事項

永満寺川－
１

直方市大字永満寺（別紙
図面１に示す区域のとお
り）

土石流 別紙図面１に記載する表
のとおり

永満寺川－
２

直方市大字永満寺（別紙
図面２に示す区域のとお
り）

土石流 別紙図面２に記載する表
のとおり

永満寺川－
３

直方市大字永満寺（別紙
図面３に示す区域のとお
り）

土石流 別紙図面３に記載する表
のとおり

直方－１
直方市大字直方（別紙図
面５に示す区域のとおり
）

急傾斜地の崩壊 別紙図面５に記載する表
のとおり

直方－２
直方市大字直方（別紙図
面６に示す区域のとおり
）

急傾斜地の崩壊 別紙図面６に記載する表
のとおり

直方－３
直方市大字直方及び大字
山部（別紙図面７に示す
区域のとおり）

急傾斜地の崩壊 別紙図面７に記載する表
のとおり

畑－１ 直方市大字畑（別紙図面
８に示す区域のとおり） 急傾斜地の崩壊 別紙図面８に記載する表

のとおり

畑－２ 直方市大字畑（別紙図面
９に示す区域のとおり） 急傾斜地の崩壊 別紙図面９に記載する表

のとおり

新町５区－
１

直方市大字畑（別紙図面
10に示す区域のとおり） 急傾斜地の崩壊 別紙図面10に記載する表

のとおり

永満寺－４
直方市大字永満寺（別紙
図面11に示す区域のとお
り）

急傾斜地の崩壊 別紙図面11に記載する表
のとおり

上境－２
直方市大字上境（別紙図
面12に示す区域のとおり
）

急傾斜地の崩壊 別紙図面12に記載する表
のとおり

中泉－１
直方市大字中泉（別紙図
面13に示す区域のとおり
）

急傾斜地の崩壊 別紙図面13に記載する表
のとおり

中泉－２
直方市大字中泉（別紙図
面14に示す区域のとおり
）

急傾斜地の崩壊 別紙図面14に記載する表
のとおり

中泉－４
直方市大字中泉（別紙図
面16に示す区域のとおり
）

急傾斜地の崩壊 別紙図面16に記載する表
のとおり

下境－３ 直方市大字下境（別紙図面39に示す区域のとお
り） 急傾斜地の崩壊

下境－４ 直方市大字下境（別紙図面40に示す区域のとお
り） 急傾斜地の崩壊

下境－５ 直方市大字下境（別紙図面41に示す区域のとお
り） 急傾斜地の崩壊

下境－６ 直方市大字下境（別紙図面42に示す区域のとお
り） 急傾斜地の崩壊

下境－７ 直方市大字下境（別紙図面43に示す区域のとお
り） 急傾斜地の崩壊

下境－８ 直方市大字下境（別紙図面44に示す区域のとお
り） 急傾斜地の崩壊

直方第一中
学校－１

直方市大字下境（別紙図面45に示す区域のとお
り） 急傾斜地の崩壊

赤地－１ 直方市大字赤地（別紙図面46に示す区域のとお
り） 急傾斜地の崩壊

赤地－２ 直方市大字赤地（別紙図面47に示す区域のとお
り） 急傾斜地の崩壊

赤地－３ 直方市大字赤地（別紙図面48に示す区域のとお
り） 急傾斜地の崩壊

　備考　別紙図面１から３まで及び５から48までは省略し、その図面を直方市役所に備

え置いて縦覧に供する。別紙図面４は省略し、その図面を直方市役所及び小竹町

役場に備え置いて縦覧に供する。

　福岡県告示第606号

　土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第

57号）第９条第１項の規定に基づき、次の土地の区域を土砂災害特別警戒区域として指

定する。

　　令和８年９月25日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　
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中泉－24
直方市大字中泉（別紙図
面36に示す区域のとおり
）

急傾斜地の崩壊 別紙図面36に記載する表
のとおり

中泉－25
直方市大字中泉（別紙図
面37に示す区域のとおり
）

急傾斜地の崩壊 別紙図面37に記載する表
のとおり

下境－２
直方市大字下境及び大字
中泉（別紙図面38に示す
区域のとおり）

急傾斜地の崩壊 別紙図面38に記載する表
のとおり

下境－３
直方市大字下境（別紙図
面39に示す区域のとおり
）

急傾斜地の崩壊 別紙図面39に記載する表
のとおり

下境－４
直方市大字下境（別紙図
面40に示す区域のとおり
）

急傾斜地の崩壊 別紙図面40に記載する表
のとおり

下境－５
直方市大字下境（別紙図
面41に示す区域のとおり
）

急傾斜地の崩壊 別紙図面41に記載する表
のとおり

下境－６
直方市大字下境（別紙図
面42に示す区域のとおり
）

急傾斜地の崩壊 別紙図面42に記載する表
のとおり

下境－７
直方市大字下境（別紙図
面43に示す区域のとおり
）

急傾斜地の崩壊 別紙図面43に記載する表
のとおり

下境－８
直方市大字下境（別紙図
面44に示す区域のとおり
）

急傾斜地の崩壊 別紙図面44に記載する表
のとおり

赤地－１
直方市大字赤地（別紙図
面46に示す区域のとおり
）

急傾斜地の崩壊 別紙図面46に記載する表
のとおり

赤地－２
直方市大字赤地（別紙図
面47に示す区域のとおり
）

急傾斜地の崩壊 別紙図面47に記載する表
のとおり

赤地－３
直方市大字赤地（別紙図
面48に示す区域のとおり
）

急傾斜地の崩壊 別紙図面48に記載する表
のとおり

　備考　別紙図面１から３まで、５から14まで、16、18から22まで、24、27から44まで

及び46から48までは省略し、その図面を直方市役所に備え置いて縦覧に供する。

　福岡県告示第607号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

中泉－６
直方市大字中泉（別紙図
面18に示す区域のとおり
）

急傾斜地の崩壊 別紙図面18に記載する表
のとおり

中泉－７
直方市大字中泉（別紙図
面19に示す区域のとおり
）

急傾斜地の崩壊 別紙図面19に記載する表
のとおり

中泉－８
直方市大字中泉（別紙図
面20に示す区域のとおり
）

急傾斜地の崩壊 別紙図面20に記載する表
のとおり

中泉－９
直方市大字中泉（別紙図
面21に示す区域のとおり
）

急傾斜地の崩壊 別紙図面21に記載する表
のとおり

中泉－10
直方市大字中泉（別紙図
面22に示す区域のとおり
）

急傾斜地の崩壊 別紙図面22に記載する表
のとおり

中泉－12
直方市大字中泉（別紙図
面24に示す区域のとおり
）

急傾斜地の崩壊 別紙図面24に記載する表
のとおり

中泉－15
直方市大字中泉（別紙図
面27に示す区域のとおり
）

急傾斜地の崩壊 別紙図面27に記載する表
のとおり

中泉－16
直方市大字中泉（別紙図
面28に示す区域のとおり
）

急傾斜地の崩壊 別紙図面28に記載する表
のとおり

中泉－17
直方市大字中泉（別紙図
面29に示す区域のとおり
）

急傾斜地の崩壊 別紙図面29に記載する表
のとおり

中泉－18
直方市大字中泉（別紙図
面30に示す区域のとおり
）

急傾斜地の崩壊 別紙図面30に記載する表
のとおり

中泉－19
直方市大字中泉（別紙図
面31に示す区域のとおり
）

急傾斜地の崩壊 別紙図面31に記載する表
のとおり

中泉－20
直方市大字中泉（別紙図
面32に示す区域のとおり
）

急傾斜地の崩壊 別紙図面32に記載する表
のとおり

中泉－21
直方市大字中泉（別紙図
面33に示す区域のとおり
）

急傾斜地の崩壊 別紙図面33に記載する表
のとおり

中泉－22
直方市大字中泉（別紙図
面34に示す区域のとおり
）

急傾斜地の崩壊 別紙図面34に記載する表
のとおり

中泉－23
直方市大字中泉（別紙図
面35に示す区域のとおり
）

急傾斜地の崩壊 別紙図面35に記載する表
のとおり



8
令

和
８

年
９

月
25

日
　

金
曜

日
第

73
0 

号

粕生歯99 さとしデンタルクリニック 糟屋郡新宮町新宮東五丁目７－32 Ｒ８・８・１

粕生薬
223

スギ薬局　トライアル須恵調
剤店

糟屋郡須恵町大字旅石井田227－３　
スーパーセンタートライアル須恵
店内

Ｒ８・９・１

八女生薬
61 かえで薬局 八女市津江537番地の６ Ｒ８・９・１

大生薬
213 手鎌薬局 大牟田市大字手鎌897 Ｒ８・８・１

飯生薬
203

スギ薬局　トライアル飯塚調
剤店

飯塚市徳前40－１　スーパーセン
タートライアル飯塚店内 Ｒ８・９・１

宗遠生薬
23 大信薬局遠賀店 遠賀郡遠賀町大字今古賀649－３ Ｒ８・９・１

飯生訪62 訪問看護ステーション　カラ
フル 飯塚市横田595－７ Ｒ８・８・１

宮生訪10 訪問看護ステーション　アイ
シン 宮若市龍徳234－５ Ｒ８・８・１

行生訪28 訪問看護ステーション　華 行橋市大字金屋264番地２ Ｒ８・８・１

　福岡県告示第609号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第50条の２（中国残留邦人等の円滑な帰国の促

進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成

６年法律第30号。以下「法」という。）第14条第４項においてその例によるものとされ

た場合を含む。）の規定に基づき、指定医療機関から休止及び廃止の届出があったので

、生活保護法第55条の３（法第14条第４項においてその例によるものとされた場合を含

む。）の規定により次のように告示する。

　　令和８年９月25日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

１　休止

指定番号 名称 所在地 休止年月日

柳生101 医療法人耳鼻咽喉科伊東医院 柳川市三橋町高畑233 Ｒ８・７・31

田川生歯
81 医療法人岡本歯科医院 田川郡香春町大字中津原2522－１ Ｒ８・８・１

２　廃止

に供する。

　　令和８年９月25日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

県土整備
事務所名

道路の
種　類 路 線 名 変　更

前後別 区　　　　間 幅　員
（メートル）

延　長
（メートル）

那　珂 県　道 大野城
二　丈 線

前 春日市須玖南三丁目45先から
春日市須玖南三丁目170番２先まで

10.5
～

25.7
185.0

後 春日市須玖南三丁目45先から
春日市須玖南三丁目170番２先まで

10.5
～

25.7
185.0

　福岡県告示第608号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第49条（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並

びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年

法律第30号。以下「法」という。）第14条第４項においてその例によるものとされた場

合を含む。）の規定に基づき、医療機関の指定をしたので、生活保護法第55条の３（法

第14条第４項においてその例によるものとされた場合を含む。）の規定により次のよう

に告示する。

　　令和８年９月25日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

指定番号 名称 所在地 指定年月日

春生204 あきこ内科・内視鏡クリニッ
ク　春日院 春日市ちくし台二丁目13 Ｒ８・９・１

春生205 緩和ケア　ゆい診療所 春日市宝町三丁目11－１　春日ハ
イタウン105号 Ｒ８・９・１

糸島地生
142 総合診療Aクリニック 糸島市志摩桜井2435－17 Ｒ８・９・１

み生42 みやまクリニック形成外科・
美容皮膚科

みやま市瀬高町下庄字北原2213番
６ Ｒ８・８・１

嘉麻生38 相良内科医院 嘉麻市上山田1335番地12 Ｒ８・８・１

宗遠生36 岩崎整形外科クリニック 遠賀郡遠賀町大字今古賀649番１ Ｒ８・９・１
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大野生訪
20

訪問看護ステーショ
ン　ラシクアーレ乙
金

訪問看護ステーション　
ひとてまおとがな

大野城市乙金三丁
目23－１ Ｒ８・８・１

２　所在地の変更

指定番号 名称 旧所在地 新所在地 変更年月日

粕生訪27 福岡あい訪問看護リ
ハステーション

糟屋郡宇美町ひばりが
丘三丁目27－21

糟屋郡宇美町四王
寺坂二丁目20－12 Ｒ８・８・１

糸島地生
訪11

ｎａｔｕｒａｌ　ｆ
ｌｏｗ訪問看護ステ
ーション

糸島市前原中央三丁目
18－20　ローズマンシ
ョン402号

糸島市前原西四丁
目５－28　213号室 Ｒ８・７・１

田生訪35 訪問看護ステーショ
ンみらい

田川市大字奈良1587番
地95　石川ハイツⅠ　
104

田川市大字川宮
1591番12 Ｒ８・７・１

　福岡県告示第611号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第51条第１項（中国残留邦人等の円滑な帰国の

促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平

成６年法律第30号。以下「法」という。）第14条第４項においてその例によるものとさ

れた場合を含む。）の規定に基づき、指定医療機関から指定の辞退があったので、生活

保護法第55条の３（法第14条第４項においてその例によるものとされた場合を含む。）

の規定により次のように告示する。

　　令和８年９月25日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

指定番号 名称 所在地 指定の辞退年月日

筑紫生歯42 ひきた歯科医院 筑紫野市杉塚七丁目１－５ R８・８・31

　福岡県告示第612号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第55条第１項（中国残留邦人等の円滑な帰国の

促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平

成６年法律第30号。以下「法」という。）第14条第４項においてその例によるものとさ

指定番号 名称 所在地 廃止年月日

粕生425 出会いの里病院 糟屋郡篠栗町庄四丁目９番16号 Ｒ８・７・31

春生49 森園医院 春日市ちくし台二丁目13 Ｒ８・７・31

嘉麻生15 医療法人相良内科医院 嘉麻市上山田1335－12 Ｒ８・７・31

北生歯
196 しげおか歯科医院 糟屋郡新宮町新宮東五丁目７－32 Ｒ８・７・31

嘉麻生歯
９ 江頭歯科医院 嘉麻市大隈488 Ｒ８・６・18

糸島地生
薬70

ココカラファイン薬局　波多
江店 糸島市波多江駅南一丁目６－15 Ｒ８・８・12

南生薬40 溝上薬局　大木町店 三潴郡大木町大字八町牟田297－５ Ｒ８・７・31

柳生薬64 平成堂薬局高畑店 柳川市三橋町高畑192－１ Ｒ８・７・31

大生薬
199 手鎌薬局 大牟田市大字手鎌897 Ｒ８・７・31

田川生薬
53 タカサキ薬局池尻店 田川郡川崎町大字池尻195 Ｒ８・６・30

　福岡県告示第610号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第50条の２（中国残留邦人等の円滑な帰国の促

進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成

６年法律第30号。以下「法」という。）第14条第４項においてその例によるものとされ

た場合を含む。）の規定に基づき、指定医療機関から名称及び所在地の変更の届出があ

ったので、生活保護法第55条の３（法第14条第４項においてその例によるものとされた

場合を含む。）の規定により次のように告示する。

　　令和８年９月25日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

１　名称の変更

指定番号 旧名称 新名称 所在地 変更年月日

粕生訪27 福岡あい訪問看護ス
テーション

福岡あい訪問看護リハ
ステーション

糟屋郡宇美町四王
寺坂二丁目20－12 Ｒ８・８・１
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　公告

　落札者等について、次のとおり公示します。

　　令和８年９月25日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

１　落札に係る契約の名称

　　空調服ベスト購入契約

２　契約に関する事務を担当する部局の名称及び所在地

　⑴　部局の名称

　　　福岡県警察本部総務部会計課

　⑵　所在地

　　　福岡県福岡市博多区東公園７番７号

３　落札を決定した日

　　令和８年７月23日

４　落札者の氏名及び住所

　⑴　氏名

　　　日本乾溜工業株式会社

　⑵　住所

　　　福岡市東区馬出一丁目11番11号

５　落札金額（消費税及び地方消費税の額を含む。）

　　65,435,953円

６　契約の相手方を決定した手続

　　一般競争入札　

７　入札公告日

　　令和８年６月12日

　公告

　落札者等について、次のとおり公示します。

　　令和８年９月25日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

れた場合を含む。）の規定に基づき、施術者の指定をしたので、生活保護法第55条の３

（法第14条第４項においてその例によるものとされた場合を含む。）の規定により次の

ように告示する。

　　令和８年９月25日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

指定番号 氏名又は名称 住所又は所在地 指定年月日

直生柔53 森田　拓実（まるた整骨院） 直方市大字頓野1863－２　サンモ
ール104 Ｒ８・８・27

糸島地生
柔71

有村　拓哉（ありむら整骨院
） 糸島市神在東二丁目６－26－102 Ｒ８・９・１

　福岡県告示第613号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第55条第２項において準用する同法第50条の２

（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶

者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号。以下「法」という。）第14条第４

項においてその例によるものとされた場合を含む。）の規定に基づき、指定を受けた施

術者から廃止の届出があったので、生活保護法第55条の３（法第14条第４項においてそ

の例によるものとされた場合を含む。）の規定により次のように告示する。

　　令和８年９月25日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

指定番号 氏名又は名称 住所又は所在地 廃止年月日

飯生柔67 熊谷　光太（こうた整骨院） 飯塚市弁分128－５ Ｒ８・７・31

八女生柔
41 原　佳広（ぱる整骨院） 八女市納楚722－１ Ｒ８・８・31

粕生柔
214

酒井　ちひろ（志免中央整骨
院） 糟屋郡志免町南里二丁目１－１ Ｒ８・５・19

粕生柔
219

財津　和斗（新宮中央整骨院
・はりきゅう院） 糟屋郡新宮町杜の宮四丁目５－11 Ｒ８・５・19

粕生柔
231

永友　愁都（新宮中央整骨院
・はりきゅう院） 糟屋郡新宮町杜の宮四丁目５－11 Ｒ８・５・19

公　　　告
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２　開発許可を受けた者の住所及び氏名

　　福岡市博多区諸岡一丁目２番６号　エフ・ユービル202

　　九州ホームズ株式会社

　　代表取締役　兼安　勝介

福岡県公安委員会告示第244号

　遺失物法施行令第５条第５号の規定に基づき下記の施設占有者を特例施設占有者に指

定したので、遺失物法施行規則第28条第４項の規定に基づき公示する。

　　令和８年９月25日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県公安委員会　　

氏名又は名称 代表者氏名 施設名称 住所又は所在地 施設の所在地

福岡国際空港株
式会社

代表取締役
田川　真司

福岡空港国内
線旅客ターミ

ナルビル

福岡市博多区大字下
臼井 782 －１

福岡市博多区大字
下臼井 778 －１

福岡国際空港株
式会社

代表取締役
田川　真司

福岡空港国際
線旅客ターミ

ナルビル

福岡市博多区大字下
臼井 782 －１

福岡市博多区大字
青木 739

　公告

　地方独立行政法人法（平成15年法律第118号）第34条第３項の規定に基づき、公立大

学法人九州歯科大学令和７年度財務諸表について、次のとおり公告します。

　　令和８年９月25日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公立大学法人九州歯科大学　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事長　粟野　秀慈　　

１　落札に係る契約事項の名称

　　液体クロマトグラフ質量分析計の賃貸借

２　契約に関する事務を担当する部局の名称及び所在地

　⑴　部局の名称

　　　福岡県保健環境研究所

　⑵　所在地

　　　太宰府市大字向佐野39

３　落札者を決定した日

　　令和８年８月19日

４　落札者の氏名及び住所

　⑴　氏名

　　　ＮＸ・ＴＣリース＆ファイナンス株式会社　福岡支店

　⑵　住所

　　　福岡市博多区下呉服町１番１号

５　落札金額（消費税及び地方消費税の額を含む。）

　　78,078,000円

６　契約の相手方を決定した手続き

　　一般競争入札

７　入札公告日

　　令和８年６月30日

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　令和８年９月25日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　福津市手光字池田1712番34、1712番40から1712番45まで及び1740番11並びに光陽台

四丁目21番17及び21番25
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Ⅰ
　

固
定

資
産

１
有

形
固

定
資

産

土
地

2
,0

3
1
,4

1
7

建
物

1
8
,4

3
1
,9

3
0

減
価

償
却

累
計

額
△

 9
,2

8
5
,0

7
7

減
損

損
失

累
計

額
△

 1
8
,1

8
4

9
,1

2
8
,6

6
8

構
築

物
4
1
4
,9

0
6

減
価

償
却

累
計

額
△

 2
1
1
,7

3
6

2
0
3
,1

7
0

工
具

器
具

備
品

1
,3

8
2
,1

2
6

減
価

償
却

累
計

額
△

 1
,0

4
2
,4

6
2

3
3
9
,6

6
4

医
療

用
工

具
器

具
備

品
8
7
1
,2

3
1

減
価

償
却

累
計

額
△

 7
6
5
,0

8
1

1
0
6
,1

5
0

リ
ー

ス
資

産
8
5
5
,1

5
3

減
価

償
却

累
計

額
△

 4
2
4
,3

5
4

4
3
0
,7

9
8

図
書

2
0
5
,6

2
8

美
術

品
2
2
,7

6
1

車
両

運
搬

具
6
,1

5
4

減
価

償
却

累
計

額
△

 1
7
0

5
,9

8
3

建
設

仮
勘

定
2
,4

9
7

有
形

固
定

資
産

合
計

1
2
,4

7
6
,7

4
1

２
無

形
固

定
資

産

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

1
8
,4

6
1

リ
－

ス
資

産
1
6
5
,1

8
0

電
話

加
入

権
7
5

無
形

固
定

資
産

合
計

1
8
3
,7

1
6

固
定

資
産

合
計

1
2
,6

6
0
,4

5
7

Ⅱ
　

流
動

資
産

現
金

及
び

預
金

4
6
8
,6

7
9

未
収

学
生

納
付

金
収

入
2
6
7

未
収

附
属

病
院

収
入

1
5
7
,4

8
4

徴
収

不
能
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当

金
△
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3
4

1
5
7
,5

1
8
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の

他
未

収
入
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7
8
,5

0
3
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卸

資
産

1
,2

1
4
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薬

品
及

び
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療
材

料
1
4
,1

4
4

前
払
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用

1
3
,1

7
5

流
動

資
産

合
計

7
3
3
,2

3
6

資
産

合
計

1
3
,3

9
3
,6

9
4

貸
 借

 対
 照

 表
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和

8
年

3
月

3
1
日

)

資
産

の
部
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Ⅰ
　

固
定

負
債

長
期

繰
延

補
助

金
等

（
注

）
8
3
0
,5

3
4

長
期

未
払

金
1
9
,1

1
0

長
期

リ
ー

ス
債

務
5
0
2
,1

4
9

固
定

負
債

合
計

1
,3

5
1
,7

9
4

Ⅱ
　

流
動

負
債

運
営

費
交

付
金

債
務

（
注

）
5
0
,1

9
1

寄
附

金
債

務
（
注

）
7
4
,9

9
4

前
受

受
託

研
究

費
（
注

）
3
,9

6
8

前
受

共
同

研
究

費
（
注

）
6
,9

6
2

前
受

受
託

事
業

費
（
注

）
2
,0

6
2

前
受

金
4
,6

5
3

科
学

研
究

費
助

成
事

業
等

預
り

金
3
8
,8

3
3

預
り

金
3
0
,5

6
2

未
払

金
3
0
7
,8

4
4

未
払

消
費

税
等

5
,4

0
6

リ
ー

ス
債

務
1
1
6
,1

4
7

流
動

負
債

合
計

6
4
1
,6

2
7

負
債

合
計

1
,9

9
3
,4

2
1

Ⅰ
資

本
金

地
方

公
共

団
体

出
資

金
1
9
,6

7
9
,2

0
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資
本

金
合

計
1
9
,6

7
9
,2

0
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Ⅱ
資

本
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余
金
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本
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8
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0
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償
却

相
当

累
計

額
（
△

）
（
注

）
△

 9
,1

3
6
,5

5
2

減
損

損
失

相
当

累
計

額
（
△

）
（
注

）
△

 1
8
,1

8
4

除
売

却
差

額
相

当
累

計
額

（
△

）
（
注

）
△

 1
1
,4

6
0

資
本

剰
余

金
合

計
△

 8
,6

7
7
,6

1
6

Ⅲ
利

益
剰

余
金

前
中

期
目

標
期

間
繰

越
積

立
金

（
注

）
4
6
0
,6

6
1

当
期

未
処

理
損

失
△
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1
,9

8
2

（
う

ち
当

期
総

損
失

）
( 

△
 6

1
,9

8
2

)
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剰
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合

計
3
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8
,6
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9
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資
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1
1
,4

0
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,2
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債
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3
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3
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、
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に
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う
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で
す

。
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債

の
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純
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の
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業
務

費

教
育

経
費

1
8
9
,4

3
6

研
究

経
費

1
6
4
,4

5
8

診
療

経
費

8
6
1
,3

3
0

教
育

研
究

支
援

経
費

4
1
,4

1
6

受
託

研
究

費
2
,5

0
7

共
同

研
究

費
9
,0

3
3

受
託

事
業

費
3
1
6

役
員

人
件

費
4
1
,2

8
2

教
員

人
件

費
1
,1

2
0
,7

1
2

職
員

人
件

費
9
1
1
,2

3
2

3
,3

4
1
,7

2
7

一
般

管
理

費
5
3
6
,1

2
6

財
務

費
用

支
払

利
息

1
0
,8

3
6

1
0
,8

3
6

雑
損

9
8
6

経
常

費
用

合
計

3
,8

8
9
,6

7
6

運
営

費
交

付
金

収
益

（
注

）
1
,7

8
9
,8

3
5

授
業

料
収

益
（
注

）
4
0
9
,4

8
5

入
学

金
収

益
（
注

）
6
4
,8

6
6

検
定

料
収

益
1
0
,7

1
7

附
属

病
院

収
益

1
,2

6
7
,5

7
2

受
託

研
究

収
益

（
注

）
3
,8

5
7

共
同

研
究

収
益

（
注

）
9
,7

6
7

受
託

事
業

等
収

益
（
注

）
3
1
6

補
助

金
等

収
益

（
注

）
1
7
7
,6

9
5

寄
附

金
収

益
（
注

）
4
0
,2

0
3

財
務

収
益

受
取

利
息

8
9
0

そ
の

他
の

財
務

収
益

9
5

9
8
5

雑
益 財

産
貸

付
料

収
益

5
,2

2
1

手
数

料
収

益
1
,2

4
2

研
究

関
連

収
入

2
9
,7

3
6

そ
の

他
の

雑
益

1
4
,7

8
9

5
0
,9

9
0

経
常

収
益

合
計

3
,8

2
6
,2

9
1

経
常

損
失

6
3
,3

8
5

臨
時

損
失

固
定

資
産

除
却

損
0

0

損
 益

 計
 算

 書

（
令

和
7
年

4
月

1
日

～
令

和
8
年

3
月

3
1
日

）

経
常

費
用

経
常

収
益
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金
曜
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臨
時

利
益

そ
の

他
の

臨
時

利
益

1
,4

0
2

1
,4

0
2

当
期

純
損

失
6
1
,9

8
2

当
期

総
損

失
6
1
,9

8
2

（
注

）
こ

れ
ら

は
、

地
方

独
立

行
政

法
人

固
有

の
会

計
処

理
に

伴
う

勘
定

科
目

で
す

。

（
単

位
：
千

円
）

資
本

剰
余

金
を

減
額

し
た

コ
ス

ト
等

に
関

す
る

注
記

△
 6

1
,9

8
2

減
価

償
却

相
当

額
△

 5
2
4
,1

5
8

賞
与

引
当

増
加

相
当

額
△

 4
4
7

退
職

給
付

引
当

増
加

相
当

額
（
注

）
△

 7
0
,5

1
2

小
計

△
 5

9
5
,1

1
8

　
　

　
資

本
剰

余
金

を
減

額
し

た
コ

ス
ト

等
を

含
め

た
損

益
相

当
額

△
 6

5
7
,1

0
0

（
注

1
）
賞

与
引

当
増

加
相

当
額

の
中

に
は

、
福

岡
県

か
ら

の
派

遣
職

員
に

係
る

も
の

が
△

3
0
千

円
含

ま
れ

て
お

り
ま

す
。

（
注

2
）
退

職
給

付
引

当
増

加
相

当
額

の
中

に
は

、
福

岡
県

か
ら

の
派

遣
職

員
に

係
る

も
の

が
△

2
3
,5

5
5
千

円
含

ま
れ

て
お

り
ま

す
。

科
学

研
究

費
助

成
事

業
等

に
関

す
る

注
記

当
期

受
入

額
9
8
,2

7
6

当
期

支
出

額
9
6
,0

2
7

当
期

総
損

失
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（単位：千円）

うち当期総利益
(又は当期総損失)

当期首残高 19,679,209 19,679,209 488,580 △ 8,612,393 △ 18,184 △ 11,460 △ 8,153,457 554,467 △ 93,805
－

460,661 11,986,413

当期変動額

　Ⅰ　資本金の当期変動額

　Ⅱ　資本剰余金の当期変動額

　　　　　減価償却
－ － －

△ 524,158
－ －

△ 524,158
－ － － －

△ 524,158

　Ⅲ　利益剰余金の当期変動額

　（１）　利益の処分又は損失の処理

　　　　　前中期目標期間からの繰越し
－ － － － － － －

△ 93,805 93,805
－ － －

　（２）　その他

　　　　　当期純損失
－ － － － － － － －

△ 61,982 △ 61,982 △ 61,982 △ 61,982

当期変動額合計
－ － －

△ 524,158
－ －

△ 524,158 △ 93,805 31,823 △ 61,982 △ 61,982 △ 586,140

当期末残高 19,679,209 19,679,209 488,580 △ 9,136,552 △ 18,184 △ 11,460 △ 8,677,616 460,661 △ 61,982 △ 61,982 398,679 11,400,272

減価償却
相当累計額（△）

　純　資　産　変　動　計　算　書

 （令和 7 年 4 月１日～令和 8 年 3 月31日）

Ⅰ　資本金 Ⅱ　資本剰余金

純資産
合計資本剰余金合計

利益剰余金
合計

Ⅲ　利益剰余金

減損損失
相当累計額（△）

設立団体
出資金

資本金
合計

資本剰余金
除売却差額相当

累計額（△）
前中期目標期間

繰越積立金
当期未処分利益
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月
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金
曜
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第
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号

（
 単

位
：
千

円
 )

Ⅰ
業

務
活

動
に

よ
る

キ
ャ

ッ
シ

ュ
・
フ

ロ
ー

　
　

原
材

料
、

商
品

又
は

サ
ー

ビ
ス

の
購

入
に

よ
る

支
出

△
 1

,0
5
8
,3

2
7

　
　

人
件

費
支

出
△

 2
,1

4
9
,1

4
5

　
　

そ
の

他
の

業
務

支
出

△
 3

5
2
,6

0
8

　
　

運
営

費
交

付
金

収
入

1
,8

2
7
,4

8
9

　
　

授
業

料
収

入
3
3
0
,4

7
9

　
　

入
学

金
収

入
6
4
,8

6
6

　
　

検
定

料
収

入
1
0
,7

1
7

　
　

附
属

病
院

収
入

1
,2

7
0
,4

1
5

　
　

受
託

研
究

収
入

6
,8

5
0

　
　

共
同

研
究

収
入

1
1
,3

0
5

　
　

受
託

事
業

等
収

入
2
,3

7
9

　
　

補
助

金
等

収
入

3
0
2
,8

5
6

　
　

寄
附

金
収

入
2
0
,4

8
9

　
　

そ
の

他
の

収
入

5
1
,1

8
5

　
　

科
学

研
究

費
助

成
事

業
等

預
り

金
の

純
増

減
額

1
1
,4

9
4

　
　

　
　

小
計

3
5
0
,4

4
4

業
務

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

3
5
0
,4

4
4

Ⅱ
投

資
活

動
に

よ
る

キ
ャ

ッ
シ

ュ
・
フ

ロ
ー

　
　

有
形

固
定

資
産

の
取

得
に

よ
る

支
出

△
 1

9
4
,1

3
7

　
　

無
形

固
定

資
産

の
取

得
に

よ
る

支
出

△
 2

,4
7
8

　
　

　
　

小
計

△
 1

9
6
,6

1
5

　
　

利
息

及
び

配
当

金
の

受
取

額
8
9
0

投
資

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

△
 1

9
5
,7

2
5

Ⅲ
財

務
活

動
に

よ
る

キ
ャ

ッ
シ

ュ
・
フ

ロ
ー

　
　

リ
ー

ス
債

務
の

返
済

に
よ

る
支

出
△

 1
0
8
,8

3
0

　
　

　
　

小
計

△
 1

0
8
,8

3
0

　
　

利
息

の
支

払
額

△
 1

0
,8

3
6

財
務

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

△
 1

1
9
,6

6
7

Ⅳ
資

金
増

加
額

3
5
,0

5
1

Ⅴ
資

金
期

首
残

高
4
3
3
,6

2
7

Ⅵ
資

金
期

末
残

高
4
6
8
,6

7
9

キ
ャ

ッ
シ

ュ
・
フ

ロ
ー

計
算

書

（
令

和
７

年
４

月
１

日
～

令
和

８
年

３
月

3
1
日

）
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金
曜

日
第

73
0 

号

（
単
位
：
円
）

Ⅰ
当
期
未
処
理
損
失

6
1
,9
8
2
,2
7
9

当
期
総
損
失

6
1
,9
8
2
,2
7
9

Ⅱ
損
失
処
理
額

前
中
期
目
標
期
間
繰
越
積
立
金
取
崩
額

6
1
,9
8
2
,2
7
9

6
1
,9
8
2
,2
7
9

Ⅲ
次
期
繰
越
欠
損
金

－

損
失
の
処
理
に
関
す
る
書
類
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注
記

事
項

 
 
 
 
 

 

 Ⅰ
 
重
要
な
会
計
方
針

 

 
 
 
当
該
事
業
年
度
よ
り
改
訂
後
の
「
地
方
独
立
行
政
法
人
会
計
基
準
及
び
地
方
独
立
行
政
法
人
会
計
基
準
注
解
」
（
令

和
８
年
３
月

3
1
日
 
総
務
省
告
示
第

1
3
2
号
改
訂
）
及
び
「
「
地
方
独
立
行
政
法
人
会
計
基
準
及
び
地
方
独
立
行
政
法
人

会
計
基
準
注
解
」
に
関
す
る
Ｑ
＆
Ａ
」
（
令
和
８
年
４
月
改
訂

 
総
務
省
自
治
行
政
局

 
総
務
省
自
治
財
政
局

 
日
本

公
認
会
計
士
協
会
）
」
を
適
用
し
て
、
財
務
諸
表
を
作
成
し
て
お
り
ま
す
。

 

 １
 
運
営
費
交
付
金
収
益
及
び
授
業
料
収
益
の
計
上
基
準

 

 
 
 
原
則
と
し
て
、
期
間
進
行
基
準
を
採
用
し
て
お
り
ま
す
。

 

な
お
、
退
職
一
時
金
、
個
人
業
績
評
価
加
算
及
び
特
別
交
付
金
の
う
ち
特
別
経
費
に
つ
い
て
は
、
費
用
進
行
基
準
を

採
用
し
て
お
り
ま
す
。

 

 

２
 
減
価
償
却
の
会
計
処
理
方
法

 

（
１
）
有
形
固
定
資
産

 

定
額
法
を
採
用
し
て
お
り
ま
す
。

 

耐
用
年
数
に
つ
い
て
は
、
法
人
税
法
上
の
耐
用
年
数
を
基
準
と
し
て
お
り
ま
す
。
主
な
資
産
の
耐
用
年
数
は
、
以

 

下
の
と
お
り
で
あ
り
ま
す
。

 

建
物
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
8
～
4
7
年
 

構
築
物
 

 
 
 

 
 

 
 
1
0
～
6
0
年
 

工
具
器
具
備
品

 
 
 

 
 
2
～
1
5
年
 

 
医
療
用
工
具
器
具
備
品

 
 

3
～
1
0
年
 

 
車
両
運
搬
具

 
 
 
 

 
 

2
～
 
6
年
 

所
有
権
移
転
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
・
リ
ー
ス
取
引
に
係
る
リ
ー
ス
資
産
に
つ
い
て
は
、
自
己
所
有
の
固
定
資
産
に
適
用

 

す
る
減
価
償
却
方
法
と
同
一
の
方
法
を
採
用
し
て
お
り
ま
す
。

 

な
お
、
受
託
研
究
等
収
入
に
よ
り
購
入
し
た
償
却
資
産
に
つ
い
て
は
、
令
和
４
年
度
以
前
の
購
入
分
は
当
該
受
託

研
究
等
期
間
を
耐
用
年
数
と
し
て
お
り
ま
す
。
令
和
５
年
度
以
降
の
購
入
分
は
当
該
資
産
が
当
該
研
究
の
終
了
後
に

他
の
目
的
に
使
用
す
る
こ
と
が
困
難
な
場
合
に
は
、
当
該
受
託
研
究
期
間
を
耐
用
年
数
と
し
、
一
方
、
当
該
資
産
を

当
該
研
究
の
終
了
後
も
使
用
す
る
予
定
で
あ
る
場
合
は
、
上
記
、
法
人
税
法
上
の
耐
用
年
数
を
基
準
と
し
て
お
り
ま

す
。

 

ま
た
、
特
定
の
償
却
資
産
（
地
方
独
立
行
政
法
人
会
計
基
準
第

8
7
）
の
減
価
償
却
相
当
額
に
つ
い
て
は
、
減
価
償

 

却
相
当
累
計
額
と
し
て
資
本
剰
余
金
か
ら
控
除
し
て
表
示
し
て
お
り
ま
す
。

 

 

（
２
）
無
形
固
定
資
産

 

定
額
法
を
採
用
し
て
お
り
ま
す
。

 

な
お
、
法
人
内
利
用
の
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
に
つ
い
て
は
、
法
人
内
に
お
け
る
利
用
可
能
期
間
（

5
年
）
に
基
づ
い
て

 

お
り
ま
す
。

 

 

３
 
引
当
金
の
計
上
基
準

 

（
１
）
徴
収
不
能
引
当
金
及
び
貸
倒
引
当
金
の
計
上
基
準

 

債
権
の
回
収
不
能
に
よ
る
損
失
に
備
え
る
た
め
、
一
般
債
権
に
つ
い
て
は
貸
倒
実
績
率
に
よ
り
、
貸
倒
懸
念
債
権

 

等
特
定
の
債
権
に
つ
い
て
は
個
別
に
債
権
の
回
収
可
能
性
を
検
討
し
、
回
収
不
能
見
込
額
を
計
上
し
て
お
り
ま
す
。
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（
２
）
賞
与
引
当
金
及
び
見
積
額
の
計
上
基
準

 

役
員
及
び
教
職
員
に
対
し
て
支
給
す
る
賞
与
に
つ
い
て
は
、
翌
期
以
降
の
運
営
費
交
付
金
に
よ
り
財
源
措
置
が
な

 

さ
れ
る
た
め
、
賞
与
引
当
金
は
計
上
し
て
お
り
ま
せ
ん
。

 

な
お
、
資
本
剰
余
金
を
減
額
し
た
コ
ス
ト
等
の
注
記
に
お
け
る
賞
与
引
当
増
加
相
当
額
は
、
当
期
末
の
賞
与
引
当

 

相
当
額
か
ら
前
期
末
の
同
相
当
額
を
控
除
し
た
額
を
計
上
し
て
お
り
ま
す
。

 

 （
３
）
退
職
給
付
に
係
る
引
当
金
及
び
見
積
額
の
計
上
基
準

 

退
職
一
時
金
に
つ
い
て
は
、
運
営
費
交
付
金
に
よ
り
財
源
措
置
が
な
さ
れ
る
た
め
、
退
職
給
付
に
係
る
引
当
金
を

 

 
 
 
  

 
計
上
し
て
お
り
ま
せ
ん
。

 

な
お
、
資
本
剰
余
金
を
減
額
し
た
コ
ス
ト
等
の
注
記
に
お
け
る
退
職
給
付
引
当
増
加
相
当
額
は
、
地
方
独
立
行
政

法
人
会
計
基
準
第
９
０
に
基
づ
き
計
算
さ
れ
た
退
職
一
時
金
に
係
る
退
職
給
付
引
当
金
の
当
期
増
加
額
を
計
上
し
て

お
り
ま
す
。

 

 

４
 
収
益
及
び
費
用
の
計
上
基
準

 

 
 
附
属
病
院
の
診
療
に
係
る
収
益

 

 
 
附
属
病
院
の
診
療
に
係
る
収
益
は
、
主
に
健
康
保
険
組
合
等
の
保
険
者
又
は
患
者
か
ら
支
出
さ
れ
た
医
療
費
（
診
療

 

費
）
で
あ
り
、
当
法
人
は
患
者
に
対
し
て
診
療
行
為
の
サ
ー
ビ
ス
等
を
引
き
渡
す
義
務
を
負
っ
て
お
り
ま
す
。
当
該
履

 

行
義
務
は
、
診
療
行
為
等
の
サ
ー
ビ
ス
等
を
実
施
し
た
一
時
点
に
お
い
て
充
足
さ
れ
る
と
判
断
し
、
収
益
を
認
識
し
て

 

お
り
ま
す
。

 

 ５
 
棚
卸
資
産
の
評
価
基
準
及
び
評
価
方
法

 

（
１
）
棚
卸
資
産
（
貯
蔵
品
）

 
 
評
価
基
準
：
低
価
法

 
 
評
価
方
法
：
最
終
仕
入
原
価
法

 

 （
２
）
医
薬
品
及
び
診
療
材
料

 
 
 
評
価
基
準
：
低
価
法

 
 
評
価
方
法
：
最
終
仕
入
原
価
法

 

 

６
 
リ
ー
ス
取
引
の
会
計
処
理

 

リ
ー
ス
料
総
額
が

3
,
0
0
0
千
円
以
上
の
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
・
リ
ー
ス
取
引
に
つ
い
て
は
、
通
常
の
売
買
取
引
に
係
る
方
法

に
準
じ
た
会
計
処
理
に
よ
っ
て
お
り
ま
す
。

 

 

７
 
消
費
税
等
の
会
計
処
理

 

消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
会
計
処
理
方
法
は
、
税
込
方
式
に
よ
っ
て
お
り
ま
す
。

 

 Ⅱ
 
貸
借
対
照
表
関
係

 

１
 
賞
与
引
当
金
の
見
積
額

 

 
 
運
営
費
交
付
金
か
ら
充
当
さ
れ
る
べ
き
賞
与
引
当
金
の
見
積
額
は
、
1
1
7
,
6
1
9
千
円
で
す
。
 

 

２
 
退
職
給
付
引
当
金
の
見
積
額

 

 
運
営
費
交
付
金
か
ら
充
当
さ
れ
る
べ
き
退
職
給
付
引
当
金
の
見
積
額
は
、
8
5
1
,
5
26
千
円
で
す
。

 

 

Ⅲ
 
損
益
計
算
書
関
係

 

 
 
 
該
当
事
項
は
あ
り
ま
せ
ん
。
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 Ⅳ
 
公
立
大
学
法
人
の
業
務
運
営
に
関
す
る
住
民
等
の
負
担
に
帰
せ
ら
れ
る
コ
ス
ト
の
注
記
関
係

 

１
 
業
務
費
用

 

（
１
）
損
益
計
算
書
上
の
費
用

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 
 
3
,
8
8
9
,6
7
6
千
円
 

（
２
）
（
控
除
）
自
己
収
入
等

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
△
1
,
8
10
,
78
4
千
円
 

 
 
 
業
務
費
用
合
計

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
2
,
0
7
8,
8
92
千
円
 

２
 
資
本
剰
余
金
を
減
額
し
た
コ
ス
ト
等

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 
 
5
95
,
11
8
千
円
 

３
 
機
会
費
用

 

 
 
 
 
国
又
は
地
方
公
共
団
体
の
無
償
又
は
減
額
さ
れ
た

 

使
用
料
に
よ
る
機
会
費
用

 
 
 
 
 
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
  
 
 
  
 
  

 
 
-
千
円
 

 
 
 
 
地
方
公
共
団
体
出
資
等
の
機
会
費
用

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
2
5
7
,
1
6
6
千
円
 

 
 
 
 
無
利
子
又
は
通
常
よ
り
も
有
利
な
条
件
に
よ
る

 

融
資
取
引
の
機
会
費
用

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 
 

 
 
-
千
円

 
 
 

2
5
7
,
16
6
千
円
 

４
 
公
立
大
学
法
人
の
業
務
運
営
に
関
し
て
住
民
等
の
負
担
に
帰
せ
ら
れ
る
コ
ス
ト

 
 
 
 
 
  

 
2
,
9
3
1
,1
7
6
千
円
 

 

公
立
大
学
法
人
の
業
務
運
営
に
関
し
て
住
民
等
の
負
担
に
帰
せ
ら
れ
る
コ
ス
ト
の
注
記
に
お
け
る
機
会
費
用
の
計
上
方
法

 

（
１
）

 地
方
公
共
団
体
出
資
等
の
機
会
費
用
の
計
算
に
使
用
し
た
利
率

 

１
０
年
利
付
国
債
の
令
和
８
年
３
月
末
利
回
り
を
参
考
に

2
.
3
4
5
％
で
計
算
し
て
い
ま
す
。

 

 Ⅴ
 
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
計
算
書
関
係

 

１
 
資
金
の
期
末
残
高
の
貸
借
対
照
表
科
目
別
の
内
訳

 

現
金
及
び
預
金

 
 
 
 

 
 

 
 
 
 

 
 
 

4
6
8
,
6
7
9
千
円

 

 
２
 
重
要
な
非
資
金
取
引
の
内
容

 

 
 
 
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
・
リ
ー
ス
に
よ
る
資
産
の
取
得

 
1
0
0
,
6
0
6
千
円

 

 

Ⅵ
 
金
融
商
品
に
関
す
る
事
項

 

 
 
１
 
金
融
商
品
の
状
況
に
関
す
る
事
項

 

 
 
 
当
法
人
は
、
資
金
運
用
に
つ
い
て
は
預
金
に
限
定
し
実
施
し
て
お
り
ま
す
。

 

 
 
 
資
金
運
用
に
あ
た
っ
て
は
当
法
人
が
適
用
す
る
地
方
独
立
行
政
法
人
法
第
4
3
条
の
規
定
に
基
づ
き
実
施
し
て
お
り
、

公
債
・
社
債
及
び
株
式
等
は
保
有
し
て
お
り
ま
せ
ん
。

 

 

２
 
金
融
商
品
の
時
価
等
に
関
す
る
事
項

 

 
現
金
は
注
記
を
省
略
し
て
お
り
、
預
金
、
未
収
金
及
び
未
払
金
は
短
期
間
で
決
済
さ
れ
る
た
め
時
価
が
帳
簿
価
額
に

近
似
す
る
こ
と
か
ら
、
注
記
を
省
略
し
て
お
り
ま
す
。

 

 

Ⅶ
 
減
損
会
計
関
係

 

該
当
事
項
は
あ
り
ま
せ
ん
。

 

 

Ⅷ
 
賃
貸
等
不
動
産
の
時
価
等
に
関
す
る
事
項

 

賃
貸
等
不
動
産
の
総
額
に
重
要
性
が
乏
し
い
た
め
、
注
記
を
省
略
し
て
お
り
ま
す
。

 

 

Ⅸ
 
資
産
除
去
債
務

 

該
当
事
項
は
あ
り
ま
せ
ん
。
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 Ⅹ
 
重
要
な
債
務
負
担
行
為

 

 
 
該
当
事
項
は
あ
り
ま
せ
ん
。

 

 Ⅺ
 
重
要
な
後
発
事
象

 

 
 
該
当
事
項
は
あ
り
ま
せ
ん
。
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（
単

位
：
千

円
）

当
　

  
期

償
 却

 額
当

  
  

期
減

損
損

失

当
  

  
期

減
損

損
失

相
当

額

建
物

1
7
,7

3
4
,9

1
6

-
-

1
7
,7

3
4
,9

1
6

9
,1

0
2
,3

7
8

5
2
3
,5

5
9

1
8
,1

8
4

-
-

8
,6

1
4
,3

5
3

有
形

固
定

資
産

構
築

物
6
,9

6
1

-
-

6
,9

6
1

5
,4

6
0

3
2
6

-
-

-
1
,5

0
0

（
特

定
償

却
資

産
）

工
具

器
具

備
品

2
1
,9

5
9

-
-

2
1
,9

5
9

2
1
,5

0
8

2
7
2

-
-

-
4
5
0

計
1
7
,7

6
3
,8

3
6

-
-

1
7
,7

6
3
,8

3
6

9
,1

2
9
,3

4
7

5
2
4
,1

5
8

1
8
,1

8
4

-
-

8
,6

1
6
,3

0
4

 
建

物
5
9
0
,1

4
3

1
0
6
,8

7
0

-
6
9
7
,0

1
4

1
8
2
,6

9
8

4
8
,6

0
2

-
-

-
5
1
4
,3

1
5

構
築

物
4
0
3
,5

4
5

4
,4

0
0

-
4
0
7
,9

4
5

2
0
6
,2

7
6

9
,8

9
6

-
-

-
2
0
1
,6

6
9

有
形

固
定

資
産

工
具

器
具

備
品

1
,3

4
8
,9

7
9

1
4
,6

7
6

3
,4

8
9

1
,3

6
0
,1

6
7

1
,0

2
0
,9

5
4

8
2
,3

8
7

-
-

-
3
3
9
,2

1
3

（
特

定
償

却
資

産
以

外
）

医
療

用
工

具
器

具
備

品
8
2
6
,8

7
1

4
4
,3

6
0

-
8
7
1
,2

3
1

7
6
5
,0

8
1

2
5
,2

1
3

-
-

-
1
0
6
,1

5
0

リ
ー

ス
資

産
7
9
7
,9

0
8

5
7
,2

4
5

-
8
5
5
,1

5
3

4
2
4
,3

5
4

7
8
,1

9
1

-
-

-
4
3
0
,7

9
8

図
書

2
0
4
,0

6
5

1
,5

7
5

1
2

2
0
5
,6

2
8

-
-

-
-

-
2
0
5
,6

2
8

車
両

運
搬

具
-

6
,1

5
4

-
6
,1

5
4

1
7
0

1
7
0

-
-

-
5
,9

8
3

計
4
,1

7
1
,5

1
4

2
3
5
,2

8
1

3
,5

0
1

4
,4

0
3
,2

9
5

2
,5

9
9
,5

3
5

2
4
4
,4

6
1

-
-

-
1
,8

0
3
,7

6
0

土
地

2
,0

3
1
,4

1
7

-
-

2
,0

3
1
,4

1
7

-
-

-
-

-
2
,0

3
1
,4

1
7

美
術

品
2
2
,7

6
1

-
-

2
2
,7

6
1

-
-

-
-

-
2
2
,7

6
1

非
償

却
有

形
固

定
資

産
建

設
仮

勘
定

3
,0

9
6

2
,4

9
7

3
,0

9
6

2
,4

9
7

-
-

-
-

-
2
,4

9
7

計
2
,0

5
7
,2

7
5

2
,4

9
7

3
,0

9
6

2
,0

5
6
,6

7
6

-
-

-
-

-
2
,0

5
6
,6

7
6

土
地

2
,0

3
1
,4

1
7

-
-

2
,0

3
1
,4

1
7

-
-

-
-

-
2
,0

3
1
,4

1
7

建
物

1
8
,3

2
5
,0

5
9

1
0
6
,8

7
0

-
1
8
,4

3
1
,9

3
0

9
,2

8
5
,0

7
7

5
7
2
,1

6
2

1
8
,1

8
4

-
-

9
,1

2
8
,6

6
8

注
1
）

構
築

物
4
1
0
,5

0
6

4
,4

0
0

-
4
1
4
,9

0
6

2
1
1
,7

3
6

1
0
,2

2
3

-
-

-
2
0
3
,1

7
0

注
2
）

工
具

器
具

備
品

1
,3

7
0
,9

3
9

1
4
,6

7
6

3
,4

8
9

1
,3

8
2
,1

2
6

1
,0

4
2
,4

6
2

8
2
,6

5
9

-
-

-
3
3
9
,6

6
4

注
3
）

医
療

用
工

具
器

具
備

品
8
2
6
,8

7
1

4
4
,3

6
0

-
8
7
1
,2

3
1

7
6
5
,0

8
1

2
5
,2

1
3

-
-

-
1
0
6
,1

5
0

注
4
）

リ
ー

ス
資

産
7
9
7
,9

0
8

5
7
,2

4
5

-
8
5
5
,1

5
3

4
2
4
,3

5
4

7
8
,1

9
1

-
-

-
4
3
0
,7

9
8

注
5
）

図
書

2
0
4
,0

6
5

1
,5

7
5

1
2

2
0
5
,6

2
8

-
-

-
-

-
2
0
5
,6

2
8

注
6
）

美
術

品
2
2
,7

6
1

-
-

2
2
,7

6
1

-
-

-
-

-
2
2
,7

6
1

車
両

運
搬

具
-

6
,1

5
4

-
6
,1

5
4

1
7
0

1
7
0

-
-

-
5
,9

8
3

建
設

仮
勘

定
3
,0

9
6

2
,4

9
7

3
,0

9
6

2
,4

9
7

-
-

-
-

-
2
,4

9
7

計
2
3
,9

9
2
,6

2
6

2
3
7
,7

7
8

6
,5

9
7

2
4
,2

2
3
,8

0
8

1
1
,7

2
8
,8

8
2

7
6
8
,6

2
0

1
8
,1

8
4

-
-

1
2
,4

7
6
,7

4
1

無
形

固
定

資
産

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

7
,2

0
5

-
-

7
,2

0
5

7
,2

0
5

-
-

-
-

-

（
特

定
償

却
資

産
）

計
7
,2

0
5

-
-

7
,2

0
5

7
,2

0
5

-
-

-
-

-

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

8
3
,4

0
3

3
,1

0
5

-
8
6
,5

0
9

6
8
,0

4
7

6
,0

3
8

-
-

-
1
8
,4

6
1

リ
－

ス
資

産
2
7
2
,3

8
5

4
3
,3

6
1

-
3
1
5
,7

4
6

1
5
0
,5

6
6

4
4
,6

9
5

-
-

-
1
6
5
,1

8
0

計
3
5
5
,7

8
9

4
6
,4

6
6

-
4
0
2
,2

5
5

2
1
8
,6

1
3

5
0
,7

3
3

-
-

-
1
8
3
,6

4
1

電
話

加
入

権
7
5

-
-

7
5

-
-

-
-

-
7
5

計
7
5

-
-

7
5

-
-

-
-

-
7
5

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

9
0
,6

0
8

3
,1

0
5

-
9
3
,7

1
4

7
5
,2

5
2

6
,0

3
8

-
-

-
1
8
,4

6
1

注
7
）

リ
－

ス
資

産
2
7
2
,3

8
5

4
3
,3

6
1

-
3
1
5
,7

4
6

1
5
0
,5

6
6

4
4
,6

9
5

-
-

-
1
6
5
,1

8
0

注
8
）

電
話

加
入

権
7
5

-
-

7
5

-
-

-
-

-
7
5

計
3
6
3
,0

6
9

4
6
,4

6
6

-
4
0
9
,5

3
5

2
2
5
,8

1
9

5
0
,7

3
3

-
-

-
1
8
3
,7

1
6

　
注

1
）
　

建
物

の
当

期
増

加
額

は
、

体
育

館
内

壁
、

床
、

内
部

建
具

改
修

工
事

管
理

業
務

4
2
,4

3
2
千

円
、

病
院

棟
エ

ス
カ

レ
ー

タ
ー

改
修

工
事

4
1
,8

0
0
千

円
、

学
部

棟
直

流
電

源
装

置
用

蓄
電

池
更

新
工

事

　
　

　
　

　
1
1
,4

1
8
千

円
及

び
病

院
棟

照
明

制
御

シ
ス

テ
ム

改
修

工
事

1
1
,2

2
0
千

円
に

よ
る

も
の

で
す

。

　
注

2
）
　

構
築

物
の

増
加

額
は

主
に

、
清

水
キ

ャ
ン

パ
ス

車
道

舗
装

補
修

2
,4

2
0
千

円
及

び
清

水
キ

ャ
ン

パ
ス

グ
ラ

ウ
ン

ド
防

球
ネ

ッ
ト

設
置

1
,9

8
0
千

円
に

よ
る

も
の

で
す

。

　
注

3
）
　

工
具

器
具

備
品

の
当

期
増

加
額

は
、

講
堂

棟
設

備
時

計
更

新
工

事
1
,7

0
5
千

円
、

本
館

エ
ン

ト
ラ

ン
ス

ホ
ー

ル
　

別
製

カ
ウ

ン
タ

ー
机

（
W

7
0
2
0
）
・
椅

子
等

一
式

1
,2

2
8
千

円
、

M
ac

 S
tu

d
io

、

　
　

　
　

　
1
4
ｲ
ﾝ
ﾁ
M

ac
B

o
o
k 

P
ro

 ｽ
ﾍ
ﾟｰ

ｽ
ﾌ
ﾞﾗ

ｯ
ｸ
1
,2

0
7
千

円
、

ビ
ー

ズ
式

細
胞

破
砕

装
置

1
,1

2
6
千

円
及

び
培

養
顕

微
鏡

 （
C

K
X
5
3
）
1
,0

5
3
千

円
に

よ
る

も
の

で
す

。

　
　

　
　

　
工

具
器

具
備

品
の

当
期

減
少

額
は

、
2
次

元
レ

ー
ザ

ー
血

流
計

0
Z
-
1
　

2
,4

9
9
千

円
及

び
フ

リ
ー

ザ
ー

9
9
0
千

円
に

よ
る

も
の

で
す

。

　
注

4
）
　

医
療

用
工

具
器

具
備

品
の

当
期

増
加

額
は

主
に

、
高

圧
蒸

気
滅

菌
装

置
V

S
S
R

Z
-
0
1
8
W

（
解

剖
棟

滅
菌

設
備

更
新

業
務

）
2
F
　

2
6
,9

5
0
千

円
、

電
動

式
手

術
台

　
一

式
（
ミ

ズ
ホ

製
）
3
,4

2
2
千

円
、

　
　

　
　

　
歯

科
用

ユ
ニ

ッ
ト

ス
ペ

ー
ス

ラ
イ

ン
S
T
-
B

M
 F

A
T
　

2
,9

9
2
千

円
、

歯
科

用
ユ

ニ
ッ

ト
ス

ペ
ー

ス
ラ

イ
ン

S
T
-
B

M
 P

D
W

　
2
,9

9
2
千

円
及

び
IS

3
8
0
0
ス

キ
ャ

ナ
　

ワ
イ

ヤ
レ

ス
モ

デ
ル

　
一

式

　
　

　
　

　
2
,0

9
0
千

円
に

よ
る

も
の

で
す

。

　
注

5
）
　

リ
ー

ス
資

産
（
有

形
固

定
資

産
）
の

当
期

増
加

額
は

、
コ

ン
ピ

ュ
ー

タ
ー

演
習

設
備

【
ハ

ー
ド

ウ
ェ

ア
】
3
7
,4

1
5
千

円
、

S
O

N
O

P
E
T
 I
Q

　
1
2
,2

9
3
千

円
、

K
7
エ

バ
リ

ュ
エ

ー
シ

ョ
ン

シ
ス

テ
ム

5
,0

4
9
千

円

　
　

　
　

　
及

び
学

生
カ

ル
テ

シ
ス

テ
ム

【
ハ

ー
ド

ウ
ェ

ア
】
2
,4

8
6
千

円
に

よ
る

も
の

で
す

。

　
注

6
）
　

図
書

の
当

期
増

加
額

は
主

に
、

購
入

8
7
6
千

円
、

現
物

寄
附

6
3
6
千

円
及

び
科

研
費

寄
附

5
0
千

円
に

よ
る

も
の

で
す

。

　
注

7
）
　

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

の
当

期
増

加
額

は
、

C
o
Y
ah

ge
e
 診

断
書

公
的

文
書

管
理

オ
プ

シ
ョ

ン
1
,2

6
8
千

円
、

学
教

務
シ

ス
テ

ム
機

能
改

修
業

務
（
準

リ
ア

ル
タ

イ
ム

出
欠

確
認

）
6
6
0
千

円
、

O
Z
－

１
　

　
　

　
　

　
シ

ス
テ

ム
1
0
　

6
2
7
千

円
及

び
電

子
カ

ル
テ

シ
ス

テ
ム

　
自

費
項

目
変

更
対

応
5
5
0
千

円
に

よ
る

も
の

で
す

。

　
注

8
）
　

リ
ー

ス
資

産
（
無

形
固

定
資

産
）
の

当
期

増
加

額
は

、
人

事
給

与
・
電

子
決

裁
シ

ス
テ

ム
2
0
,2

9
9
千

円
、

コ
ン

ピ
ュ

ー
タ

ー
演

習
設

備
【
ソ

フ
ト

ウ
ェ

ア
】
1
6
,0

4
4
千

円
及

び
学

生
カ

ル
テ

シ
ス

テ
ム

　
　

　
　

　
【
ソ

フ
ト

ウ
ェ

ア
】
7
,0

1
7
千

円
に

よ
る

も
の

で
す

。

当
期

増
減

額
の

要
因

は
以

下
の

と
お

り
で

す
。

無
形

固
定

資
産

合
計

無
形

固
定

資
産

(特
定

償
却

資
産

以
外

）

資
　

産
　

の
　

種
　

類
期

  
 首

残
  

 高
当

  
  
期

増
 加

 額

（
１

）
固

定
資

産
の

取
得

及
び

処
分

、
減

価
償

却
費

（
「
第

 8
7
 特

定
の

資
産

に
係

る
費

用
相

当
額

の
会

計
処

理
」
及

び
「
第

 9
2
 資

産
除

去
債

務
に

係
る

特
定

の
除

去
費

用
等

の
会

計
処

理
」
に

よ
る

減
価

償
却

相
当

額
も

含
む

。
）
並

び
に

減
損

損
失

の
明

細

有
形

固
定

資
産

合
計

非
償

却
無

形
固

定
資

産

差
  

  
引

当
 期

 末
残

  
  
高

摘 要
期

  
 末

残
  

 高
当

  
  
期

減
 少

 額

減
 価

 償
 却

 累
 計

 額
減

 損
 損

 失
 累

 計
 額
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和
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年
９

月
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日
　

金
曜

日
第

73
0 

号

(2
)　

棚
卸

資
産

の
明

細

  
  

注
）
当

期
減

少
額

の
そ

の
他

は
、

医
薬

品
及

び
診

療
材

料
の

低
価

法
適

用
に

伴
う

評
価

損
に

よ
る

も
の

で
す

。

(3
)　

有
価

証
券

の
明

細

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。

(4
)　

長
期

貸
付

金
の

明
細

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。

(5
)　

長
期

借
入

金
の

明
細

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。

(6
)　

公
立

大
学

法
人

債
の

明
細

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。

(7
)　

引
当

金
の

明
細

1
9
1

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

-
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

 
2
3
4

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

1
,2

3
6

1
4
,4

1
8

目
的

使
用

徴
収

不
能

引
当

金
5
9

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  

計
1
5
,6

5
5

当
期

減
少

額

1
8
9

-
2
1
1

2
4
3
,4

9
2

棚
卸

資
産

医
薬

品
及

び
診

療
材

料

期
末

残
高

2
3
4

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

（
単

位
：
千

円
）

　
計

区
　

　
　

分

2
4
3
,6

8
1

3
6
5

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

期
首

残
高

当
期

増
加

額

5
9

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
3
6
5

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

1
9
1

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

-
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

 

2
4
3
,1

7
4

5
9
1

1
4
,1

4
4

2
4
3
,3

8
5

--

（
単

位
：
千

円
）

期
末

残
高

摘
　

　
要

払
出

・
振

替

当
期

減
少

額 そ
の

他

-

注
）

5
9
1

そ
の

他

1
,2

1
4

1
5
,3

5
9

摘
　

　
要

種
　

　
類

期
首

残
高

当
期

増
加

額 そ
の

他
当

期
購

入
・

製
造

・
振

替



25
令

和
８

年
９

月
25

日
　

金
曜

日
第

73
0 

号

(8
)　
資
産
除
去
債
務
の
明
細

該
当
事
項
は
あ
り
ま
せ
ん
。

(
9
)
　

保
証

債
務

の
明

細

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。

(
1
0
)
　

資
本

剰
余

金
の

明
細

(
1
1
)
 
目

的
積

立
金

の
取

崩
し

の
明

細

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。

計
4
8
8
,5
8
0

－
－

4
8
8
,5
8
0

　
目
的
積
立
金

4
0
6
,3
0
9

－
－

4
0
6
,3
0
9

　
寄
附
金
等

2
2
,7
6
1

－

　
無
償
譲
与

5
9
,5
0
9

－
－

5
9
,5
0
9

－
2
2
,7
6
1

（
単
位
：
千
円
）

区
　
　
分

期
首
残
高

当
期
増
加
額

当
期
減
少
額

期
末
残
高

摘
　
　
要



26
令

和
８

年
９

月
25

日
　

金
曜

日
第

73
0 

号

(1
2
)　

運
営

費
交

付
金

債
務

及
び

運
営

費
交

付
金

収
益

の
明

細

(1
2
)－

1
　

運
営

費
交

付
金

債
務

（
単

位
：
千

円
）

(1
2
)－

2
　

運
営

費
交

付
金

収
益

（
単

位
：
千

円
）

(1
3
)地

方
公

共
団

体
等

か
ら

の
財

源
措

置
の

明
細

(1
3
)－

1
　

施
設

費
の

明
細

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。

(1
3
)－

2
　

補
助

金
等

の
明

細

（
単

位
：
千

円
）

注
）
損

益
計

算
書

の
補

助
金

等
収

益
は

、
長

期
繰

延
補

助
金

等
に

か
か

る
減

価
償

却
費

等
の

見
合

い
の

収
益

化
額

（
1
1
5
,8

5
9
千

円
）
が

含
ま

れ
る

た
め

、
上

記
補

助
金

等
収

益
と

は
一

致
し

ま
せ

ん
。

(
1
4
)
　

役
員

及
び

教
職

員
の

給
与

の
明

細
（
単

位
：
千

円
、

人
）

注
１

)
 
役

員
に

対
す

る
報

酬
等

は
、

公
立

大
学

法
人

九
州

歯
科

大
学

役
員

報
酬

規
程

及
び

公
立

大
学

法
人

九
州

歯
科

大
学

役
員

退
職

手
当

規
程

に
基

づ
き

算
出

を
行

っ
て

お
り

ま
す

。

注
２

）
教

職
員

の
給

与
及

び
退

職
手

当
は

、
公

立
大

学
法

人
九

州
歯

科
大

学
職

員
給

与
規

程
、

公
立

大
学

法
人

九
州

歯
科

大
学

教
員

年
俸

規
程

及
び

公
立

大
学

法
人

九
州

歯
科

大
学

　
　

　
職

員
退

職
手

当
規

程
に

基
づ

き
算

出
を

行
っ

て
お

り
ま

す
。

な
お

、
退

職
手

当
は

給
料

月
額

に
勤

続
期

間
を

勘
案

し
て

算
出

を
行

っ
て

お
り

ま
す

。

注
３

）
役

員
、

教
職

員
の

支
給

人
数

に
は

、
年

間
平

均
支

給
人

員
数

を
記

載
し

て
お

り
ま

す
。

ま
た

、
退

職
給

付
に

は
、

期
末

時
の

総
支

給
人

員
数

を
記

載
し

て
お

り
ま

す
。

注
４

）
報

酬
又

は
給

与
欄

に
は

法
定

福
利

費
（

2
7
4
,
6
2
3
千

円
）

が
含

ま
れ

て
お

り
ま

す
。

注
５

）
報

酬
又

は
給

与
欄

に
は

受
託

研
究

費
に

含
ま

れ
る

人
件

費
は

含
ま

れ
て

お
り

ま
せ

ん
。

注
６

）
承

継
職

員
等

は
お

り
ま

せ
ん

。

退
職

給
付

支
給

人
員

-
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  -

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  -
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  5

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  -
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  5

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  5
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

-
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

－

合
　

計

3
,0

4
3

9
,4

9
4

-
9
,4

9
4

名
　

称
交

付
元

経
費

の
別

期
首

残
高

当
期

交
付

額
当

期
振

替
額

長
期

繰
延

補
助

金
等

資
本

剰
余

金
長

期
預

り
補

助
金

等
補

助
金

等
収

益
そ

の
他

－

計
－

2
0
2
,4

9
1

1
4
0
,6

5
5

－
－

6
1
,8

3
6

－
－

 間
接

経
費

－
－

－
－

－
－

－

－
1
6
,7

0
0

医
療

従
事

者
勤

務
環

境
改

善
促

進
補

助
金

福
岡

県
 直

接
経

費
－

－
－

－
－

－
－

1
6
,7

0
0

－
－

2
,0

2
1

－
1
,3

0
7

－
1
1
7

災
害

時
歯

科
保

健
医

療
提

供
体

制
整

備
事

業
補

助
金

福
岡

県
 直

接
経

費
－

6
,2

7
2

6
,1

5
4

－

－
2
,0

0
0

－

電
子

処
方

箋
管

理
サ

ー
ビ

ス
の

導
入

に
係

る
補

助
金

福
岡

県
 直

接
経

費
－

1
,0

8
6

－
－

－
1
,0

8
6

－
－

2
0
2
5
年

度
旭

興
産

グ
ル

ー
プ

研
究

支
援

プ
ロ

グ
ラ

ム
補

助
金

公
益

財
団

法
人

北
九

州
産

業
学

術
推

進
機

構
 直

接
経

費
－

3
,0

0
0

9
7
9

－
－

期
末

残
高

摘
要

臨
床

研
修

費
補

助
金

厚
生

労
働

省
 直

接
経

費

9
,4

9
4

5
0
,1

9
1

1
,7

8
9
,8

3
5

-

費
用

進
行

基
準

に
よ

る
も

の
9
,4

9
4

2
0
3
,7

8
3

合
　

計

業
務

等
区

分
令

和
7
年

度
交

付
分

1
,8

2
7
,4

8
9

期
間

進
行

基
準

に
よ

る
も

の

1
,7

8
0
,3

4
1

1
,7

8
9
,8

3
5

1
,5

7
6
,5

5
8

令
和

6
年

度
交

付
分

-

－

区
　

　
分

報
酬

又
は

給
料

等

役
　

　
　

員

教
　

　
員

常
　

勤

3
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

常
　

勤
4
0
,4

4
2

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
 

金
　

額
支

給
人

員

1
,0

8
2
,2

9
9

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
 

1
0
5

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
 

9
,9

6
7

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

 
2
3

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

 

8
4
0

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
 

2
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

計
4
1
,2

8
2

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
 

計
1
2
8

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
 

非
常

勤

非
常

勤

1
,0

9
2
,2

6
6
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数
料

1
,0

0
1

減
価

償
却

費
1
8

9
,0

3
3

受
託

事
業

費

報
酬

・
委

託
・
手

数
料

3
1
6

3
1
6

役
員

人
件

費

報
酬

2
6
,7

1
7

賞
与

9
,6

5
0

法
定

福
利

費
4
,9

1
4

4
1
,2

8
2

教
員

人
件

費

　
  
 常

勤
教

員
給

与

給
料

6
8
7
,6

1
8

賞
与

2
4
5
,3

3
9

退
職

給
付

費
用

2
8
,4

4
5

法
定

福
利

費
1
4
9
,3

4
0

1
,1

1
0
,7

4
4

非
常

勤
教

員
給

与

給
料

9
,9

6
7

9
,9

6
7

1
,1

2
0
,7

1
2

 

職
員

人
件

費

　
  
 常

勤
職

員
給

与

給
料

3
7
5
,8

0
8

賞
与

1
2
5
,0

1
4

退
職

給
付

費
用

2
,5

0
4

法
定

福
利

費
7
9
,9

9
8

5
8
3
,3

2
5

　
  
 非

常
勤

職
員

給
与

給
料

2
7
0
,2

7
6

賞
与

1
7
,2

6
0

法
定

福
利

費
4
0
,3

7
0

3
2
7
,9

0
7

9
1
1
,2

3
2

一
般

管
理

費

消
耗

品
費

9
,5

5
2

管
理

物
品

費
6
,3

0
5

印
刷

製
本

費
1
9
7

水
道

光
熱

費
4
9
,6

0
4

旅
費

交
通

費
3
,5

3
7

通
信

運
搬

費
3
,4

3
9

賃
借

料
5
,6

6
8

福
利

厚
生

費
9
0
6

保
守

委
託

費
1
1
5
,5

7
7

修
繕

費
1
2
,5

7
5

損
害

保
険

料
3
,2

8
4

行
事

費
1
6
3

会
議

費
2

報
酬

・
委

託
・
手

数
料

1
2
6
,6

5
5

租
税

公
課

1
3
,8

7
6

減
価

償
却

費
1
7
9
,9

3
4

諸
会

費
1
,5

4
3

工
事

費
3
,0

8
8

雑
費

2
1
1

5
3
6
,1

2
6
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令

和
８

年
９

月
25

日
　

金
曜

日
第

73
0 

号

(1
7
) 
 寄

附
金

の
明

細

（
単

位
：
千

円
、

件
）

(1
8
) 
 受

託
研

究
の

明
細

(1
9
) 
 共

同
研

究
の

明
細

(2
0
) 
 受

託
事

業
等

の
明

細

(2
1
)　

科
学

研
究

費
助

成
事

業
等

の
明

細

（
単

位
：
千

円
、

件
）

注
）
上
段
（
　
）
内
に
直
接
経
費
相
当
額
を
、
下
段
に
間
接
経
費
相
当
額
を
記
載
し
て
お
り
ま
す
。

合
　

　
計

間
接

経
費

-

9
7
6

5
,5

0
0

合
　

　
計

間
接

経
費

7
0
7

-

6
,9

6
2

6
,9

6
2-

-
7
0
7

7
0
7

直
接

経
費

3
,9

6
8

株
式

会
社

等
直

接
経

費
9
7
6

1
,5

0
0

3
9
0

株
式

会
社

等
直

接
経

費
5
,4

2
4

1
0
,5

9
8

9
,0

6
0

共
同

研
究

契
約

の
相

手
方

間
接

経
費

委
　

託
　

者
　

等

株
式

会
社

等

-
7
0
7

経
費

の
別

期
首

残
高

当
期

受
入

額
受

託
事

業
等

収
益

直
接

経
費

-
2
,0

6
2

-

種
　

　
目

摘
　

　
要

地
方

公
共

団
体

附
属

病
院

-
-

当
期

受
入

額
件

　
　

数

合
　

　
計

そ
の

他

摘
　

　
要

区
　

　
分

4
0
,0

1
3

2
2
9

4
0
,0

1
3

2
2
9

注
）

(5
,2

0
0
)

(5
)4

4
4

日
本

学
術

振
興

会
科

学
研

究
費

補
助

金
・
基

礎
研

究
Ｃ

(2
3
)

2
3

1
2
,5

6
1

(8
,9

4
0
)

日
本

学
術

振
興

会
科

学
研

究
費

補
助

金
・
若

手

2
,6

8
2

(5
)

(3
1
,4

9
2
)

日
本

学
術

振
興

会
科

学
研

究
費

補
助

金
・
基

礎
研

究
Ｂ

(4
4
)

(4
1
,2

3
4
)

2 2

(3
)

(2
)

委
　

託
　

者
経

費
の

別
期

首
残

高
当

期
受

入
額

-

直
接

経
費

2
9
,7

3
6

9
3

(9
6
)

合
　

　
計

(9
8
,2

7
6
)

1
,6

5
0

(3
,5

0
0
)

1
,0

5
0

日
本

学
術

振
興

会
科

学
研

究
費

補
助

金
(分

担
金

)・
基

礎
研

究
B

(4
0
0
)

1
2
0

日
本

学
術

振
興

会
科

学
研

究
費

補
助

金
･国

際
共

同

日
本

学
術

振
興

会
科

学
研

究
費

補
助

金
・
挑

戦

(5
,5

0
0
)

(2
) 2

独
立

行
政

法
人

・
国

立
大

学
法

人

5

注
）
当

期
受

入
額

は
、

固
定

資
産

1
1
,2

7
7
千

円
（
1
1
件

）
、

管
理

物
品

費
8
,5

5
8
千

円
（
3
0
件

）
及

び
図

書
6
8
6
千

円
（
1
4
6
件

）
の

現
物

寄
附

を
含

ん
で

お
り

ま
す

。

直
接

経
費

5
,4

2
4

1
0
,5

9
8

9
,0

6
0

間
接

経
費

-
1
5
0

1
5
0

-

経
費

の
別

期
首

残
高

当
期

受
入

額
共

同
研

究
収

益
期

末
残

高

2
,5

0
7

期
末

残
高

受
託

研
究

収
益

2
,0

8
6

（
単

位
：
千

円
）

（
単

位
：
千

円
）

0
4
,0

0
0

2
,1

1
7

1
,8

8
2

間
接

経
費

-
1
,2

0
0

1
,2

0
0

-
1
,3

5
0

1
,3

5
0

-

間
接

経
費

-
-

-
-

直
接

経
費

-
3
1
6

3
1
6

日
本

学
術

振
興

会
科

学
研

究
費

補
助

金
(分

担
金

)・
基

礎
研

究
C

(1
,2

1
0
)

3
6
3

(1
1
)

1
1

(1
)

－
－

日
本

学
術

振
興

会
科

学
研

究
費

補
助

金
･特

別
研

究
員

奨
励

費

(8
0
0
)

1
,5

6
0

9
,7

5
0

当
期

受
入

額
件

　
　

数

日
本

学
術

振
興

会
科

学
研

究
費

補
助

金
（
研

究
ス

タ
ー

ト
）

（
単

位
：
千

円
）

2
,0

6
2

間
接

経
費

-
-

-
-

合
　

　
計

直
接

経
費

-
2
,3

7
9

3
1
6

2
,0

6
2

間
接

経
費

-
-

-
-

期
末

残
高

★★
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令

和
８

年
９

月
25

日
　

金
曜

日
第

73
0 

号

(2
2
)　
上
記
以
外
の
主
な
資
産
、
負
債
、
費
用
及
び
収
益
の
明
細

①
現
金
及
び
預
金

（
単
位
：
千
円
）

②
未
　
払
　
金

（
単
位
：
千
円
）

区
　
　
分

金
　
　
額

摘
　
　
要

現
金

1
,0
9
5
小
口
現
金
（
1
0
0
千
円
）
及
び
つ
り
銭
現
金

（
1
0
0
千
円
）
を
含
む

普
通
預
金

4
6
7
,5
8
3

合
　
　
計

4
6
8
,6
7
9

区
　
　
分

金
　
　
額

摘
　
　
要

人
件
費

3
5
,0
01

退
職
給
付
費
用
（
1
0
,4
9
5
千
円
）
を
含
む

合
　
　
計

3
0
7
,8
4
4

固
定
資
産

6
9
,8
43

そ
の
他

2
0
2
,9
9
8
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令

和
８

年
９

月
25

日
　

金
曜

日
第

73
0 

号 　公告

　地方独立行政法人法（平成15年法律第118号）第34条第３項の規定に基づき、公立大

学法人福岡女子大学令和７年度財務諸表について、次のとおり公告します。

　　令和８年９月25日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公立大学法人福岡女子大学　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事長　向井　剛　　



34
令

和
８

年
９

月
25

日
　

金
曜

日
第

73
0 

号

(単
位

:千
円

)

資
産

の
部

Ⅰ
　

固
定

資
産

１
.有

形
固

定
資

産

土
地

3
,1

9
1
,6

6
5

建
物

1
1
,4

7
4
,6

3
0

　
減

価
償

却
累

計
額

▲
 3

,1
0
2
,0

3
6

8
,3

7
2
,5

9
4

構
築

物
4
9
2
,0

7
4

　
減

価
償

却
累

計
額

▲
 1

8
5
,7

9
2

3
0
6
,2

8
1

工
具

器
具

備
品

9
8
2
,2

8
4

　
減

価
償

却
累

計
額

▲
 9

2
0
,2

7
7

6
2
,0

0
7

図
書

7
3
7
,2

4
2

美
術

品
2
5
,4

6
8

　
　

有
形

固
定

資
産

合
計

1
2
,6

9
5
,2

5
9

２
.無

形
固

定
資

産

電
話

加
入

権
4
5

　
　

無
形

固
定

資
産

合
計

4
5

　
固

定
資

産
合

計
1
2
,6

9
5
,3

0
4

Ⅱ
　

流
動

資
産

現
金

及
び

預
金

4
9
0
,6

9
3

未
収

学
生

納
付

金
収

入
1
6
,4

2
2

そ
の

他
の

未
収

金
8
4
,1

7
5

棚
卸

資
産

1
3
1

前
払

費
用

3
,7

1
4

未
収

収
益

2
0
8

　
流

動
資

産
合

計
5
9
5
,3

4
5

　
資

産
合

計
1
3
,2

9
0
,6

5
0

貸
借

対
照

表

(令
和

8
年

3
月

3
1
日

)



35
令

和
８

年
９

月
25

日
　

金
曜

日
第

73
0 

号

(単
位

:千
円

)

貸
借

対
照

表

(令
和

8
年

3
月

3
1
日

)

負
債

の
部

Ⅰ
　

固
定

負
債

長
期

繰
延

補
助

金
等

(注
)

2
3
2
,2

4
5

長
期

リ
ー

ス
債

務
9
,4

8
3

　
固

定
負

債
合

計
2
4
1
,7

2
8

Ⅱ
　

流
動

負
債

運
営

費
交

付
金

債
務

(注
)

5
6
,5

0
2

預
り

補
助

金
等

(注
)

1
,7

3
0

寄
附

金
債

務
(注

)
2
3
4
,1

4
5

前
受

受
託

研
究

費
(注

)
1
,3

4
0

前
受

共
同

研
究

費
(注

)
2
5
7

科
学

研
究

費
助

成
事

業
等

預
り

金
1
5
,2

0
5

未
払

金
2
1
2
,2

1
5

未
払

費
用

8
,1

1
9

未
払

消
費

税
等

1
,1

2
0

前
受

金
5
5
3

預
り

金
8
,1

6
0

リ
ー

ス
債

務
5
,4

4
1

　
流

動
負

債
合

計
5
4
4
,7

9
3

　
負

債
合

計
7
8
6
,5

2
1

純
資

産
の

部

Ⅰ
　

資
本

金 地
方

公
共

団
体

出
資

金
1
4
,2

3
4
,5

9
6

　
資

本
金

合
計

1
4
,2

3
4
,5

9
6

Ⅱ
　

資
本

剰
余

金

資
本

剰
余

金
2
5
,5

1
3

減
価

償
却

相
当

累
計

額
(▲

)
(注

)
▲

 2
,8

8
9
,2

8
5

　
資

本
剰

余
金

合
計

▲
 2

,8
6
3
,7

7
1

Ⅲ
　

利
益

剰
余

金

前
中

期
目

標
期

間
繰

越
積

立
金

(注
)

1
,1

2
8
,0

4
1

当
期

未
処

分
利

益
5
,2

6
1

（
う

ち
当

期
総

利
益

）
(

5
,2

6
1

)
　

利
益

剰
余

金
合

計
1
,1

3
3
,3

0
3

　
純

資
産

合
計

1
2
,5

0
4
,1

2
8

　
負

債
純

資
産

合
計

1
3
,2

9
0
,6

5
0

（
注

）
こ

れ
ら

は
、

地
方

独
立

行
政

法
人

固
有

の
会

計
処

理
に

伴
う

勘
定

科
目

で
す

。
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令

和
８

年
９

月
25

日
　

金
曜

日
第

73
0 

号

(単
位
:千

円
)

経
常
費
用

業
務
費 教
育
経
費

4
4
9
,0

2
7

研
究
経
費

1
5
0
,7

9
1

教
育
研
究
支
援
経
費

1
0
0
,7

4
8

受
託
研
究
費

1
,2

4
3

共
同
研
究
費

1
,3

4
1

受
託
事
業
費

2
2
,8

5
5

役
員
人
件
費

3
9
,3

4
7

教
員
人
件
費

1
,0

2
4
,4

4
2

職
員
人
件
費

3
7
8
,2

7
2

2
,1

6
8
,0

6
8

一
般
管
理
費

1
1
8
,7

9
5

財
務
費
用

支
払
利
息

9
0
4

9
0
4

雑
損

そ
の
他
の
雑
損

0
0

　
経
常
費
用
合
計

2
,2

8
7
,7

6
8

経
常
収
益

運
営
費
交
付
金
収
益

(注
3
)

1
,4

1
7
,0

7
8

授
業
料
収
益

(注
3
)

5
5
7
,2

1
8

入
学
金
収
益

(注
3
)

9
1
,8

1
4

検
定
料
収
益

1
1
,4

7
4

受
託
研
究
収
益

(注
3
)

1
,4

4
8

共
同
研
究
収
益

(注
3
)

1
,5

7
5

受
託
事
業
等
収
益

(注
3
)

2
4
,3

7
9

補
助
金
等
収
益

(注
3
)

6
2
,1

8
6

寄
附
金
収
益

(注
3
)

1
1
,5

5
2

財
務
収
益

受
取
利
息

7
2
4

そ
の
他
の
財
務
収
益

1
2
4

8
4
9

雑
益

財
産
貸
付
料
収
益

6
9
,1

3
9

手
数
料
収
益

3
5
0

研
究
関
連
収
入

6
,8

9
7

そ
の
他
の
雑
益

1
4
,2

5
1

9
0
,6

3
9

　
経
常
収
益
合
計

2
,2

7
0
,2

1
6

経
常
損
失

1
7
,5

5
1

臨
時
損
失

固
定
資
産
除
却
損

0
0

臨
時
利
益

補
助
金
等
収
益

(注
3
)

0
0

当
期
純
損
失

1
7
,5

5
1

　
前
中
期
目
標
期
間
繰
越
積
立
金
取
崩
額

(注
3
)

2
2
,8

1
3

当
期
総
利
益

5
,2

6
1

損
益
計
算
書

(令
和
7
年
4
月
1
日
～
令
和
8
年
3
月
3
1
日
)



37
令

和
８

年
９

月
25

日
　

金
曜

日
第

73
0 

号

(単
位

:千
円

)

（
注

1
）

資
本

剰
余

金
を

減
額

し
た

コ
ス

ト
等

に
関

す
る

注
記

当
期

総
利

益
5
,2

6
1

減
価

償
却

相
当

額
▲

 2
5
3
,3

7
1

賞
与

引
当

増
加

相
当

額
3
,7

4
6

退
職

給
付

引
当

増
加

相
当

額
1
3
,7

3
2

小
計

▲
 2

3
5
,8

9
2

資
本

剰
余

金
を

減
額

し
た

コ
ス

ト
等

を
含

め
た

損
益

相
当

額
▲

 2
3
0
,6

3
1

賞
与

引
当

増
加

相
当

額
の

中
に

は
、

福
岡

県
か

ら
の

派
遣

職
員

に
係

る
2
7
千

円
が

含
ま

れ
て

お
り

ま
す

。

退
職

給
付

引
当

増
加

相
当

額
の

中
に

は
、

福
岡

県
か

ら
の

派
遣

職
員

に
係

る
▲

1
,4

9
3
千

円
が

含
ま

れ
て

お
り

ま
す

。

（
注

2
）

科
学

研
究

費
助

成
事

業
等

に
関

す
る

注
記

当
期

受
入

額
2
2
,6

2
0

当
期

支
出

額
2
1
,3

8
0

（
注

3
）

こ
れ

ら
は

、
地

方
独

立
行

政
法

人
固

有
の

会
計

処
理

に
伴

う
勘

定
科

目
で

す
。
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令

和
８

年
９

月
25

日
　

金
曜

日
第

73
0 

号

(単
位

：
千

円
）

う
ち

当
期

総
利

益
（
又

は
当

期
総

損
失

）

当
期

首
残

高
1
4
,2

3
4
,5

9
6

1
4
,2

3
4
,5

9
6

2
5
,5

1
3

▲
 2

,6
3
5
,9

1
3

▲
 2

,6
1
0
,3

9
9

1
,2

1
6
,9

5
8

▲
 6

6
,1

0
4

-
1
,1

5
0
,8

5
4

1
2
,7

7
5
,0

5
1

当
期

変
動

額

Ⅰ
　

資
本

金
の

当
期

変
動

額

Ⅱ
　

資
本

剰
余

金
の

当
期

変
動

額

減
価

償
却

-
-

-
▲

 2
5
3
,3

7
1

▲
 2

5
3
,3

7
1

-
-

-
-

▲
 2

5
3
,3

7
1

Ⅲ
　

利
益

剰
余

金
（
又

は
繰

越
欠

損
金

）
の

当
期

変
動

額

（
１

）
利

益
の

処
分

又
は

損
失

の
処

理

損
失

処
理

に
よ

る
取

り
崩

し
-

-
-

-
-

▲
 6

6
,1

0
4

6
6
,1

0
4

-
-

-

（
２

）
そ

の
他 当

期
純

利
益

(又
は

当
期

純
損

失
）

-
-

-
-

-
-

▲
 1

7
,5

5
1

▲
 1

7
,5

5
1

▲
 1

7
,5

5
1

▲
 1

7
,5

5
1

前
中

期
目

標
期

間
繰

越
積

立
金

取
崩

-
-

-
-

-
▲

 2
2
,8

1
3

2
2
,8

1
3

2
2
,8

1
3

-
-

当
期

変
動

額
合

計
-

-
-

▲
 2

5
3
,3

7
1

▲
 2

5
3
,3

7
1

▲
 8

8
,9

1
7

7
1
,3

6
5

5
,2

6
1

▲
 1

7
,5

5
1

▲
 2

7
0
,9

2
3

当
期

末
残

高
1
4
,2

3
4
,5

9
6

1
4
,2

3
4
,5

9
6

2
5
,5

1
3

▲
 2

,8
8
9
,2

8
5

▲
 2

,8
6
3
,7

7
1

1
,1

2
8
,0

4
1

5
,2

6
1

5
,2

6
1

1
,1

3
3
,3

0
3

1
2
,5

0
4
,1

2
8

前
中

期
目

標
期

間
繰

越
積

立
金

当
期

未
処

分
利

益
（
又

は
当

期
未

処
理

損
失

）

減
価

償
却

相
当

累
計

額
（
▲

）
資

本
金

合
計

資
本

剰
余

金
合

計

純
資

産
変

動
計

算
書

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

  
  
  
  
　

  
  
  
  
  
  
  
（
令

和
７

年
４

月
１

日
～

令
和

８
年

３
月

3
1
日

）

Ⅰ
　

資
本

金
Ⅱ

　
資

本
剰

余
金

Ⅲ
　

利
益

剰
余

金

純
資

産
合

計
設

立
団

体
出

資
金

利
益

剰
余

金
（
又

は
繰

越
欠

損
金

）
合

計

資
本

剰
余

金



39
令

和
８

年
９

月
25

日
　

金
曜

日
第

73
0 

号

キ
ャ

ッ
シ

ュ
・
フ

ロ
ー

計
算

書

(令
和

7
年

4
月

1
日

～
令

和
8
年

3
月

3
1
日

)

(単
位

:千
円

)

金
額

Ⅰ
　

業
務

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

原
材

料
、

商
品

又
は

サ
ー

ビ
ス

の
購

入
に

よ
る

支
出

▲
 4

7
7
,9

5
6

人
件

費
支

出
▲

 1
,4

0
8
,8

9
9

そ
の

他
の

業
務

支
出

▲
 9

9
,5

6
6

運
営

費
交

付
金

収
入

1
,4

4
4
,3

4
6

授
業

料
収

入
4
1
5
,0

9
7

入
学

金
収

入
5
3
,8

8
8

検
定

料
収

入
1
1
,4

7
4

受
託

研
究

収
入

2
,7

8
9

共
同

研
究

収
入

1
,8

5
7

受
託

事
業

等
収

入
1
9
,5

4
7

補
助

金
等

収
入

1
2
0
,2

1
0

寄
附

金
収

入
1
1
,8

9
2

そ
の

他
の

収
入

8
6
,1

2
2

科
学

研
究

費
助

成
事

業
等

預
り

金
の

純
増

減
額

1
,3

7
3

　
　

 業
務

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

1
8
2
,1

7
6

Ⅱ
　

投
資

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

有
形

固
定

資
産

の
取

得
に

よ
る

支
出

▲
 2

8
,3

4
1

定
期

預
金

の
預

け
入

れ
に

よ
る

支
出

▲
 1

0
0
,0

0
0

小
計

▲
 1

2
8
,3

4
1

利
息

及
び

配
当

金
の

受
取

額
6
2
5

　
　

 投
資

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

▲
 1

2
7
,7

1
5

Ⅲ
　

財
務

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

リ
ー

ス
債

務
の

返
済

に
よ

る
支

出
▲

 3
1
,1

7
1

小
計

▲
 3

1
,1

7
1

利
息

の
支

払
額

▲
 9

0
4

　
　

 財
務

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

▲
 3

2
,0

7
5

Ⅳ
　

資
金

増
加

額
2
2
,3

8
5

Ⅴ
　

資
金

期
首

残
高

3
6
8
,3

0
8

Ⅵ
　

資
金

期
末

残
高

3
9
0
,6

9
3

区
分



40
令

和
８

年
９

月
25

日
　

金
曜

日
第

73
0 

号

（
単
位
：
円
）

勘
定
科
目

金
額

Ⅰ
　
当
期
未
処
分
利
益

5
,2

6
1
,3

2
8

当
期
総
利
益

5
,2

6
1
,3

2
8

Ⅱ
　
利
益
処
分
額

地
方
独
立
行
政
法
人
法
第
4
0
条
第
3
項
に
よ
り

設
立
団
体
の
長
の
承
認
を
受
け
た
額

　
教
育
研
究
等
改
善
目
的
積
立
金

5
,2

6
1
,3

2
8

5
,2

6
1
,3

2
8

5
,2

6
1
,3

2
8

利
益
の
処
分
に
関
す
る
書
類



41
令

和
８

年
９

月
25

日
　

金
曜

日
第

73
0 

号

1 2 3

(1
)

(2
)

4

(1
)

(2
)

(3
)

5
棚

卸
資

産
の

評
価

基
準

及
び

評
価

方
法

6 7

リ
ー

ス
取

引
に

つ
い

て
の

会
計

処
理

　
リ

ー
ス

料
総

額
が

3
0
0
万

円
以

上
の

フ
ァ

イ
ナ

ン
ス

・
リ

ー
ス

取
引

に
つ

い
て

は
、

通
常

の
売

買
取

引
に

か
か

る
方

法
に

準
じ

た
会

計
処

理
に

よ
っ

て
お

り
ま

す
。

消
費

税
等

の
会

計
処

理

　
消

費
税

及
び

地
方

消
費

税
の

会
計

処
理

方
法

は
、

税
込

方
式

に
よ

っ
て

お
り

ま
す

。

賞
与

引
当

金
及

び
見

積
額

の
計

上
基

準

　
賞

与
に

つ
い

て
は

、
運

営
費

交
付

金
に

よ
り

財
源

措
置

が
な

さ
れ

る
た

め
、

賞
与

に
か

か
る

引
当

金
は

計
上

し
て

お
り

ま
せ

ん
。

　
な

お
、

資
本

剰
余

金
を

減
額

し
た

コ
ス

ト
等

の
注

記
に

お
け

る
賞

与
引

当
増

加
相

当
額

は
、

当
事

業
年

度
末

の
賞

与
引

当
相

当
額

か
ら

前
事

業
年

度
末

の
同

相
当

額
を

控
除

し
た

額
を

計
上

し
て

お
り

ま
す

。

退
職

給
付

に
か

か
る

引
当

金
及

び
見

積
額

の
計

上
基

準

　
退

職
一

時
金

に
つ

い
て

は
、

運
営

費
交

付
金

に
よ

り
財

源
措

置
が

な
さ

れ
る

た
め

、
退

職
給

付
に

か
か

る
引

当
金

は
計

上
し

て
お

り
ま

せ
ん

。
　

な
お

、
資

本
剰

余
金

を
減

額
し

た
コ

ス
ト
等

の
注

記
に

お
け

る
退

職
給

付
引

当
増

加
相

当
額

は
、

地
方

独
立

行
政

法
人

会
計

基
準

第
9
0
に

基
づ

き
計

算
さ

れ
た

退
職

一
時

金
に

係
る

退
職

給
付

引
当

金
の

当
期

増
加

額
を

計
上

し
て

お
り

ま
す

。

棚
卸

資
産

（
貯

蔵
品

）
　

　
　

　
　

　
　

評
価

基
準

：
低

価
法

　
　

　
　

　
　

　
　

 評
価

方
法

：
最

終
仕

入
原

価
法

無
形

固
定

資
産

　
定

額
法

を
採

用
し

て
お

り
ま

す
。

　
な

お
、

法
人

内
利

用
の

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

に
つ

い
て

は
、

法
人

内
に

お
け

る
利

用
可

能
期

間
（
5
年

）
に

基
づ

い
て

償
却

し
て

お
り

ま
す

。

引
当

金
の

計
上

基
準

徴
収

不
能

引
当

金
の

計
上

基
準

　
債

権
の

回
収

不
能

に
よ

る
損

失
に

備
え

る
た

め
、

一
般

債
権

に
つ

い
て

は
貸

倒
実

績
率

に
よ

り
、

貸
倒

懸
念

債
権

等
特

定
の

債
権

に
つ

い
て

は
個

別
に

債
権

の
回

収
可

能
性

を
検

討
し

、
回

収
不

能
見

込
額

を
計

上
し

て
お

り
ま

す
。

減
価

償
却

の
会

計
処

理
方

法

有
形

固
定

資
産

　
定

額
法

を
採

用
し

て
お

り
ま

す
。

　
耐

用
年

数
に

つ
い

て
は

、
法

人
税

法
上

の
耐

用
年

数
を

基
準

と
し

て
お

り
ま

す
。

主
な

資
産

の
耐

用
年

数
は

以
下

の
と

お
り

で
あ

り
ま

す
。

　
建

　
　

　
　

　
　

物
　

　
　

　
7
～

4
7
年

　
構

　
  

築
 　

　
物

　
　

　
　

5
～

4
5
年

　
工

具
器

具
備

品
　

　
　

  
 2

～
1
0
年

　
ま

た
、

特
定

の
償

却
資

産
（
地

方
独

立
行

政
法

人
会

計
基

準
第

8
7
)の

減
価

償
却

相
当

額
に

つ
い

て
は

、
減

価
償

却
相

当
累

計
額

と
し

て
資

本
剰

余
金

か
ら

控
除

し
て

表
示

し
て

お
り

ま
す

。

注
　

　
記

　
　

事
　

　
項

Ⅰ
　

重
要

な
会

計
方

針

改
訂

後
の

地
方

独
立

行
政

法
人

会
計

基
準

の
適

用

　
当

事
業

年
度

よ
り

改
訂

後
の

「
地

方
独

立
行

政
法

人
会

計
基

準
及

び
地

方
独

立
行

政
法

人
会

計
基

準
注

解
」
（
令

和
８

年
３

月
３

１
日

　
総

務
省

告
示

第
1
3
2
号

改
訂

）
及

び
「
「
地

方
独

立
行

政
法

人
会

計
基

準
及

び
地

方
独

立
行

政
法

人
会

計
基

準
注

解
」
に

関
す

る
Ｑ

＆
Ａ

」
（
令

和
８

年
４

月
改

訂
　

総
務

省
自

治
行

政
局

　
総

務
省

自
治

財
政

局
　

日
本

公
認

会
計

士
協

会
）
」
を

適
用

し
て

、
財

務
諸

表
を

作
成

し
て

お
り

ま
す

。

運
営

費
交

付
金

収
益

及
び

授
業

料
収

益
の

計
上

基
準

　
原

則
と

し
て

期
間

進
行

基
準

を
採

用
し

て
お

り
ま

す
。

　
な

お
、

退
職

一
時

金
、

特
別

交
付

金
の

う
ち

の
特

別
経

費
に

つ
い

て
は

、
費

用
進

行
基

準
を

採
用

し
て

お
り

ま
す

。



42
令

和
８

年
９

月
25

日
　

金
曜

日
第

73
0 

号
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該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。

1

　
現

金
及

び
預

金
千

円

　
う

ち
定

期
預

金
千

円

　
資

金
期

末
残

高
千

円

2
重

要
な

非
資

金
取

引
の

内
容

フ
ァ

イ
ナ

ン
ス

・
リ

ー
ス

に
よ

る
資

産
の

取
得

千
円

1
業

務
費

用

（
１

）
損

益
計

算
書

上
の

費
用

（
２

）
（
控

除
）
自

己
収

入
等

　
業

務
費

用
合

計

2
資

本
剰

余
金

を
減

額
し

た
コ

ス
ト
等

3
機

会
費

用

地
方

公
共

団
体

出
資

の
機

会
費

用

4
公

立
大

学
法

人
の

業
務

運
営

に
関

し
て

住
民

等
の

負
担

に
帰

せ
ら

れ
る

コ
ス

ト

公
立

大
学

法
人

の
業

務
運

営
に

関
し

て
住

民
等

の
負

担
に

帰
せ

ら
れ

る
コ

ス
ト
の

注
記

に
お

け
る

機
会

費
用

の
計

上
方

法

地
方

公
共

団
体

出
資

等
の

機
会

費
用

の
計

算
に

使
用

し
た

利
率

　
1
0
年

利
付

国
債

の
令

和
8
年

3
月

末
利

回
り

を
参

考
に

、
2
.3

4
5
％

と
し

て
お

り
ま

す
。

2
6
9
,2

6
3

2
,0

1
0
,7

2
9

▲
 7

8
2
,1

9
5

1
,5

0
5
,5

7
2

2
3
5
,8

9
2

8
,2

9
4

Ⅴ
　

公
立

大
学

法
人

の
業

務
運

営
に

関
し

て
住

民
等

の
負

担
に

帰
せ

ら
れ

る
コ

ス
ト

（
単

位
：
千

円
）

2
,2

8
7
,7

6
8

資
金

の
期

末
残

高
の

貸
借

対
照

表
科

目
別

の
内

訳

4
9
0
,6

9
3

▲
 1

0
0
,0

0
0

3
9
0
,6

9
3

賞
与

引
当

金
の

見
積

額

　
運

営
費

交
付

金
か

ら
充

当
さ

れ
る

べ
き

賞
与

引
当

相
当

額
は

、
8
7
,1

9
2
千

円
で

あ
り

ま
す

。

退
職

給
付

引
当

金
の

見
積

額

　
運

営
費

交
付

金
か

ら
充

当
さ

れ
る

べ
き

退
職

給
付

引
当

金
の

見
積

額
は

、
5
3
2
,2

8
2
千

円
で

あ
り

ま
す

。

Ⅲ
　

損
益

計
算

書
関

係

Ⅳ
　

キ
ャ

ッ
シ

ュ
・
フ

ロ
ー

計
算

書
関

係

Ⅱ
　

貸
借

対
照

表
関

係
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取
得

等
に

よ
る

増
加

（
国

際
学

友
寮

改
修

等
）

千
円

　
　

　
　

　
　

減
価

償
却

等
に

よ
る

減
少

千
円

Ⅷ
　

減
損

会
計

関
係

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。

Ⅸ
　

重
要

な
債

務
負

担
行

為

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。

Ⅹ
　

重
要

な
後

発
事

象

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。

5
0
,6

0
0

5
5
,8

9
0

（
注

３
）
　

当
期

末
の

時
価

は
、

土
地

に
関

し
て

は
路

線
価

に
基

づ
い

て
当

法
人

が
算

定
し

た
金

額
、

建
物

に
関

し
て

は
、

　
　

　
　

令
和

7
年

度
末

の
帳

簿
価

額
（
貸

借
対

照
表

計
上

額
）
で

あ
り

ま
す

。

ま
た

、
賃

貸
等

不
動

産
に

関
す

る
令

和
7
年

度
に

お
け

る
収

益
及

び
費

用
等

の
状

況
は

次
の

と
お

り
で

あ
り

ま
す

。

（
注

）
　

賃
貸

費
用

に
含

ま
れ

る
減

価
償

却
相

当
額

に
つ

い
て

は
、

（
　

）
に

内
数

で
示

し
て

お
り

ま
す

。

金
融

商
品

の
時

価
等

に
関

す
る

事
項

　
現

金
は

注
記

を
省

略
し

て
お

り
、

預
金

は
短

期
間

で
決

済
さ

れ
る

た
め

時
価

が
帳

簿
価

額
に

近
似

す
る

こ
と

か
ら

、
注

記
を

省
略

し
て

お
り

ま
す

。
ま

た
、

重
要

性
が

乏
し

い
も

の
に

つ
い

て
も

記
載

を
省

略
し

て
お

り
ま

す
。

Ⅶ
　

賃
貸

不
動

産
の

時
価

に
関

す
る

情
報

当
法

人
は

、
本

学
敷

地
内

に
寄

宿
舎

等
を

有
し

て
お

り
ま

す
。

こ
れ

ら
の

賃
貸

等
不

動
産

の
貸

借
対

照
表

計
上

額
、

当
期

増
減

額
及

び
時

価
は

次
の

と
お

り
で

あ
り

ま
す

。

（
注

１
）
　

貸
借

対
照

表
計

上
額

は
、

取
得

原
価

額
か

ら
減

価
償

却
累

計
額

を
控

除
し

た
金

額
で

あ
り

ま
す

。

（
注

２
）
　

当
期

増
減

額
の

う
ち

、
主

な
増

減
額

は
次

の
と

お
り

で
あ

り
ま

す
。

Ⅵ
　

金
融

商
品

に
関

す
る

事
項

金
融

商
品

の
状

況
に

関
す

る
事

項

　
当

法
人

は
、

資
金

運
用

に
つ

い
て

は
預

金
に

限
定

し
実

施
し

て
お

り
ま

す
。

　
資

金
運

用
に

あ
た

っ
て

は
当

法
人

が
適

用
す

る
地

方
独

立
行

政
法

人
法

第
4
3
条

の
規

定
に

基
づ

い
て

お
り

ま
す

。

前
期

末
残

高
当

期
増

減
額

当
期

末
残

高

1
,9

0
2
,8

1
0

▲
 5

,2
9
0

1
,8

9
7
,5

2
0

2
,1

8
3
,7

0
4

（
単

位
 ：

 千
円

）

貸
借

対
照

表
計

上
額

当
期

末
の

時
価

（
単

位
：
千

円
）

賃
貸

収
益

賃
貸

費
用

そ
の

他

（
売

却
損

益
等

）

6
6
,2

4
1

1
2
2
,3

5
1

－

(5
2
,0

3
0
)
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（
単

位
：

千
円

）

当
期

償
却

額
当

期

減
損

損
失

当
期

減
損

損
失

相
当

額

有
形

固
定

資
産

（
特

定
償

却
資

産
）

建
物

1
1
,0

4
2
,9

3
1

-
-

1
1
,0

4
2
,9

3
1

2
,8

8
9
,2

8
5

2
5
3
,3

7
1

-
-

-
8
,1

5
3
,6

4
5

計
1
1
,0

4
2
,9

3
1

-
-

1
1
,0

4
2
,9

3
1

2
,8

8
9
,2

8
5

2
5
3
,3

7
1

-
-

-
8
,1

5
3
,6

4
5

建
物

3
8
1
,0

9
9

5
0
,6

0
0

-
4
3
1
,6

9
9

2
1
2
,7

5
0

2
3
,0

3
0

-
-

-
2
1
8
,9

4
8

構
築

物
4
9
2
,0

7
4

-
-

4
9
2
,0

7
4

1
8
5
,7

9
2

2
0
,4

7
9

-
-

-
3
0
6
,2

8
1

工
具

器
具

備
品

1
,0

1
6
,2

9
1

2
5
,4

6
6

5
9
,4

7
2

9
8
2
,2

8
4

9
2
0
,2

7
7

2
7
,9

3
0

-
-

-
6
2
,0

0
7

図
書

7
3
3
,7

2
2

3
,5

1
9

-
7
3
7
,2

4
2

-
-

-
-

-
7
3
7
,2

4
2

計
2
,6

2
3
,1

8
6

7
9
,5

8
5

5
9
,4

7
2

2
,6

4
3
,3

0
0

1
,3

1
8
,8

2
1

7
1
,4

4
0

-
-

-
1
,3

2
4
,4

7
8

非
償

却
資

産
土

地
3
,1

9
1
,6

6
5

-
-

3
,1

9
1
,6

6
5

-
-

-
-

-
3
,1

9
1
,6

6
5

美
術

品
2
5
,4

6
8

-
-

2
5
,4

6
8

-
-

-
-

-
2
5
,4

6
8

計
3
,2

1
7
,1

3
4

-
-

3
,2

1
7
,1

3
4

-
-

-
-

-
3
,2

1
7
,1

3
4

土
地

3
,1

9
1
,6

6
5

-
-

3
,1

9
1
,6

6
5

-
-

-
-

-
3
,1

9
1
,6

6
5

建
物

1
1
,4

2
4
,0

3
0

5
0
,6

0
0

-
1
1
,4

7
4
,6

3
0

3
,1

0
2
,0

3
6

2
7
6
,4

0
2

-
-

-
8
,3

7
2
,5

9
4

構
築

物
4
9
2
,0

7
4

-
-

4
9
2
,0

7
4

1
8
5
,7

9
2

2
0
,4

7
9

-
-

-
3
0
6
,2

8
1

工
具

器
具

備
品

1
,0

1
6
,2

9
1

2
5
,4

6
6

5
9
,4

7
2

9
8
2
,2

8
4

9
2
0
,2

7
7

2
7
,9

3
0

-
-

-
6
2
,0

0
7

図
書

7
3
3
,7

2
2

3
,5

1
9

-
7
3
7
,2

4
2

-
-

-
-

-
7
3
7
,2

4
2

美
術

品
2
5
,4

6
8

-
-

2
5
,4

6
8

-
-

-
-

-
2
5
,4

6
8

計
1
6
,8

8
3
,2

5
2

7
9
,5

8
5

5
9
,4

7
2

1
6
,9

0
3
,3

6
5

4
,2

0
8
,1

0
6

3
2
4
,8

1
2

-
-

-
1
2
,6

9
5
,2

5
9

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

1
3
8
,1

7
0

-
9
0
,1

9
6

4
7
,9

7
3

4
7
,9

7
3

1
5
,6

7
4

-
-

-
-

電
話

加
入

権
4
5

-
-

4
5

-
-

-
-

-
4
5

計
1
3
8
,2

1
5

-
9
0
,1

9
6

4
8
,0

1
8

4
7
,9

7
3

1
5
,6

7
4

-
-

-
4
5

主
な

当
期

増
加

額
の

要
因

は
以

下
の

と
お

り
で

す
。

(
2
)
　

棚
卸

資
産

の
明

細

（
単

位
：

千
円

）

種
　

類
期

首
残

高
当

期
増

加
額

当
期

減
少

額
期

末
残

高
摘

　
要

当
期

購
入

・
製

造
・

振
替

そ
の

他
払

出
・

振
替

そ
の

他

貯
蔵

品
8
0

3
5
4

-
3
0
3

-
1
3
1

計
8
0

3
5
4

-
3
0
3

-
1
3
1

無
形

固
定

資
産

（
特

定
償

却
資

産
以

外
）

※
有

形
固

定
資

産
（

建
物

）
の

当
期

増
加

額
5
0
,
6
0
0
千

円
は

学
生

寮
D
棟

改
修

工
事

に
よ

る
も

の
で

す
。

（
１

）
固

定
資

産
の

取
得

及
び

処
分

、
減

価
償

却
費

（
「

第
8
7
 
特

定
の

資
産

に
係

る
費

用
相

当
額

の
会

計
処

理
」

及
び

「
第

9
2
 
資

産
除

去
債

務
に

係
る

特
定

の
除

去
費

用
等

の
会

計
処

理
」

に
よ

る
減

価
償

却
相

当
額

も
含

む
。

）
並

び
に

減
損

損
失

の
明

細

資
　

産
　

の
　

種
　

類
期

首
残

高
当

期
増

加
額

当
期

減
少

額
期

末
残

高

減
価

償
却

累
計

額
減

損
損

失
累

計
額

差
引

当
期

末
残

高
摘

　
要

有
形

固
定

資
産

（
特

定
償

却
資

産
以

外
）

有
形

固
定

資
産

合
計
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(3
)　
有
価
証
券
の
明
細

(3
)－

1
　
流
動
資
産
と
し
て
計
上
さ
れ
た
有
価
証
券

該
当
事
項
は
あ
り
ま
せ
ん
。

(3
)－

2
　
投
資
そ
の
他
の
資
産
と
し
て
計
上
さ
れ
た
有
価
証
券

該
当
事
項
は
あ
り
ま
せ
ん
。

(4
)　
長
期
貸
付
金
の
明
細

該
当
事
項
は
あ
り
ま
せ
ん
。

(5
)　
長
期
借
入
金
の
明
細

該
当
事
項
は
あ
り
ま
せ
ん
。

 

(6
)　
公
立
大
学
法
人
債
の
明
細

該
当
事
項
は
あ
り
ま
せ
ん
。

(7
)　
引
当
金
の
明
細

該
当
事
項
は
あ
り
ま
せ
ん
。

(8
)　
資
産
除
去
債
務
の
明
細

該
当
事
項
は
あ
り
ま
せ
ん
。

(9
)　
保
証
債
務
の
明
細

該
当
事
項
は
あ
り
ま
せ
ん
。

(1
0
)　
資
本
剰
余
金
の
明
細

期
首
残
高

当
期
増
加
額

当
期
減
少
額

期
末
残
高

1
0
,4

4
5

-
-

1
0
,4

4
5

1
1
8

-
-

1
1
8

1
4
,9

5
0

-
-

1
4
,9

5
0

2
5
,5

1
3

-
-

2
5
,5

1
3

計

無
償
譲
与

授
業
料

寄
付
金
等

（
単
位
：
千
円
）

区
　
分

摘
要
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(1
1
)　

目
的

積
立

金
の

取
崩

し
の

明
細

（
単

位
：
千

円
）

海
外

留
学

事
業

体
験

学
習

事
業

女
性

リ
ー

ダ
ー

育
成

事
業

入
試

・
広

報
事

業
情

報
･教

育
計

5
6

2
0
1

1
5

1
3
8

1
7
4

5
8
5

-
1
5
2

-
2
,7

2
4

-
2
,8

7
6

2
,7

6
2

-
-

-
-

2
,7

6
2

3
7
4

3
9
3

2
0
9

4
5
2

-
1
,4

2
9

-
1
6

4
2
5
9

-
2
8
0

1
1
8

1
,9

3
4

7
8

-
1
1

2
,1

4
2

6
6
0

9
1
0

2
9
1

4
9
1

3
1
4

2
,6

6
9

-
2
6
2

-
5

-
2
6
7

6
7

2
0

-
2
4

-
1
1
2

9
,3

6
0

-
-

-
-

9
,3

6
0

-
2
0
8

-
1
1
6

-
3
2
5

1
3
,4

0
0

4
,1

0
0

6
0
0

4
,2

1
3

5
0
0

2
2
,8

1
3

(1
2
)　

運
営

費
交

付
金

債
務

及
び

運
営

費
交

付
金

収
益

の
明

細

(1
2
)－

1
　

運
営

費
交

付
金

債
務

（
単

位
：
千

円
）

期
末

残
高

運
営

費
交

付
金

収
益

資
本

剰
余

金
小

計

令
和

６
年

度
2
9
,2

3
4

-
-

-
-

2
9
,2

3
4

令
和

７
年

度
-

1
,4

4
4
,3

4
6

1
,4

1
7
,0

7
8

-
1
,4

1
7
,0

7
8

2
7
,2

6
7

合
計

2
9
,2

3
4

1
,4

4
4
,3

4
6

1
,4

1
7
,0

7
8

-
1
,4

1
7
,0

7
8

5
6
,5

0
2

(1
2
)－

2
　

運
営

費
交

付
金

収
益

（
単

位
：
千

円
）

　
　

　
合

計 1
,1

1
7
,4

8
0

2
9
9
,5

9
8

1
,4

1
7
,0

7
8

合
  

計
1
,4

1
7
,0

7
8

　

業
務

等
区

分
令

和
7
年

度
交

付
分

期
間

進
行

基
準

に
よ

る
も

の
1
,1

1
7
,4

8
0

費
用

進
行

基
準

に
よ

る
も

の
2
9
9
,5

9
8

合
計

交
付

年
度

期
首

残
高

交
付

金
当

期
交

付
額

当
期

振
替

額

　
　

図
書

資
料

費

　
　

通
信

運
搬

費

　
　

旅
費

交
通

費

　
　

報
酬

・
委

託
・
手

数
料

　
　

諸
会

費

　
　

損
害

保
険

料

　
　

奨
学

費

　
　

消
耗

品
費

　
　

印
刷

製
本

費

　
　

行
事

費

　
　

賃
借

料

積
立

金
の

名
称

及
び

事
業

名

前
中

期
目

標
期

間
繰

越
積

立
金

教
育

経
費
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(1
3
)　

地
方

公
共

団
体

等
か

ら
の

財
源

措
置

の
明

細

(1
3
)－

1
　

施
設

費
の

明
細

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。

(1
3
)－

2
　

補
助

金
等

の
明

細

長
期

繰
延

補
助

金
等

資
本

剰
余

金
補

助
金

等
収

益
そ

の
他

女
性

リ
ー

ダ
ー

養
成

事
業

費
補

助
金

（
女

性
ト
ッ

プ
リ

ー
ダ

ー
育

成
研

修
事

業
）

福
岡

県
直

接
経

費
-

1
,7

9
1

-
-

1
,7

9
1

-
-

公
立

大
学

法
人

施
設

整
備

費
等

補
助

金
(研

究
棟

A
・
B

棟
及

び
図

書
館

棟
防

火
シ

ャ
ッ

タ
ー

バ
ッ

テ
リ

ー
交

換
工

事
)

福
岡

県
直

接
経

費
-

1
,2

6
5

-
-

1
,2

6
5

-
-

公
立

大
学

法
人

施
設

整
備

費
等

補
助

金
(エ

レ
ベ

ー
タ

ー
改

修
工

事
)

福
岡

県
直

接
経

費
-

8
9
3

-
-

8
9
3

-
-

公
立

大
学

法
人

施
設

整
備

費
等

補
助

金
(図

書
館

棟
1
階

機
械

室
空

調
・
換

気
装

置
改

修
工

事
)

福
岡

県
直

接
経

費
-

2
,2

0
0

2
,2

0
0

-
-

-
-

公
立

大
学

法
人

施
設

整
備

費
等

補
助

金
(P

A
S
更

新
工

事
)

福
岡

県
直

接
経

費
-

1
,1

2
8

-
-

1
,1

2
8

-
-

公
立

大
学

法
人

施
設

整
備

費
等

補
助

金
(照

明
制

御
盤

更
新

工
事

)
福

岡
県

直
接

経
費

-
1
,2

6
5

-
-

1
,2

6
5

-
-

公
立

大
学

法
人

施
設

整
備

費
等

補
助

金
(大

学
校

舎
内

防
犯

カ
メ

ラ
更

新
工

事
)

福
岡

県
直

接
経

費
-

3
,5

5
3

3
,5

5
3

-
-

-
-

公
立

大
学

法
人

施
設

整
備

費
等

補
助

金
(L

L
教

室
シ

ス
テ

ム
更

新
工

事
)

福
岡

県
直

接
経

費
-

9
,9

5
5

9
,4

6
0

-
4
9
5

-
-

公
立

大
学

法
人

施
設

整
備

費
等

補
助

金
(な

で
し

こ
寮

D
棟

バ
リ

ア
フ

リ
ー

等
 改

修
工

事
)

福
岡

県
直

接
経

費
-

5
1
,0

9
9

5
0
,6

0
0

-
4
9
9

-
-

大
学

・
高

専
成

長
分

野
転

換
支

援
基

金
助

成
金

独
立

行
政

法
人

大
学

改
革

支
援

・
学

位
授

与
機

構
直

接
経

費
4
,2

3
3

1
4
,8

4
0

-
-

1
7
,3

4
2

-
1
,7

3
0

海
外

等
留

学
支

援
制

度
独

立
行

政
法

人
日

本
学

生
支

援
機

構
直

接
経

費
-

2
1
,6

5
0

-
-

2
1
,6

5
0

-
-

JE
E
S
留

学
生

奨
学

金
公

益
財

団
法

人
日

本
国

際
教

育
支

援
協

会
直

接
経

費
-

6
0
0

-
-

6
0
0

-
-

直
接

経
費

4
,2

3
3

1
1
0
,2

4
0

6
5
,8

1
3

-
4
6
,9

2
9

-
1
,7

3
0

計
4
,2

3
3

1
1
0
,2

4
0

6
5
,8

1
3

-
4
6
,9

2
9

-
1
,7

3
0

当
期

交
付

額

当
期

振
替

額
期

末
残

高
摘

要

合
計

注
）
損
益
計
算
書
の
補
助
金
等
収
益
は
、
長
期
繰
延
補
助
金
等
に
か
か
る
減
価
償
却
費
等
の
見
合
い
の
収
益
化
額
（
1
5
,2
5
6
千
円
）
が
含
ま
れ
る
た
め
、
上
記
補
助
金
等
収
益
と
は
一
致
し
て
お
り
ま
せ
ん
。（
単

位
：
千

円
）

名
称

交
付

元
経

費
の

別
期

首
残

高
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(1
4
)　

役
員

及
び

教
職

員
の

給
与

の
明

細

退
職

給
付

金
額

支
給

人
員

金
額

支
給

人
員

役
員

常
　

勤
3
4
,9

4
2

3
-

-

非
常

勤
7
0
0

4
-

-

計
3
5
,6

4
2

7
-

-

教
員

常
　

勤
7
5
6
,6

1
4

8
4

8
7
,5

4
7

4

非
常

勤
5
4
,0

7
7

5
0

-
-

計
8
1
0
,6

9
2

1
3
4

8
7
,5

4
7

4

職
員

常
　

勤
1
9
3
,6

8
2

2
9

8
,3

6
9

3

非
常

勤
1
2
3
,8

5
1

3
2

-
-

計
3
1
7
,5

3
4

6
1

8
,3

6
9

3

合
計

常
　

勤
9
8
5
,2

3
9

1
1
6

9
5
,9

1
7

7

非
常

勤
1
7
8
,6

2
9

8
6

-
-

計
1
,1

6
3
,8

6
9

2
0
2

9
5
,9

1
7

7

注
） 1 2 3 4

(1
5
)　

開
示

す
べ

き
セ

グ
メ

ン
ト
情

報

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。

  
報

酬
又

は
給

料
等

欄
に

は
、

受
託

事
業

費
に

含
ま

れ
る

人
件

費
は

含
ま

れ
て

お
り

ま
せ

ん
。

（
単

位
：
千

円
、

人
）

区
 分

報
酬

又
は

給
料

等

　
役

員
に

対
す

る
報

酬
は

、
公

立
大

学
法

人
福

岡
女

子
大

学
役

員
報

酬
規

程
に

基
づ

き
支

給
し

て
お

り
ま

す
。

　
教

職
員

の
給

与
及

び
退

職
手

当
は

、
公

立
大

学
法

人
福

岡
女

子
大

学
職

員
給

与
規

程
、

公
立

大
学

法
人

福
岡

女
子

大
学

教
員

年
俸

規
程

、
公

立
大

学
法

人
福

岡
女

子
大

学
職

員
退

職
手

当
規

程
、

公
立

大
学

法
人

福
岡

女
子

大
学

非
常

勤
職

員
等

賃
金

規
程

に
基

づ
き

支
給

し
て

お
り

ま
す

。

　
役

員
、

教
職

員
の

支
給

人
数

に
は

年
間

平
均

支
給

人
員

数
を

記
載

し
て

お
り

ま
す

。
ま

た
、

退
職

給
付

に
は

総
支

給
人

員
数

を
記

載
し

て
お

り
ま

す
。
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号

(1
6
)　
業
務
費
及
び
一
般
管
理
費
の
明
細

(単
位
:千

円
)

教
育
経
費

消
耗
品
費

1
2
,8

0
0

備
品
費

2
,5

9
4

印
刷
製
本
費

6
,2

7
4

水
道
光
熱
費

4
7
,5

2
6

旅
費
交
通
費

1
1
,8

8
9

通
信
運
搬
費

5
,9

6
1

賃
借
料

5
,4

9
8

保
守
費

2
,5

4
6

修
繕
費

2
,9

4
9

損
害
保
険
料

4
2
4

広
告
宣
伝
費

2
,7

8
3

行
事
費

8
,5

1
8

諸
会
費

1
,8

8
5

会
議
費

1
0

報
酬
・
委
託
・
手
数
料

1
0
1
,7

4
6

奨
学
費

2
0
7
,9

0
9

減
価
償
却
費

2
5
,4

9
7

雑
費

6
3

図
書
資
料
費

2
,1

4
7

4
4
9
,0

2
7

研
究
経
費

消
耗
品
費

1
2
,5

9
6

備
品
費

5
,0

9
8

印
刷
製
本
費

5
4
5

水
道
光
熱
費

3
5
,6

1
9

旅
費
交
通
費

1
5
,0

4
2

通
信
運
搬
費

2
1
6

賃
借
料

2
,0

1
1

車
両
燃
料
費

3
修
繕
費

2
,5

2
6

損
害
保
険
料

5
3

行
事
費

6
諸
会
費

3
,7

0
3

会
議
費

1
6

報
酬
・
委
託
・
手
数
料

5
6
,7

0
8

減
価
償
却
費

1
3
,4

6
3

雑
費

2
8

図
書
資
料
費

3
,1

4
5

1
5
0
,7

9
1

教
育
研
究
支
援
経
費

消
耗
品
費

2
,1

9
2

備
品
費

1
9
6

印
刷
製
本
費

1
,1

9
1

水
道
光
熱
費

6
,9

3
6

旅
費
交
通
費

1
5
4

通
信
運
搬
費

6
2

賃
借
料

8
,7

0
2

保
守
費

1
9
,1

9
2

修
繕
費

1
,2

4
2

諸
会
費

1
0
3

報
酬
・
委
託
・
手
数
料

3
0
,3

7
3

減
価
償
却
費

2
7
,9

4
6

図
書
資
料
費

2
,4

5
2

1
0
0
,7

4
8

受
託
研
究
費

備
品
費

1
6
5

旅
費
交
通
費

5
1
1

賃
借
料

1
1

損
害
保
険
料

5
諸
会
費

1
6
5

減
価
償
却
費

9
1

図
書
資
料
費

2
9
2

1
,2

4
3

共
同
研
究
費

消
耗
品
費

3
1
7

旅
費
交
通
費

1
9
5

賃
借
料

1
4
9

車
両
燃
料
費

0
報
酬
・
委
託
・
手
数
料

6
7
7

1
,3

4
1
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受
託

事
業

費
消

耗
品

費
5
3
6

旅
費

交
通

費
1
,4

1
8

通
信

運
搬

費
3
2

賃
借

料
3
,1

7
6

会
議

費
5

報
酬

・
委

託
・
手

数
料

9
,9

1
9

図
書

資
料

費
4
0

職
員

人
件

費
常

勤
教

員
給

与
  
 給

料
5
8
5

5
8
5

常
勤

職
員

給
与

  
  
給

料
2
6
2

2
6
2

非
常

勤
職

員
給

与
　

　
給

料
5
,7

3
4

　
　

賞
与

5
4
5

　
　

法
定

福
利

費
5
9
5

6
,8

7
6

2
2
,8

5
5

役
員

人
件

費
常

勤
役

員
給

与
報

酬
2
4
,9

3
5

賞
与

1
0
,0

0
7

法
定

福
利

費
3
,7

0
4

3
8
,6

4
7

非
常

勤
役

員
給

与
報

酬
7
0
0

7
0
0

3
9
,3

4
7

教
員

人
件

費
常

勤
教

員
給

与
給

料
5
4
3
,4

2
9

賞
与

2
1
3
,1

8
4

退
職

給
付

費
用

8
7
,5

4
7

法
定

福
利

費
1
2
6
,0

3
9

9
7
0
,2

0
1

非
常

勤
教

員
給

与
給

料
5
4
,0

7
7

法
定

福
利

費
1
6
3

5
4
,2

4
0

1
,0

2
4
,4

4
2

職
員

人
件

費
常

勤
職

員
給

与
給

料
1
4
4
,3

4
3

賞
与

4
9
,3

3
9

退
職

給
付

費
用

8
,3

6
9

法
定

福
利

費
3
2
,0

3
9

2
3
4
,0

9
2

非
常

勤
職

員
給

与
給

料
1
0
8
,5

2
5

賞
与

1
5
,3

2
6

法
定

福
利

費
2
0
,3

2
8

1
4
4
,1

8
0

3
7
8
,2

7
2

一
般

管
理

費
消

耗
品

費
2
,1

7
4

備
品

費
1
5
9

印
刷

製
本

費
4
1
0

水
道

光
熱

費
4
,7

1
2

旅
費

交
通

費
1
,6

9
7

通
信

運
搬

費
2
,1

7
9

賃
借

料
2
,5

2
6

保
守

費
1
,9

7
7

修
繕

費
4
,1

1
5

損
害

保
険

料
3
,1

8
6

広
告

宣
伝

費
4
,5

6
8

行
事

費
2
7
2

会
議

費
1
5
8

報
酬

・
委

託
・
手

数
料

6
5
,7

0
3

租
税

公
課

1
,9

6
7

減
価

償
却

費
2
0
,1

1
5

雑
費

7
4
7

諸
会

費
1
,8

1
1

図
書

資
料

費
3
0
9

1
1
8
,7

9
5



51
令

和
８

年
９

月
25

日
　

金
曜

日
第

73
0 

号

(1
7
) 
 寄

附
金

の
明

細

当
期

受
入

額
件

数
摘

要

1
3
,9

1
1

(2
,0

1
9
)

1
0

(-
)

注
）

(1
8
) 
 受

託
研

究
の

明
細 委
託

者
経

費
の

別
　

期
首

残
高

当
期

受
入

額
受

託
研

究
収

益
期

末
残

高

直
接

経
費

-
-

-
-

間
接

経
費

-
-

-
-

直
接

経
費

-
-

-
-

間
接

経
費

-
-

-
-

直
接

経
費

-
-

-
-

間
接

経
費

-
-

-
-

直
接

経
費

-
-

-
-

間
接

経
費

-
-

-
-

直
接

経
費

-
9
9
2

9
9
2

-

間
接

経
費

-
2
9
7

2
9
7

-

直
接

経
費

-
1
,0

5
0

1
5
9

8
9
0

間
接

経
費

-
4
5
0

-
4
5
0

直
接

経
費

-
-

-
-

間
接

経
費

-
-

-
-

直
接

経
費

-
2
,0

4
2

1
,1

5
1

8
9
0

間
接

経
費

-
7
4
7

2
9
7

4
5
0

(1
9
) 
 共

同
研

究
の

明
細

共
同

研
究

契
約

の
相

手
方

経
費

の
別

　
期

首
残

高
当

期
受

入
額

共
同

研
究

収
益

期
末

残
高

直
接

経
費

-
-

-
-

間
接

経
費

-
-

-
-

直
接

経
費

-
-

-
-

間
接

経
費

-
-

-
-

直
接

経
費

-
-

-
-

間
接

経
費

-
-

-
-

直
接

経
費

-
-

-
-

間
接

経
費

-
-

-
-

直
接

経
費

-
-

-
-

間
接

経
費

-
-

-
-

直
接

経
費

-
1
,4

4
8

1
,3

4
1

1
0
7

間
接

経
費

-
3
8
4

2
3
4

1
5
0

直
接

経
費

-
-

-
-

間
接

経
費

-
-

-
-

直
接

経
費

-
1
,4

4
8

1
,3

4
1

1
0
7

間
接

経
費

-
3
8
4

2
3
4

1
5
0

国

独
立

行
政

法
人

・
国

立
大

学
法

人

株
式

会
社

等

そ
の

他

合
計

合
計

（
単

位
：
千

円
）

地
方

公
共

団
体

（
設

立
団

体
）

地
方

独
立

行
政

法
人

等
（
設

立
団

体
）

地
方

公
共

団
体

等
（
設

立
団

体
以

外
）

地
方

公
共

団
体

等
（
設

立
団

体
以

外
）

国

独
立

行
政

法
人

・
国

立
大

学
法

人

株
式

会
社

等

そ
の

他

（
単

位
：
千

円
、

件
）

注
）
　

件
数

の
う

ち
、

基
金

に
つ

い
て

は
少

額
雑

多
な

た
め

、
基

金
ご

と
に

１
件

と
し

て
カ

ウ
ン

ト
し

て
お

り
ま

す
。

　
　

( 
 )
は

現
物

寄
附

に
よ

る
も

の
で

、
内

数
と

し
て

記
載

し
て

お
り

、
件

数
に

つ
い

て
は

種
類

が
多

岐
に

わ
た

り
、

か
つ

単
位

が
一

律
で

は
な

い
た

め
、

記
載

を
省

略
し

て
お

り
ま

す
。

（
単

位
：
千

円
）

地
方

公
共

団
体

（
設

立
団

体
）

地
方

独
立

行
政

法
人

等
（
設

立
団

体
）



52
令

和
８

年
９

月
25

日
　

金
曜

日
第

73
0 

号

(2
0
) 
 受

託
事

業
等

の
明

細
（
単

位
：
千

円
）

委
託

者
等

経
費

の
別

　
期

首
残

高
当

期
受

入
額

受
託

事
業

等
収

益
期

末
残

高

直
接

経
費

-
1
5
,8

9
8

1
5
,8

9
8

-

間
接

経
費

-
2
7

2
7

-

直
接

経
費

-
-

-
-

間
接

経
費

-
-

-
-

直
接

経
費

-
1
0
7

1
0
7

-

間
接

経
費

-
3
2

3
2

-

直
接

経
費

-
7
,5

5
8

7
,5

5
8

-

間
接

経
費

-
7
5
5

7
5
5

-

直
接

経
費

-
-

-
-

間
接

経
費

-
-

-
-

直
接

経
費

-
-

-
-

間
接

経
費

-
-

-
-

直
接

経
費

-
-

-
-

間
接

経
費

-
-

-
-

直
接

経
費

-
2
3
,5

6
4

2
3
,5

6
4

-

間
接

経
費

-
8
1
5

8
1
5

-

(2
1
)科

学
研

究
費

助
成

事
業

等
の

明
細

当
期

受
入

額
件

数
摘

要

(9
4
0
)

3

2
8
2

(1
,8

1
0
)

5

5
4
3

(1
6
,9

8
0
)

2
7

5
,0

9
4

(1
,1

0
0
)

1

3
3
0

(1
0
0
)

1

3
0

(1
0
0
)

1

3
0

(4
9
0
)

1

-

(1
,1

0
0
)

1

3
3
0

(2
2
,6

2
0
)

4
0

6
,6

3
9

注
）
上

段
（
）
内

に
直

接
経

費
相

当
額

を
、

下
段

に
間

接
経

費
相

当
額

を
記

載
し

て
お

り
ま

す
。

(2
2
)　

上
記

以
外

の
主

な
資

産
、

負
債

、
費

用
及

び
収

益
の

明
細

(2
2
)-

1
 現

金
及

び
預

金

区
　

分
金

　
額

現
金

4
2
7

普
通

預
金

3
9
0
,2

6
6

定
期

預
金

1
0
0
,0

0
0

合
　

計
4
9
0
,6

9
3

(2
2
)-

2
 未

払
金

区
　

分
金

　
額

摘
　

要

人
件

費
9
6
,0

6
7

固
定

資
産

5
3
,5

0
1

そ
の

他
6
2
,6

4
5

合
　

計
2
1
2
,2

1
5

（
単

位
：
千

円
）

日
本

学
術

振
興

会
科

学
研

究
費

補
助

金
　

国
際

共
同

加
速

基
金

日
本

学
術

振
興

会
科

学
研

究
費

補
助

金
　

研
究

公
開

促
進

費

日
本

学
術

振
興

会
科

学
研

究
費

補
助

金
　

研
究

活
動

ス
タ

ー
ト
支

援

合
計

（
単

位
：
千

円
）

摘
　

要

日
本

学
術

振
興

会
科

学
研

究
費

補
助

金
　

基
盤

研
究

Ｂ

日
本

学
術

振
興

会
科

学
研

究
費

補
助

金
　

基
盤

研
究

Ｃ

日
本

学
術

振
興

会
科

学
研

究
費

補
助

金
　

若
手

研
究

日
本

学
術

振
興

会
科

学
研

究
費

補
助

金
　

挑
戦

的
研

究
（
萌

芽
）

そ
の

他

合
計

（
単

位
：
千

円
、

件
）

種
目

日
本

学
術

振
興

会
科

学
研

究
費

補
助

金
　

基
盤

研
究

Ａ

地
方

公
共

団
体

（
設

立
団

体
）

地
方

独
立

行
政

法
人

等
（
設

立
団

体
）

地
方

公
共

団
体

等
（
設

立
団

体
以

外
）

国

独
立

行
政

法
人

・
国

立
大

学
法

人

株
式

会
社

等



53
令

和
８

年
９

月
25

日
　

金
曜

日
第

73
0 

号 　公告

　地方独立行政法人法（平成15年法律第118号）第34条第３項の規定に基づき、公立大

学法人福岡県立大学令和７年度財務諸表について、次のとおり公告します。

　　令和８年９月25日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公立大学法人福岡県立大学　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事長　柴田　洋三郎　　



54
令

和
８

年
９

月
25

日
　

金
曜

日
第

73
0 

号

（
単

位
：
千

円
）

資 資
産産

のの
部部

Ⅰ
固

定
資

産

有
形

固
定

資
産

土
地

建
物 減

価
償

却
累

計
額

▲
 4

,0
9
7
,4

7
0

▲
 3

0
,3

8
4

構
築

物

減
価

償
却

累
計

額
▲

 7
0
5
,1

6
1

機
械

装
置

減
価

償
却

累
計

額
▲

 1
3
,4

7
8

工
具

器
具

備
品

減
価

償
却

累
計

額
▲

 2
8
0
,4

8
8

医
療

用
工

具
器

具
備

品

減
価

償
却

累
計

額
▲

 4
2
,1

0
5

図
書

美
術

品

建
設

仮
勘

定

有
形

固
定

資
産

合
計

無
形

固
定

資
産

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

著
作

権

電
話

加
入

権

無
形

固
定

資
産

合
計

投
資

そ
の

他
の

資
産

長
期

貸
付

金

投
資

そ
の

他
の

資
産

合
計

固
定

資
産

合
計

Ⅱ
流

動
資

産

現
金

及
び

預
金

未
収

学
生

納
付

金
収

入

　
徴

収
不

能
引

当
金

▲
 8

0
3

前
払

費
用

前
払

金

そ
の

他
の

未
収

入
金

そ
の

他
の

流
動

資
産

流
動

資
産

合
計

資
産

合
計

科
　

目

減
損

損
失

累
計

額

（
令

和
８

年
３

月
３

１
日

現
在

）
貸貸

　　
借借

　　
対対

　　
照照

　　
表表

金
　

　
　

　
　

　
　

額



55
令

和
８

年
９

月
25

日
　

金
曜

日
第

73
0 

号

（
単

位
：
千

円
）

科
　

目

（
令

和
８

年
３

月
３

１
日

現
在

）
貸貸

　　
借借

　　
対対

　　
照照

　　
表表

金
　

　
　

　
　

　
　

額

負負
債債

のの
部部

Ⅰ
固

定
負

債

長
期

繰
延

補
助

金
等

(注
)

長
期

リ
ー

ス
債

務

固
定

負
債

合
計

Ⅱ
流

動
負

債

運
営

費
交

付
金

債
務

(注
)

寄
附

金
債

務
(注

)

前
受

共
同

研
究

費
(注

)

前
受

金

科
学

研
究

費
助

成
事

業
等

預
り

金

預
り

金

未
払

金

リ
ー

ス
債

務

未
払

費
用

未
払

消
費

税
等

資
産

除
去

債
務

流
動

負
債

合
計

負
債

合
計

純 純
資資

産産
のの

部部

Ⅰ
資

本
金

地
方

公
共

団
体

出
資

金

資
本

金
合

計

Ⅱ
資

本
剰

余
金

資
本

剰
余

金

減
価

償
却

相
当

累
計

額
（
▲

）
(注

)
▲

 3
,9

3
8
,9

9
5

減
損

損
失

相
当

累
計

額
（
▲

）
(注

)
▲

 1
8
,9

2
4

除
売

却
差

額
相

当
累

計
額

（
▲

）
(注

)
▲

 4
,6

9
5

資
本

剰
余

金
合

計
▲

 3
,8

9
4
,6

7
7

Ⅲ
利

益
剰

余
金

前
中

期
目

標
期

間
繰

越
積

立
金

(注
)

当
期

未
処

分
利

益

（
う

ち
当

期
総

利
益

）

利
益

剰
余

金
合

計

純
資

産
合

計

負
債

純
資

産
合

計

（
注

）
こ

れ
ら

は
、

地
方

独
立

行
政

法
人

固
有

の
会

計
処

理
に

伴
う

勘
定

科
目

で
す

。



56
令

和
８

年
９

月
25

日
　

金
曜

日
第

73
0 

号

（
単

位
：
千

円
）

経 経
常常

費費
用用

業
務

費

教
育

経
費

研
究

経
費

教
育

研
究

支
援

経
費

受
託

研
究

費

受
託

事
業

費

役
員

人
件

費

教
員

人
件

費

職
員

人
件

費

一
般

管
理

費

財
務

費
用

支
払

利
息

経
常

費
用

合
計

経 経
常常

収収
益益

運
営

費
交

付
金

収
益

(注
3
)

授
業

料
収

益
(注

3
)

入
学

金
収

益
(注

3
)

検
定

料
収

益

そ
の

他
業

務
収

益

受
託

研
究

収
益

(注
3
)

受
託

事
業

等
収

益
(注

3
)

補
助

金
等

収
益

(注
3
)

寄
附

金
収

益
(注

3
)

財
務

収
益

受
取

利
息

延
滞

金

雑
益 財

産
貸

付
料

収
益

手
数

料
収

益

研
究

関
連

収
入

そ
の

他
の

雑
益

経
常

収
益

合
計

経 経
常常

利利
益益

臨 臨
時時

損損
失失

固
定

資
産

除
却

損

減
損

損
失

当 当
期期

純純
利利

益益

当 当
期期

総総
利利

益益 （
注

1
）
資

本
剰

余
金

を
減

額
し

た
コ

ス
ト

等
に

関
す

る
注

記
当

期
総

利
益

減
価

償
却

相
当

額
▲

 1
9
3
,6

3
0

賞
与

引
当

増
加

相
当

額
▲

 1
1
3

退
職

給
付

引
当

増
加

相
当

額
▲

 2
9
,7

4
9

小
計

▲
 2

2
3
,4

9
2

資
本

剰
余

金
を

減
額

し
た

コ
ス

ト
等

を
含

め
た

損
益

相
当

額
▲

 1
7
5
,3

3
6

（
注

2
）
科

学
研

究
費

助
成

事
業

等
に

関
す

る
注

記
当

期
受

入
額

当
期

支
出

額

（
注

3
）
こ

れ
ら

は
、

地
方

独
立

行
政

法
人

固
有

の
会

計
処

理
に

伴
う

勘
定

科
目

で
す

。

損損
　　

益益
　　

計計
　　

算算
　　

書書

金
　

　
　

　
　

　
　

　
　

額

退
職

給
付

引
当

増
加

相
当

額
の

中
に

は
、

福
岡

県
か

ら
の

派
遣

職
員

に
係

る
も

の
が

▲
8
,2

6
7
千

円
含

ま
れ

て
お

り
ま

す
。

科
　

　
目

雑
損

そ
の

他
雑

損

（
令

和
７

年
４

月
１

日
～

令
和

８
年

３
月

３
１

日
）
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年
９

月
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日
　

金
曜

日
第
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号

（単位：千円）

うち当期総利益（又は
当期総損失）

当期首残高 ▲ 3,745,365 ▲ 18,924 ▲ 4,695 ▲ 3,701,047 ▲ 2,122

当期変動額

Ⅰ　資本金の当期変動額

Ⅱ　資本剰余金の当期変動額

減価償却 － ▲ 193,630 ▲ 193,630 － ▲ 193,630

Ⅲ　利益剰余金（又は繰越欠損金）の当期変動額

（１）利益の処分又は損失の処理

損失処理による取り崩し － － ▲ 2,122 － －

（２）その他

当期純利益（又は当期純損失） － －

当期変動額合計 － － － ▲ 193,630 － － ▲ 193,630 ▲ 2,122 ▲ 145,474

当期末残高 ▲ 3,938,995 ▲ 18,924 ▲ 4,695 ▲ 3,894,677

減価償却相当累
計額（▲）

減損損失相当累
計額（▲）

除売却差額相当
累計額（▲）

資本剰余金合計
前中期目標期間

繰越積立金

純純資資産産変変動動計計算算書書

（令和７年４月１日～令和８年３月３１日）

Ⅰ　資本金 Ⅱ　資本剰余金 Ⅲ　利益剰余金

純資産合計
地方公共団体出

資金
資本金合計 資本剰余金

当期未処分利益（又
は当期未処理損失）

利益剰余金（又は繰
越欠損金）合計
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令

和
８

年
９

月
25

日
　

金
曜

日
第

73
0 

号

（
単

位
：
千

円
）

Ⅰ
　

業
務

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

原
材

料
、

商
品

又
は

サ
ー

ビ
ス

の
購

入
に

よ
る

支
出

▲
 2

4
3
,2

3
1

人
件

費
支

出
▲

 1
,4

1
1
,9

2
2

そ
の

他
の

業
務

支
出

▲
 2

4
9
,6

3
5

運
営

費
交

付
金

収
入

授
業

料
収

入

入
学

金
収

入

検
定

料
収

入

受
託

研
究

収
入

共
同

研
究

収
入

寄
附

金
収

入

補
助

金
等

収
入

そ
の

他
の

収
入

科
学

研
究

費
助

成
事

業
等

預
り

金
の

純
増

減
額

▲
 3

,9
7
7

　
　

 業
務

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

Ⅱ
　

投
資

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

有
形

固
定

資
産

の
取

得
に

よ
る

支
出

▲
 1

0
5
,0

4
0

無
形

固
定

資
産

の
取

得
に

よ
る

支
出

▲
 1

1
,9

2
3

　
小

計
▲

 1
1
6
,9

6
4

利
息

及
び

配
当

金
の

受
取

額

　
　

 投
資

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

▲
 1

1
5
,8

2
9

Ⅲ
　

財
務

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

リ
ー

ス
債

務
の

返
済

に
よ

る
支

出
▲

 2
8
,0

4
7

　
小

計
▲

 2
8
,0

4
7

利
息

の
支

払
額

▲
 2

,3
2
9

　
　

 財
務

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

▲
 3

0
,3

7
6

Ⅳ
　

資
金

増
加

額

Ⅴ
　

資
金

期
首

残
高

Ⅵ
　

資
金

期
末

残
高

キキ
ャャ

ッッ
シシ

ュュ
・・
フフ

ロロ
ーー

計計
算算

書書
（
令

和
７

年
４

月
１

日
～

令
和

８
年

３
月

３
１

日
）
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令
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８

年
９

月
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日
　

金
曜

日
第

73
0 

号

（
単
位
：
円
）

Ⅰ
　
　
当
期
未
処
分
利
益

当
期
総
利
益

Ⅱ
　
　
利
益
処
分
額

地
方
独
立
行
政
法
人
法
第
4
0
条
第
3
項
に
よ
り

設
立
団
体
の
長
の
承
認
を
受
け
よ
う
と
す
る
額

教
育
研
究
等
改
善
目
的
積
立
金利利
益益
のの
処処
分分
にに
関関
すす
るる
書書
類類

科
　
　
　
　
目

金
　
　
　
　
額
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８

年
９

月
25

日
　

金
曜

日
第

73
0 

号

注
記

事
項

Ⅰ
重
要
な
会
計
方
針

１
当
事
業
年
度
よ
り
、
改
訂
後
の
「地
方
独
立
行
政
法
人
会
計
基
準
及
び
地
方
独
立
行
政
法
人
会
計
基
準
注
解
」（
令
和
８
年
３
月
３
１

日
総
務
省
告
示
第
１
３
２
号
改
訂
）及
び
「「
地
方
独
立
行
政
法
人
会
計
基
準
及
び
地
方
独
立
行
政
法
人
会
計
基
準
注
解
」に
関
す
る

Ｑ
＆
Ａ
」（
令
和
８
年
４
月
改
訂
総
務
省
自
治
行
政
局
総
務
省
自
治
財
政
局
日
本
公
認
会
計
士
協
会
）を
適
用
し
て
財
務
諸
表
等
を
作

成
し
て
お
り
ま
す
。

２
運
営
費
交
付
金
収
益
及
び
授
業
料
収
益
の
計
上
基
準

原
則
と
し
て
、
期
間
進
行
基
準
を
採
用
し
て
お
り
ま
す
。

な
お
、
退
職
手
当
及
び
特
別
交
付
金
の
う
ち
特
別
の
経
費
に
つ
い
て
は
費
用
進
行
基
準
を
採
用
し
て
お
り
ま
す
。

３
減
価
償
却
の
会
計
、
処
理
方
法

（１
）有
形
固
定
資
産

定
額
法
を
採
用
し
て
お
り
ま
す
。

耐
用
年
数
に
つ
い
て
は
、
法
人
税
法
上
の
耐
用
年
数
を
基
準
と
し
て
お
り
ま
す
。
主
な
資
産
の
耐
用
年
数
は
以
下
の
と
お
り
で
あ

り
ま
す
。

建
物

１
０
～
４
４
年

構
築
物

３
～
４
７
年

工
具
器
具
備
品

１
～
１
４
年

な
お
、
特
定
の
償
却
資
産
（地
方
独
立
行
政
法
人
会
計
基
準
第
８
７
）の
減
価
償
却
相
当
額
に
つ
い
て
は
、
減
価
償
却
相
当
累

計
額
と
し
て
資
本
剰
余
金
か
ら
控
除
し
て
表
示
し
て
お
り
ま
す
。

（２
）無
形
固
定
資
産

定
額
法
を
採
用
し
て
お
り
ま
す
。

な
お
、
法
人
内
利
用
の
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
に
つ
い
て
は
、
法
人
内
に
お
け
る
利
用
可
能
期
間
（５
年
）に
基
づ
い
て
償
却
し
て
お
り
ま

す
。

４
引
当
金
の
計
上
基
準

（１
）徴
収
不
能
引
当
金
の
計
上
基
準

債
権
の
回
収
不
能
に
よ
る
損
失
に
備
え
る
た
め
、
貸
倒
懸
念
債
権
等
の
特
定
債
権
に
つ
い
て
は
個
別
に
債
権
の
回
収
可
能
性
を

検
討
し
、
回
収
不
能
見
込
額
を
計
上
し
て
お
り
ま
す
。

（２
）賞
与
引
当
金
及
び
見
積
額
の
計
上
基
準

役
員
及
び
教
職
員
に
対
し
て
支
給
す
る
賞
与
に
つ
い
て
は
、
翌
期
以
降
の
運
営
費
交
付
金
に
よ
り
財
源
措
置
が
な
さ
れ
て
い
る

た
め
、
賞
与
引
当
金
は
計
上
し
て
お
り
ま
せ
ん
。

な
お
、
資
本
剰
余
金
を
減
額
し
た
コ
ス
ト
等
の
注
記
に
お
け
る
賞
与
引
当
増
加
相
当
額
は
、
当
事
業
年
度
末
の
賞
与
引
当
相
当

額
か
ら
前
事
業
年
度
末
の
同
相
当
額
を
控
除
し
た
額
を
計
上
し
て
お
り
ま
す
。

（３
）退
職
給
付
に
係
る
引
当
金
及
び
見
積
額
の
計
上
基
準

退
職
一
時
金
に
つ
い
て
は
、
運
営
費
交
付
金
に
よ
り
財
源
措
置
が
な
さ
れ
る
た
め
、
退
職
給
付
に
係
る
引
当
金
は
計
上
し
て
お
り

ま
せ
ん
。

な
お
、
資
本
剰
余
金
を
減
額
し
た
コ
ス
ト
等
の
注
記
に
お
け
る
退
職
給
付
引
当
増
加
相
当
額
は
、
地
方
独
立
行
政
法
人
会
計
基

準
第
９
０
に
基
づ
き
計
算
さ
れ
た
退
職
一
時
金
に
係
る
退
職
給
付
引
当
金
の
当
期
増
加
額
を
計
上
し
て
お
り
ま
す
。
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曜
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５
リ
ー
ス
取
引
の
会
計
処
理

リ
ー
ス
料
総
額
が
３
０
０
万
円
以
上
の
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
・リ
ー
ス
取
引
に
つ
い
て
は
、
通
常
の
売
買
取
引
に
係
る
方
法
に
準
じ
た
会
計

処
理
に
よ
っ
て
お
り
ま
す
。

６
消
費
税
等
の
会
計
処
理

消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
会
計
処
理
方
法
は
、
税
込
方
式
に
よ
っ
て
お
り
ま
す
。

７
財
務
諸
表
の
表
示
単
位

利
益
の
処
分
に
関
す
る
書
類
を
除
き
、
記
載
金
額
は
千
円
単
位
と
し
、
表
示
単
位
未
満
に
つ
い
て
は
切
り
捨
て
表
示
し
て
お
り
ま

す
。

Ⅱ
貸
借
対
照
表
関
係

１
賞
与
引
当
金
の
見
積
額

運
営
費
交
付
金
か
ら
充
当
さ
れ
る
べ
き
賞
与
引
当
相
当
額
は
、

千
円
で
す
。

２
退
職
給
付
引
当
金
の
見
積
額

運
営
費
交
付
金
か
ら
充
当
さ
れ
る
べ
き
退
職
給
付
引
当
金
の
見
積
額
は
、

千
円
で
す
。

Ⅲ
損
益
計
算
書
関
係

該
当
事
項
は
あ
り
ま
せ
ん
。

Ⅳ
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・フ
ロ
ー
計
算
書
関
係

１
資
金
の
期
末
残
高
の
貸
借
対
照
表
科
目
別
の
内
訳

令
和
８
年
３
月
３
１
日

現
金
及
び
預
金

千
円

資
金
期
末
残
高

千
円

２
重
要
な
非
資
金
取
引
の
内
容

現
物
寄
附
に
よ
る
資
産
・消
耗
品
等
の
取
得

千
円

フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
・リ
ー
ス
に
よ
る
資
産
の
取
得

千
円

資
産
除
去
債
務
の
計
上

千
円



62
令

和
８

年
９

月
25

日
　

金
曜

日
第

73
0 

号

Ⅴ
公
立
大
学
法
人
の
業
務
運
営
に
関
し
て
住
民
等
の
負
担
に
帰
せ
ら
れ
る
コ
ス
ト

（単
位
：千
円
）

業
務
費
用

（１
）損
益
計
算
書
上
の
費
用

（２
）（
控
除
）自
己
収
入
等

▲

業
務
費
用
合
計

資
本
剰
余
金
を
減
額
し
た
コ
ス
ト
等

機
会
費
用

国
又
は
地
方
公
共
団
体
の
無
償
又
は
減
額
さ
れ
た
使
用
料
に
よ
る
貸
借
取
引
の
機
会
費
用

地
方
公
共
団
体
出
資
の
機
会
費
用

公
立
大
学
法
人
の
業
務
運
営
に
関
し
て
住
民
等
の
負
担
に
帰
せ
ら
れ
る
コ
ス
ト

公
立
大
学
法
人
の
業
務
運
営
に
関
し
て
住
民
等
の
負
担
に
帰
せ
ら
れ
る
コ
ス
ト
の
注
記
に
お
け
る
機
会
費
用
の
計
上
方
法

（１
）国
又
は
地
方
公
共
団
体
財
産
の
無
償
又
は
減
額
さ
れ
た
使
用
料
に
よ
る
貸
借
取
引
の
機
会
費
用
の
計
算
方
法

福
岡
県
河
川
流
水
占
用
料
等
徴
収
条
例
を
参
考
に
計
算
し
て
お
り
ま
す
。

（２
）地
方
公
共
団
体
出
資
の
機
会
費
用
の
計
算
に
使
用
し
た
利
率

年
利
付
国
債
の
令
和
８
年
３
月
末
利
回
り
を
参
考
に
、

％
で
計
算
し
て
お
り
ま
す
。

Ⅵ
固
定
資
産
の
減
損
会
計
に
関
す
る
注
記

１
 
減
損
を
認
識
し
た
固
定
資
産
の
用
途
、
種
類
、
場
所
、
帳
簿
価
額
の
概
要

単
位
：千
円

用
途

種
類

場
所

帳
簿
価
額

校
舎
旧
生
涯
福
祉
研
究
セ
ン
タ
ー

建
物

田
川
市
大
字
伊
田

２
 
減
損
の
認
識
に
至
っ
た
経
緯

上
記
校
舎
は
、
解
体
す
る
こ
と
を
決
定
し
た
た
め
、
減
損
を
認
識
し
て
お
り
ま
す
。

３
 
減
損
額
の
う
ち
損
益
計
算
書
に
計
上
し
た
金
額
と
計
上
し
て
い
な
い
金
額
の
主
要
な
固
定
資
産
ご
と
の
内
訳

単
位
：千
円

４
 
回
収
可
能
サ
ー
ビ
ス
価
額
の
算
定
方
法
の
概
要

解
体
す
る
こ
と
を
決
定
し
て
い
る
た
め
、
回
収
可
能
サ
ー
ビ
ス
価
額
は
、
円
と
し
て
お
り
ま
す
。

用
途

種
類

損
益
計
算
書
に
計
上

し
た
減
損
額

損
益
計
算
書
に
計
上

し
て
い
な
い
減
損
額

校
舎
旧
生
涯
福
祉
研
究
セ
ン
タ
ー

建
物

－
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Ⅶ
金
融
商
品
に
関
す
る
事
項

１
金
融
商
品
の
状
況
に
関
す
る
事
項

当
法
人
は
、
資
金
運
用
に
つ
い
て
は
預
金
等
に
限
定
し
て
お
り
ま
す
。

資
金
運
用
に
あ
た
っ
て
は
当
法
人
が
適
用
す
る
地
方
独
立
行
政
法
人
法
第
４
３
条
の
規
定
に
基
づ
き
実
施
し
て
お
り
ま
す
が
、

公
債
・社
債
及
び
株
式
等
は
保
有
し
て
お
り
ま
せ
ん
。

２
金
融
商
品
の
時
価
等
に
関
す
る
事
項

現
金
は
注
記
を
省
略
し
て
お
り
、
預
金
及
び
未
払
金
は
短
期
間
で
決
済
さ
れ
る
た
め
時
価
が
帳
簿
価
額
に
近
似
す
る
こ
と
か

ら
、
注
記
を
省
略
し
て
お
り
ま
す
。
ま
た
、
重
要
性
が
乏
し
い
も
の
に
つ
い
て
も
記
載
を
省
略
し
て
お
り
ま
す
。

Ⅷ
賃
貸
等
不
動
産
の
時
価
等
に
関
す
る
事
項

当
法
人
は
、
福
岡
県
田
川
市
に
お
い
て
、
賃
貸
等
不
動
産
を
保
有
し
て
お
り
ま
す
が
、
賃
貸
等
不
動
産
の
総
額
に
重
要
性
が
乏
し
い

た
め
、
注
記
を
省
略
し
て
お
り
ま
す
。

Ⅸ
資
産
除
去
債
務
に
関
す
る
注
記

１
資
産
除
去
債
務
の
内
容
及
び
算
定
方
法

石
綿
障
害
予
防
規
則
等
の
規
定
に
基
づ
く
建
物
の
ア
ス
ベ
ス
ト
除
去
義
務
で
あ
り
ま
す
。

な
お
、
耐
用
年
数
は
到
来
済
み
で
す
。

２
資
産
除
去
債
務
の
総
額
の
増
減

期
首
残
高

－
千
円

そ
の
他
増
減
額

千
円

期
末
残
高

千
円

Ⅹ
重
要
な
債
務
負
担
行
為

（単
位
：千
円
）

件
名

契
約
額

う
ち
翌
期
以
降

支
払
金
額

号
館
改
修
工
事

体
育
館
改
修
工
事

旧
生
涯
福
祉
研
究
セ
ン
タ
ー
解
体
工
事

Ⅺ
重
要
な
後
発
事
象

該
当
す
る
事
項
は
あ
り
ま
せ
ん
。
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令

和
８

年
９

月
25

日
　

金
曜

日
第

73
0 

号 （
単
位
：
千
円
）

当
期
償
却
額

当
期

減
損
損
失

当
期

減
損
損
失
相
当
額

建
物

工
具
器
具
備
品

計

建
物

構
築
物

機
械
装
置

工
具
器
具

備
品

医
療
用
工
具

器
具
備
品

図
書

計

土
地

美
術
品

建
設
仮
勘
定

計

土
地

建
物

構
築
物

機
械
装
置

工
具
器
具
備
品

注
）

医
療
用
工
具

器
具
備
品

図
書

美
術
品

建
設
仮
勘
定

計

ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア

ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
仮
勘

定 著
作
権

電
話
加
入
権

計

長
期
貸
付
金

計

注
）
工
具
器
具
備
品
の
当
期
増
加
額
は
、
主
に
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
・
リ
ー
ス
に
よ
る
情
報
処
理
教
室
シ
ス
テ
ム
7
0
,5
4
9
千
円
の
取
得
に
よ
る
も
の
で
す
。

　
　
工
具
器
具
備
品
の
当
期
減
少
額
は
、
主
に
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
・
リ
ー
ス
に
よ
る
情
報
処
理
教
室
シ
ス
テ
ム
5
9
,9
7
2
千
円
の
除
却
に
よ
る
も
の
で
す
。

投
資
そ
の
他
の
資

産

有
形
固
定
資
産

（
特
定
償
却
資
産
以

外
）

有
形
固
定
資
産

（
特
定
償
却
資
産
）

非
償
却
資
産

有
形
固
定
資
産

合
計

無
形
固
定
資
産

（
特
定
償
却
資
産
以

外
）

（
1
）
固
定
資
産
の
取
得
及
び
処
分
、
減
価
償
却
費
（
「
第
8
7
　
特
定
の
資
産
に
係
る
費
用
相
当
額
の
会
計
処
理
」
及
び
「
第
9
2
　
資
産
除
去
債
務
に
係
る
特
定
の
除
去
費
用
等
の
会
計
処
理
」
に
よ
る
減
価
償
却
相
当
額
も
含
む
。
）
並
び
に
減
損
損
失

の
明
細

資
　
産
　
の
　
種
　
類

期
首
残
高

当
期
増
加
額

当
期
減
少
額

期
末
残
高

減
価
償
却
累
計
額

減
損
損
失
累
計
額

差
引
当
期
末

残
高

摘
　
要
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令

和
８

年
９

月
25

日
　

金
曜

日
第

73
0 

号

該
当
事
項
は
あ
り
ま
せ
ん
。

(3
)　
有
価
証
券
の
明
細

(3
)－
1
　
流
動
資
産
と
し
て
計
上
さ
れ
た
有
価
証
券

該
当
事
項
は
あ
り
ま
せ
ん
。

(3
)－
2
　
投
資
そ
の
他
の
資
産
と
し
て
計
上
さ
れ
た
有
価
証
券

該
当
事
項
は
あ
り
ま
せ
ん
。

(4
)　
長
期
貸
付
金
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

そ
の
他
長
期
貸
付
金

特
別
奨
学
金 計

(5
)　
長
期
借
入
金
の
明
細

該
当
事
項
は
あ
り
ま
せ
ん
。

(6
)　
公
立
大
学
法
人
債
の
明
細

該
当
事
項
は
あ
り
ま
せ
ん
。

(7
)　
引
当
金
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

徴
収
不
能
引
当
金

計

注
）
貸
倒
懸
念
債
権
等
の
特
定
債
権
に
つ
い
て
は
個
別
に
債
権
の
回
収
可
能
性
を
検
討
し
、
回
収
不
能
見
込
額
を
計
上
し
て
お
り
ま
す
。

(8
)資
産
除
去
債
務
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

石
綿
障
害
予
防
規
則
等

計

(9
)　
保
証
債
務
の
明
細

該
当
事
項
は
あ
り
ま
せ
ん
。

8
0
3

-
-

-

当
期
減
少
額

摘
要

基
準
第
9
2
の
特
定
　
無

そ
の
他

5
0
0

1
4
0

当
期
減
少
額

目
的
使
用

注
）
期
末
残
高
に
は
、
一
年
以
内
に
回
収
期
日
を
む
か
え
る
た
め
流
動
資
産
に
振
り
替
え
た
金
額
4
0
8
千
円
を
含
み
ま
す
。

-
8
0
3

期
末
残
高

8
0
3

区
分

当
期
増
加
額

期
首
残
高

3
5
0

-
-

回
収
額

区
分

期
首
残
高

当
期
増
加
額

3
5
0

(2
)　
棚
卸
資
産
の
明
細

5
0
0

当
期
減
少
額

期
末
残
高

償
却
額

摘
要

7
1
0
注
）

-
7
1
0

8
0
3

摘
要

1
4
0

-

区
分

期
首
残
高

当
期
増
加
額

期
末
残
高

-
1
1
,4
5
9

-
1
1
,4
5
9

-
1
1
,4
5
9

-
1
1
,4
5
9
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令

和
８

年
９

月
25

日
　

金
曜

日
第

73
0 

号

(1
0
)　
資
本
剰
余
金
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

目
的
積
立
金

無
償
譲
与

寄
附
金
等

計

(1
1
)　
目
的
積
立
金
の
取
崩
し
の
明
細

該
当
事
項
は
あ
り
ま
せ
ん
。

1
,4
6
8

当
期
増
加
額

-

期
末
残
高

区
　
分

期
首
残
高

当
期
減
少
額

1
,4
6
8

摘
要

-
6
6
,3
1
9

6
7
,9
3
7

-
--

6
7
,9
3
7

資
本
剰
余
金

6
6
,3
1
9

-

1
5
0

-
-

1
5
0
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令

和
８

年
９

月
25

日
　

金
曜

日
第

73
0 

号

(1
2
)　

運
営

費
交

付
金

債
務

及
び

運
営

費
交

付
金

収
益

の
明

細

(1
2
)－

1
　

運
営

費
交

付
金

債
務

(単
位

：
千

円
)

運
営

費
交

付
金

収
益

資
本

剰
余

金
小

　
計

令
和

６
年

度
4
7
,0

7
4

-
4
7
,0

2
8

-
4
7
,0

2
8

4
5

令
和

７
年

度
-

1
,3

9
9
,0

1
4

1
,3

2
6
,2

4
3

-
1
,3

2
6
,2

4
3

7
2
,7

7
0

合
　

計
4
7
,0

7
4

1
,3

9
9
,0

1
4

1
,3

7
3
,2

7
2

-
1
,3

7
3
,2

7
2

7
2
,8

1
5

-

(1
2
)－

2
　

運
営

費
交

付
金

収
益

(単
位

：
千

円
)

業
務

等
区

分
令

和
６

年
度

交
付

分
令

和
７

年
度

交
付

分
合

計

期
間

進
行

基
準

に
よ

る
も

の
-

1
,0

4
1
,6

7
6

1
,0

4
1
,6

7
6

費
用

進
行

基
準

に
よ

る
も

の
4
7
,0

2
8

2
8
4
,5

6
6

3
3
1
,5

9
5

合
  

計
4
7
,0

2
8

1
,3

2
6
,2

4
3

1
,3

7
3
,2

7
2

期
末

残
高

交
付

年
度

期
首

残
高

交
付

金
当

期
交

付
額

当
期

振
替

額
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令

和
８

年
９

月
25

日
　

金
曜

日
第

73
0 

号

(1
3
)　
地
方
公
共
団
体
等
か
ら
の
財
源
措
置
の
明
細

(1
3
)－
1
　
特
定
施
設
費
の
明
細

該
当
事
項
は
あ
り
ま
せ
ん
。

(1
3
)－
2
　
補
助
金
等
の
明
細

長
期
繰
延

補
助
金
等

資
本
剰
余
金

長
期
預
り

補
助
金
等

補
助
金
等

収
益

そ
の
他

田
川
市
公
開
講
座

田
川
市

直
接
経
費

－
3
0
0

－
－

－
3
0
0

－
－

施
設
整
備
費
等
補
助
金

（
す
ず
か
け
寮
改
修
工
事
）

福
岡
県

直
接
経
費

－
5
7
,4
8
5

－
－

－
5
7
,4
8
5

－
－

施
設
整
備
費
等
補
助
金

（
大
講
義
室
屋
上
防
水
工
事
）

福
岡
県

直
接
経
費

－
7
,7
7
2

－
－

－
7
,7
7
2

－
－

施
設
整
備
費
等
補
助
金

（
照
明
制
御
盤
更
新
工
事
）

福
岡
県

直
接
経
費

－
1
6
,4
6
7

1
6
,4
6
7

－
－

－
－

－

施
設
整
備
費
等
補
助
金

（
ア
ザ
レ
ア
寮
空
調
更
新
工
事
）

福
岡
県

直
接
経
費

－
2
,8
6
9

－
－

－
2
,8
6
9

－
－

施
設
整
備
費
等
補
助
金

（
3
号
館
漏
水
補
修
、
ア
ザ
レ
ア
寮
外
壁
改
修
工

事
）

福
岡
県

直
接
経
費

－
4
,3
6
7

－
－

－
4
,3
6
7

－
－

施
設
整
備
費
等
補
助
金

（
火
災
受
信
機
更
新
工
事
）

福
岡
県

直
接
経
費

－
2
2
,9
2
4

2
2
,9
2
4

－
－

－
－

－

施
設
整
備
費
等
補
助
金

（
防
犯
カ
メ
ラ
更
新
工
事
）

福
岡
県

直
接
経
費

－
4
,6
0
5

－
－

－
4
,6
0
5

－
－

施
設
整
備
費
等
補
助
金

（
ア
ザ
レ
ア
寮
イ
ン
タ
ー
ホ
ン
更
新
工
事
）

福
岡
県

直
接
経
費

－
6
,4
2
4

6
,4
2
4

－
－

－
－

－

施
設
整
備
費
等
補
助
金

（
直
流
電
源
装
置
用
蓄
電
池
更
新
工
事
）

福
岡
県

直
接
経
費

－
2
,0
8
1

－
－

－
2
,0
8
1

－
－

施
設
整
備
費
等
補
助
金

（
プ
ロ
ジ
ェ
ク
タ
ー
等
更
新
工
事
）

福
岡
県

直
接
経
費

－
8
,6
5
4

8
,6
5
4

－
－

－
－

－

施
設
整
備
費
等
補
助
金

（
す
ず
か
け
寮
空
調
更
新
工
事
）

福
岡
県

直
接
経
費

－
4
,2
5
7

－
－

－
4
,2
5
7

－
－

直
接
経
費

－
1
3
8
,2
0
7

5
4
,4
6
9

－
－

8
3
,7
3
7

－
－

　
注
）
損
益
計
算
書
の
補
助
金
等
収
益
は
、
長
期
繰
延
補
助
金
等
に
か
か
る
減
価
償
却
費
等
の
見
合
い
の
収
益
化
額
（
2
2
,4
2
5
千
円
）
が
含
ま
れ
る
た
め
、
上
記
補
助
金
等
収
益
と
は
一
致
し
ま
せ
ん
。

期
末
残
高

摘
要

当
期
振
替
額

（
単
位
：
千
円
）

名
称

交
付
元

経
費
の
別

期
首
残
高

当
期
交
付
額

合
計
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令

和
８

年
９

月
25

日
　

金
曜

日
第

73
0 

号

（
単

位
：
千

円
、

人
）

注
）

(1
5
)　

開
示

す
べ

き
セ

グ
メ

ン
ト

情
報

　
　

　
　

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。

計 計計
－

4
0
,0

1
3

2
.教

職
員

の
給

与
及

び
退

職
手

当
は

、
公

立
大

学
法

人
福

岡
県

立
大

学
職

員
給

与
規

程
、

公
立

大
学

法
人

福
岡

県
立

大
学

教
員

年
俸

規
程

及
び

公
立

大
学

法
人

　
福

岡
県

立
大

学
非

常
勤

職
員

等
賃

金
規

程
に

基
づ

き
算

出
さ

れ
ま

す
。

な
お

、
退

職
手

当
は

給
料

月
額

に
勤

続
期

間
を

勘
案

し
て

算
出

さ
れ

ま
す

。

3
.年

間
平

均
支

給
人

員
数

を
記

載
し

て
お

り
ま

す
。

－

6
4
,2

4
9

－ 1
1

6
4
,2

4
9

3

1
1

2
0

4
,2

4
8

6
0
,0

0
0

職
　

員

常
　

勤

9
0
3
,9

3
1

3 －
3
8

－

4
,2

4
8

－ 8

9
8

教
　

員

常
　

勤

4
8

－

8 －

5
2
5

3
－

8
6
0
,0

5
1

3
9
,4

8
8

3
－

役
　

員

常
　

勤

非
常

勤

6

(1
4
)　

役
員

及
び

教
職

員
の

給
与

の
明

細

区
 分

報
酬

又
は

給
与

等
退

職
給

付
金

額
支

給
人

員
金

額
支

給
人

員

1
,1

6
9
,4

4
8

5
8

1
2
1

8
9

2
1
0

2
2
5
,5

0
3

1
.役

員
に

対
す

る
報

酬
は

、
公

立
大

学
法

人
福

岡
県

立
大

学
役

員
報

酬
規

程
に

基
づ

き
算

出
さ

れ
ま

す
。

－ －

6
0
,0

0
0

合
　

計

1
,0

3
6
,6

2
8

1
3
2
,8

1
9

非
常

勤

非
常

勤
4
3
,8

8
0

1
3
7
,0

8
8

8
8
,4

1
4

1
4
6

計

常
　

勤

非
常

勤
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令

和
８

年
９

月
25

日
　

金
曜

日
第

73
0 

号

(1
6
)　

業
務

費
及

び
一

般
管

理
費

の
明

細

（
単

位
：
千

円
）

教
育

経
費

受
託

事
業

費
消

耗
品

費
2
1
,2

2
2

 教
員

人
件

費
備

品
費

4
,9

5
5

 常
勤

教
員

給
与

印
刷

製
本

費
9
,3

3
4

 給
料

1
,4

0
1

1
,4

0
1

水
道

光
熱

費
1
7
,4

2
8

 職
員

人
件

費
旅

費
交

通
費

1
3
,2

0
9

 非
常

勤
職

員
給

与
通

信
運

搬
費

2
,6

0
2

 給
料

3
4
9

3
4
9

賃
借

料
6
,4

0
5

　
  
  

 租
税

公
課

7
9

福
利

厚
生

費
2
,2

6
0

1
,8

3
0

保
守

費
1
6
,2

6
4

修
繕

費
1
,2

6
9

損
害

保
険

料
1
0
1

役
員

人
件

費
広

告
宣

伝
費

2
7
5

常
勤

役
員

報
酬

行
事

費
1
9
4

報
酬

2
8
,9

3
8

会
議

費
2
1

賞
与

1
0
,5

5
0

報
酬

・
委

託
・
手

数
料

5
8
,2

4
4

法
定

福
利

費
3
,1

1
0

4
2
,5

9
8

奨
学

費
1
9
3
,3

9
1

非
常

勤
役

員
報

酬
減

価
償

却
費

2
6
,2

6
2

報
酬

5
2
5

5
2
5

雑
費

4
1
4

4
3
,1

2
3

工
事

費
3
7
8

諸
会

費
7
0
6

租
税

公
課

2
3
7
4
,9

4
6

教
員

人
件

費
常

勤
教

員
給

与
給

料
6
1
6
,6

3
1

賞
与

2
4
3
,4

1
9

退
職

給
付

費
用

6
0
,0

0
0

研
究

経
費

法
定

福
利

費
1
4
2
,5

6
6

1
,0

6
2
,6

1
7

消
耗

品
費

1
5
,9

5
7

備
品

費
7
,4

8
9

非
常

勤
教

員
給

与
印

刷
製

本
費

2
,3

3
9

給
料

4
3
,0

8
9

水
道

光
熱

費
4
,0

3
0

賞
与

7
9
0

旅
費

交
通

費
5
,5

0
9

法
定

福
利

費
1
,8

2
2

4
5
,7

0
3

通
信

運
搬

費
1
,5

7
3

1
,1

0
8
,3

2
0

賃
借

料
3
6
1

修
繕

費
4
4

損
害

保
険

料
1
8
4

報
酬

・
委

託
・
手

数
料

1
,8

0
3

減
価

償
却

費
1
0
,5

6
2

職
員

人
件

費
工

事
費

1
,1

4
4

常
勤

職
員

給
与

諸
会

費
4
,8

1
5

給
料

1
0
1
,1

9
2

雑
費

4
1
6

賞
与

3
5
,8

9
6

租
税

公
課

1
2

退
職

給
付

費
用

4
,2

4
8

5
6
,2

4
6

法
定

福
利

費
2
2
,3

3
3

1
6
3
,6

7
1

非
常

勤
職

員
給

与
給

料
7
3
,9

0
7

賞
与

1
4
,5

0
7

法
定

福
利

費
1
1
,3

2
0

9
9
,7

3
5

2
6
3
,4

0
6

教
育

研
究

支
援

経
費

消
耗

品
費

1
,4

0
4

水
道

光
熱

費
4
,5

5
1

通
信

運
搬

費
1
1
2

一
般

管
理

費
賃

借
料

3
,5

2
9

修
繕

費
1
6

消
耗

品
費

5
,1

7
9

報
酬

・
委

託
・
手

数
料

2
7
,3

1
3

備
品

費
3
3
4

減
価

償
却

費
2
,8

7
0

印
刷

製
本

費
6
4
5

諸
会

費
2
4
8

水
道

光
熱

費
1
8
,4

2
3

図
書

費
1
,1

0
1

旅
費

交
通

費
1
,3

6
7

4
1
,1

4
7

通
信

運
搬

費
1
,0

4
4

賃
借

料
1
,8

6
4

福
利

厚
生

費
1
,0

3
3

保
守

費
2
4
,0

7
6

修
繕

費
8
5
,0

8
8

受
託

研
究

費
損

害
保

険
料

2
,1

9
7

　
職

員
人

件
費

報
酬

・
委

託
・
手

数
料

9
4
,5

1
2

　
非

常
勤

職
員

給
与

租
税

公
課

3
7
8

　
給

料
9

減
価

償
却

費
3
9
,2

0
9

　
法

定
福

利
費

0
9

雑
費

1
1

  
  
  
  

消
耗

品
費

1
7
2

食
糧

費
9
4

  
  
  
  

報
酬

・
委

託
・
手

数
料

8
0
0

工
事

費
1
,1

7
3

  
  
  
  

諸
会

費
1
8

諸
会

費
3
,0

8
0

  
  
  
  

租
税

公
課

4
5

2
7
9
,7

1
5

1
,0

4
5
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令

和
８

年
９

月
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日
　

金
曜

日
第

73
0 

号

(1
7
) 

 寄
附

金
の

明
細

（
単

位
：
千

円
）

(1
8
) 

 受
託

研
究

の
明

細
（
単

位
：
千

円
）

経
費

の
別

　

直
接

経
費

間
接

経
費

直
接

経
費

間
接

経
費

直
接

経
費

間
接

経
費

直
接

経
費

間
接

経
費

直
接

経
費

間
接

経
費

直
接

経
費

間
接

経
費

直
接

経
費

間
接

経
費

直
接

経
費

間
接

経
費

(1
9
) 

 共
同

研
究

の
明

細
（
単

位
：
千

円
）

経
費

の
別

　

直
接

経
費

間
接

経
費

直
接

経
費

間
接

経
費

直
接

経
費

間
接

経
費

直
接

経
費

間
接

経
費

直
接

経
費

間
接

経
費

直
接

経
費

間
接

経
費

直
接

経
費

間
接

経
費

直
接

経
費

間
接

経
費

合
計

-
1
,0

0
0

1
,0

0
0

-

-
-

-
-

そ
の

他
-

1
,0

0
0

1
,0

0
0

-

-
-

-
-

株
式

会
社

等
-

-
-

-

-
-

-
--

独
立

行
政

法
人

・
国

立
大

学
法

人

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

国
-

-
-

-

-
-

-

-
-

-

地
方

公
共

団
体

等
（
設

立
団

体
以

外
）

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

地
方

独
立

行
政

法
人

等
（
設

立
団

体
）

-
-

-
-

-

委
託

者
期

首
残

高
当

期
受

入
額

受
託

研
究

収
益

期
末

残
高

地
方

公
共

団
体

（
設

立
団

体
）

-
-

-
-

区
分

当
期

受
入

額
件

数
（
件

）
摘

要

6
,7

5
3

3
1

注
）

合
　

計
6
,7

5
3

3
1

注
）
当

期
受

入
額

に
は

現
物

寄
付

4
,8

0
1
千

円
（
2
6
件

）
を

含
ん

で
お

り
ま

す
。

共
同

研
究

契
約

の
相

手
方

期
首

残
高

当
期

受
入

額
受

託
研

究
収

益
期

末
残

高

地
方

公
共

団
体

（
設

立
団

体
）

-
-

-
-

-
-

-
-

地
方

独
立

行
政

法
人

等
（
設

立
団

体
）

-
-

-
-

-
-

-
-

地
方

公
共

団
体

等
（
設

立
団

体
以

外
）

-
-

-
-

-
-

-
-

国
-

-
-

-

-
-

-
-

独
立

行
政

法
人

・
国

立
大

学
法

人

-
-

-
-

-
-

-
-

株
式

会
社

等
-

3
9
6

-
3
9
6

-
1
9

-
1
9

そ
の

他
-

-
-

-

-
-

-
-

合
計

-
3
9
6

-
3
9
6

-
1
9

-
1
9
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令

和
８

年
９

月
25

日
　

金
曜

日
第

73
0 

号

(2
0
) 

 受
託

事
業

等
の

明
細

経
費

の
別

　

直
接

経
費

間
接

経
費

直
接

経
費

間
接

経
費

直
接

経
費

間
接

経
費

直
接

経
費

間
接

経
費

直
接

経
費

間
接

経
費

直
接

経
費

間
接

経
費

直
接

経
費

間
接

経
費

直
接

経
費

間
接

経
費

(2
1
) 

 科
学

研
究

費
助

成
事

業
等

の
明

細

（
単

位
：
千

円
）

注
）
間

接
経

費
相

当
額

を
記

載
し

、
直

接
経

費
相

当
額

に
つ

い
て

は
外

数
と

し
て

（
  

）
内

に
記

載
し

て
お

り
ま

す
。

(2
2
)　

上
記

以
外

の
主

な
資

産
、

負
債

、
費

用
及

び
収

益
の

明
細

①
現

金
及

び
預

金
（
単

位
：
千

円
）

②
未

　
払

　
金

（
単

位
：
千

円
）

種
目

当
期

受
入

額
件

数
摘

要

基
盤

研
究

Ａ
7
5

2
（
2
5
0
）

基
盤

研
究

Ｃ
7
,8

3
1

4
9

（
2
6
,1

6
7
）

厚
生

労
働

省
－

2
（
8
0
0
）

合
　

計
7
,9

0
6

5
3

（
2
7
,2

1
7
）

区
　

分
金

　
額

摘
　

要

現
金

-

普
通

預
金

4
2
6
,6

6
0

合
　

計
4
2
6
,6

6
0

区
　

分
金

　
額

摘
　

要

人
件

費
4
4
,3

5
9

合
　

計
1
8
1
,2

5
0

固
定

資
産

5
0
,4

9
7

そ
の

他
8
6
,3

9
3

委
託

者
等

期
首

残
高

当
期

受
入

額
受

託
研

究
収

益
期

末
残

高

地
方

公
共

団
体

（
設

立
団

体
）

-
1
,7

5
1

1
,7

5
1

-

-
-

-
-

地
方

独
立

行
政

法
人

等
（
設

立
団

体
）

-
-

-
-

-
-

-
-

地
方

公
共

団
体

等
（
設

立
団

体
以

外
）

-
-

-
-

-
-

-
-

国
-

-
-

-

-
-

-
-

独
立

行
政

法
人

・
国

立
大

学
法

人

-
-

-
-

-
-

-
-

株
式

会
社

等
-

-
-

-

-
-

-
-

そ
の

他
-

-
-

-

-
-

-
-

合
計

-
1
,7

5
1

1
,7

5
1

-

-
-

-
-
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令

和
８

年
９

月
25

日
　

金
曜

日
第

73
0 

号
２　受験資格

採用職種
（区分） 受　験　資　格

獣医師
獣医師免許を有する者又は
令和９年５月までに免許を
取得する見込みの者

①昭和39年４月２日から平
成15年４月１日までに生ま
れた者
②平成15年４月２日以降に
生まれた者であって、学校
教育法に基づく大学（短期
大学を除く。）を卒業した
者又は令和９年３月までに
卒業見込みの者

日本国籍を
有する者

児童福祉
※職務経験者対象

児童福祉司の任用資格を有
する者又は令和９年３月ま
でに資格を取得する見込み
の者で、令和８年９月末日
において、社会福祉士及び
介護福祉士法第７条第４号
又は精神保健福祉士法第７
条第４号の厚生労働省令で
定める施設における相談援
助業務の実務経験を５年以
上有する者

昭和39年４月２日以降に生
まれた者

日本国籍を
有する者

心理判定員
※職務経験者対象

大学において、心理学を専
修する学科若しくはこれに
相当する課程を修めて卒業
した者又はこれと同等以上
の能力を有する者で、令和
８年９月末日において、公
認心理師法第７条第２号の
文部科学省令・厚生労働省
令で定める施設における心
理判定・心理療法等業務の
実務経験を５年以上有する
者

研究職員（電子）

大学院（修士課程又は博士
課程前期）において、電気
工学、電子工学、通信工学
、情報工学に関する学科等
を修めて修了した者若しく
は令和９年３月までに修了
見込みの者又はこれと同等
以上の能力を有する者

①昭和52年４月２日から平
成15年４月１日までに生ま
れた者
②平成15年４月２日以降に
生まれた者であって、大学
院（修士課程又は博士課程
前期）において、左に掲げ
る学科等を修めて修了した
者又は令和９年３月までに
修了見込みの者

日本国籍を
有する者、
又は日本国
籍を有しな
い者であっ
ても、現に
日本に永住
している者

　福岡県条例の公布等に関する条例（昭和25年福岡県条例第46号）第４条において準用

する同条例第２条第２項ただし書の規定により掲示したものを、ここに再掲する。

　公告

　福岡県職員採用選考試験（後期）を次のとおり実施する。

　　令和８年９月15日

　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県人事委員会委員長　　馬　場　貞　仁　　

１　採用職種（区分）、採用予定数、職務内容及び採用時勤務予定場所

採用職種
（区分）

採用
予定数 職　務　内　容 採用時勤務予定場所

獣医師 10名
程度 獣医師業務

保健福祉環境事務所
、食肉衛生検査所、
家畜保健衛生所等

児童福祉
※職務経験者対象

10名
程度

児童の福祉に関する相談に応じ、専門
的な知識や技術によって調査や指導等
を行う児童福祉司の業務

児童相談所

心理判定員
※職務経験者対象

10名
程度

心理判定、心理療法及び相談・指導等
の業務 児童相談所等

研究職員（電子） １名
電気・電子回路、無線通信、EMC設計
に関する研究開発、技術指導、人材育
成

工業技術センター
（機械電子研究所）

船
員

航海 ２名 船舶の運転、漁業取締り及び調査観測
業務

農林水産部水産局漁
業管理課、水産海洋
技術センター

機関 １名 船舶の機関の運転、漁業取締り及び調
査観測業務

農林水産部水産局漁
業管理課、水産海洋
技術センター

職
業
指
導
員

機械・メカト
ロニクス系 １名

機械・電気保全、制御機器組立て、シ
ーケンス制御、汎用工作機械、NC工作
機械による切削加工、機械設計・製図
等に関する職業訓練指導

県立高等技術専門校
、福岡障害者職業能
力開発校

金属加工系 ２名 金属の接合及び加工等の金属加工（溶
接ロボット等）に関する職業訓練指導

県立高等技術専門校
、福岡障害者職業能
力開発校

　（注１）採用予定数は変更になる場合があります。

　（注２）採用後、勤務場所の変更が行われることがあります。
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第１次
試験

専門試験
論文試験 令和８年11月15日（日）

【福岡会場】
福岡県吉塚合同庁舎
（福岡市博多区吉塚本町13－50）
【東京会場】
全国町村会館
（東京都千代田区永田町１－11－35
）

第２次
試験

人物試験
受験資格等の調査 令和８年12月中旬 福岡県吉塚合同庁舎

　【研究職員】

試験種目 試験の期日 試験の場所

第１次
試験

専門試験
論文試験 令和８年11月15日（日）

【福岡会場】
福岡県吉塚合同庁舎
（福岡市博多区吉塚本町13－50）
【東京会場】
全国町村会館
（東京都千代田区永田町１－11－35
）

第２次
試験

人物試験
受験資格等の調査

令和８年12月上旬～12月
中旬 福岡県吉塚合同庁舎

　【船員】

試験種目 試験の期日 試験の場所

第１次
試験 基礎能力試験 令和８年11月15日（日） 福岡県吉塚合同庁舎

（福岡市博多区吉塚本町13－50）

第２次
試験

作文試験
人物試験

受験資格等の調査
令和８年12月中旬 福岡県吉塚合同庁舎

　【職業指導員】

試験種目 試験の期日 試験の場所

船
員

航海

五級海技士（航海）以上の
免許を有する者又は令和９
年６月までに免許を取得す
る見込みの者

昭和52年４月２日以降に生
まれた者

日本国籍を
有する者

機関

五級海技士（機関）以上の
免許（内燃機関の限定を含
む。）を有する者又は令和
９年６月までに免許を取得
する見込みの者

職
業
指
導
員

機械・メカト
ロニクス系 職業能力開発促進法第28条

による職業訓練指導員免許
を有する者又は同免許の取
得資格を有する者

昭和39年４月２日以降に生
まれた者

日本国籍を
有する者、
又は日本国
籍を有しな
い者であっ
ても、現に
日本に永住
している者

金属加工系

　（注）この試験を受験できない者

　　　　地方公務員法第16条に該当する者

３　試験の期日、場所等

　【獣医師】

試験種目 試験の期日 試験の場所

論文試験
人物試験

受験資格等の調査
令和８年11月15日（日）

【福岡会場】
福岡県吉塚合同庁舎
（福岡市博多区吉塚本町13－50）
【東京会場】
全国町村会館
（東京都千代田区永田町１－11－35
）
【北海道会場】
会議・研修施設ＡＣＵ
（北海道札幌市中央区北４条西５ 
アスティ45）

　【児童福祉、心理判定員】

試験種目 試験の期日 試験の場所
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　　　※福岡県職員採用試験のホームページ（https://www.pref.fukuoka.lg.jp/

contents/saiyo.html）

７　試験案内の配布場所

　ア　福岡県庁内

　　・　人事委員会事務局任用課

　　・　県庁１階総合案内・県民情報センター

　イ　出先機関等

　　・　東京・大阪の各福岡県事務所

　　・　アクロス福岡２階文化観光情報ひろば

　　・　県内各地の福岡県総合庁舎　等

８　その他

　この試験についての詳しいことは、福岡県人事委員会事務局任用課へお尋ねくださ

い。

　　〒812－8577　福岡市博多区東公園７－７

　　ＴＥＬ　092－643－3956

　　ＦＡＸ　092－643－3960

　　電子メール　saiyo@pref.fukuoka.lg.jp

第１次
試験

専門試験
論文試験 令和８年11月15日（日）

【福岡会場】
福岡県吉塚合同庁舎
（福岡市博多区吉塚本町13－50）
【東京会場】
全国町村会館
（東京都千代田区永田町１－11－35
）

第２次
試験

実技試験
人物試験

受験資格等の調査
令和８年12月中旬 福岡県内

４　合格者の発表

　【獣医師】

時　期 発　表　方　法

令和８年12月上旬
福岡県人事委員会事務局前廊下に合格者の受験番号を掲示する
とともに、福岡県ホームページにも掲載します。
合格者には書面で通知します。

　【児童福祉、心理判定員、研究職員、船員、職業指導員】

時　期 発　表　方　法

第１次合格者発表 令和８年11月下旬 福岡県人事委員会事務局前廊下に合格者の受験番号
を掲示するとともに、福岡県ホームページにも掲載
します。
最終合格者には書面で通知します。最終合格者発表 令和８年12月下旬

　（注）合格者に郵送する合格通知は、郵便事故などのため延着、不着となる場合もあ

りますので、掲示場所等で確認してください。

５　採用予定時期

　　合格者の採用は、原則として令和９年４月１日以降の予定です。

６　受験手続

　⑴　受付期間

　　　令和８年10月９日（金）９時から同年10月22日（木）17時まで

　⑵　申込方法

　インターネットによる申込のみです。詳しくは、福岡県ホームページの「福岡県

職員採用試験」にアクセスするか、職員採用試験案内をご覧ください。


